
D I S C L O S U R E 2021
地域のために、お客さまとともに

大 分 県 信 用 組 合 の 現 況



各開示項目は、下記のページに記載しております。
なお、＊印は「協金法第6条で準用する銀行法第21条」「金融再生法｣、◎印は「監督指針の要請」で規定されております法定開示項目です。

概況・組織
　事業方針
＊事業の組織
＊役員一覧（理事及び監事の氏名・役員名）
＊会計監査人の氏名又は名称
＊店舗一覧（事業所の名称・所在地）
　自動機器（ATM）設置状況
主要事業内容
＊主要な事業の内容
業務に関する事項 
＊事業概況
＊経常収益
　業務純益
＊経常利益（損失）
＊当期純利益（損失）
＊出資総額、出資総口数
＊純資産額
＊総資産額
＊預金積金残高
＊貸出金残高
＊有価証券残高
＊単体自己資本比率
＊出資に対する配当金
＊職員数
主要業務に関する指標 
＊業務粗利益及び業務粗利益率
＊資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支
＊資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回り、資金利鞘
＊受取利息、支払利息の増減
　役務取引の状況
　その他業務収益の内訳
　経費の内訳
＊総資産経常利益率
＊総資産当期純利益率
預金に関する指標
＊預金科目別平均残高
＊金利区分別定期預金残高
　預金者別預金残高
　財形貯蓄残高
　常勤役職員１人当り預金残高
　１店舗当り預金残高
貸出金等に関する指標 
＊貸出金科目別平均残高
＊金利区分別貸出金残高
＊貸出金及び債務保証見返の担保別残高
＊貸出金使途別残高
＊貸出金業種別残高・構成比
＊預貸率（期末・期中平均）
　消費者ローン・住宅ローン残高
　代理貸付残高の内訳
　常勤役職員1人当り貸出金残高
　1店舗当り貸出金残高
有価証券に関する指標
＊商品有価証券種類別平均残高
＊有価証券残存期間別残高
＊有価証券種類別平均残高
＊預証率（期末・期中平均）
経営管理体制に関する事項
＊リスク管理の体制
＊法令等遵守の体制
財産の状況
＊貸借対照表
＊損益計算書
＊剰余金処分計算書
＊リスク管理債権及び同債権に対する保全額
　（1）破綻先債権
　（2）延滞債権
　（3）3ヵ月以上延滞債権
　（4）貸出条件緩和債権
＊金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額
　（1）破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　（2）危険債権
　（3）要管理債権
　（4）不良債権計
　（5）正常債権

＊自己資本の充実の状況等（単体の定性的、定量的事項）
　リスク管理について（バーゼルⅢに関する事項を含む）
　　リスクの種類・特性・基本姿勢
　　リスク管理に関する体系図
　　信用リスクに関する事項
　　信用リスク削減手法に関する事項
　　市場リスクに関する事項
　　流動性リスクに関する事項
　　オペレーショナルリスクに関する事項
　　自己資本の構成に関する事項
　　自己資本の充実度に関する事項
　　派生商品取引及び長期決済期間の取引相手のリスクに関する事項
　　証券化エクスポージャーに関する事項
　　出資等エクスポージャーに関する事項
　　銀行勘定における金利リスクに関する事項
＊有価証券、金銭の信託等の評価
　オフバランス取引の状況
　先物取引の時価情報
　オプション取引の時価情報
＊貸倒引当金（期末残高・期中増減額）
＊貸出金償却の額
＊会計監査人による監査
◎財務諸表の正確性と内部監査の有効性
その他の業務
　内国為替取扱実績
　外国為替取扱実績
　公共債ディーリング実績
　公共債窓販実績
　公共債引受額
　手数料一覧
その他
　経営理念・方針
◎地域貢献（社会的・文化的）への取り組み状況
＊中小企業の経営の改善及び地域活性化への取り組み状況
　顧客保護等管理の体制
◎総代会制度
◎役員の報酬体系について
　相談窓口について
　沿革・あゆみ
当組合・子会社等の概況
　当組合・子会社等の主要事業内容・組織構成
＊子会社等の状況
子会社等の主要業務に関する事項
＊事業概況
＊経常収益
＊経常利益（損失）
＊当期純利益（損失）
＊純資産額
＊総資産額
＊連結自己資本比率
子会社等の財産の状況
＊連結貸借対照表
＊連結損益計算書
＊連結剰余金計算書
＊連結リスク管理債権及び同債権に対する保全額
＊連結自己資本の充実の状況
＊自己資本の充実の状況（連結の定量的事項）
　（1）自己資本比率告示第6条第1項第2号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社のうち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称・総額
　（2）自己資本の構成に関する事項
　（3）自己資本の充実度に関する事項
　（4）信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
　（5）信用リスク削減手法に関する事項
　（6）派生商品取引・長期決済期間取引相手のリスクに関する事項
　（7）証券化エクスポージャーに関する事項
　（8）出資等エクスポージャーに関する事項
　（9）金利リスクに関する事項
＊連結セグメント（事業別経常収益等）情報
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大分県信用組合は、

これからも地域の皆さまの

豊かで活力ある暮らしをともに考え、

さらに幅広い活動を通じて

地域社会の発展に貢献することを

目指します。
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名　　　称

理　事　長
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創　　　立

店　舗　数
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組 合 員 数

預金積金残高

貸出金残高

大分県信用組合

𠮷野　一彦

大分市中島西2丁目4番1号

昭和28年11月26日

38店舗

418人

71,320人

4,592億円

2,517億円

（令和3年3月末現在）
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「金融を通じて地域社会の発展に貢献する」
基本理念に徹し、
お客さまの信頼にお応えしてまいります。

「金融を通じて地域社会の発展に貢献する」
基本理念に徹し、
お客さまの信頼にお応えしてまいります。

感　謝
私たちは、常に感
謝の気持ちをもっ
て、いつも笑顔で
お客さまの声にこ
たえます。 喜　び

私たちは、お客さまの
豊かな暮らしが地域発
展の基盤と考え、お客
さまとともに発展する
ことを喜びとします。

信　用
私たちは、業務に
精通して、お客さ
まの信頼にこたえ
続けます。

挑　戦
私たちは、仕事に
誇りと責任を持
ち、常に新たな目
標に向かって躍進
していきます。

創　意
私たちは、お客さ
まとの対話を大切
にし、得た情報の
有効活用に積極的
に取りくみます。 行動指針

基本理念
大分県信用組合は、地域の皆さまと
より親密な会話を交わしながら、
豊かで活力のある暮らしをともに考え、
金融サービスの向上に努め、
さらに幅広い活動を通じて
地域社会の発展に貢献します。
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「金融を通じて地域社会の発展に貢献する」
基本理念に徹し、
お客さまの信頼にお応えしてまいります。

沿革・あゆみ
1953 S28 設立、開業、本店：大分市大字大分1676番地
  竹田、三重、湯布院支店開設
1956 S31 本店移転：大分市大字大分1556番地の3
  （末広町現大分駅前支店）
1957 S32 商工組合中央金庫代理業務取扱開始
1963 S38 従業員組合結成される
1964 S39 住宅金融支援機構（旧住宅金融公庫）

代理業務取扱開始
1966 S41 日本政策金融公庫（旧国民金融公庫）

代理業務取扱開始
1969 S44 全国信用協同組合連合会貸付代理業務取扱開始
1970 S45 新本店完成
  本店：大分市中島西2丁目4番1号
  全国信用組合内国為替業務取扱開始
1971 S46 中津商工信用組合より業務譲り受け
  大分銀行と業務提携
1973 S48 大分県税収納事務取扱契約締結
1974 S49 年金福祉事業団住宅資金貸付代理業務取扱開始
1977 S52 事務センター完成
1982 S57 オンラインシステム稼動
  預金量1,000億円達成
1983 S58 財団法人「シニアライフ県信基金」設立
1987 S62 県信ビジネスサービス株式会社設立
1988 S63 全国信組ネットキャッシュサービス（SANCS）開始
1991 H3 全国キャッシュサービス（MICS）開始

1992 H4 預金量2,000億円達成
1993 H5 CI システム導入愛称、マーク、ロゴタイプを一新
  営業量（＝預貸和）4,000億円達成
1994 H6 「証券業務」について大蔵省認可を受ける
  「外国為替」取次業務取扱開始
1995 H7 両替業務取扱開始
1997 H9 インターネットホームページ開設
  ホームページhttp://www.oita-kenshin.co.jp
2000 H12 SKC（信組情報サービス株式会社）へ信

組共同オンラインシステム移行
2002 H14 大分県庁信用組合と7月1日対等合併
  高田信用組合と9月2日対等合併
2005 H17 杵築信用金庫と3月14日対等合併
2007 H19 玖珠郡信用組合と11月19日対等合併
2008 H20 セブン銀行ATM 利用提携開始
  イオン銀行とのATM 相互利用提携開始
2012 H24 企業内大学「けんしん大学」開校
  営業量（＝預貸和）5,000億円達成
2013 H25 創立60周年記念日11月26日
2014 H26 預金量3，500億円達成
2015 H27 大分県および県内各市町村との連携協定締結
2017 H29 営業量（＝預貸和）6,000億円達成
2018 H30 預金量4,000億円達成
2019 R1 ローンプラザ開所
2020 R2 営業量（=預貸和）7，000億円達成

大分県信用組合

理事長　𠮷野　一彦
令和3年7月

　皆さまには、平素より格別のお引き立てを賜り厚くお
礼申し上げます。
　本年も、当組合についてご理解を深めていただくた
め、ディスクロージャー誌を作成いたしましたので、ご
高覧いただき、併せてご指導とご鞭撻を賜ることがで
きますれば幸に存じます。
　令和２年度の日本経済は、新型コロナウイルスの感染
拡大による影響を大きく受けた一年となりました。４月
の緊急事態宣言が解除された後は、「GoToキャンペー
ン」などの需要喚起策により持ち直しの兆しが見られた
ものの、11月以降の感染再拡大によって景気が再び停
滞するなど、先行き不透明な状況となりました。県内経
済については、新型コロナウイルスの感染再拡大によっ
て観光業を中心に厳しい環境が続いておりましたが、
大分県独自の観光支援策の展開等により持ち直しの動
きも見られました。金融業界も、持続化給付金や実質
無利子・無担保融資等の国の支援策を活用することで
地元企業を応援し、大分県経済の浮揚に注力してまい
りました。
　第68期（令和２年度）の当組合は、「第13次中期
経営計画（平成31年４月～令和４年３月）」で掲げた
重点施策に基づき、①収益力の向上・営業力の強化、
②地方創生の深化に向けた取り組みの強化、③資産の
健全化と期中管理の徹底、④経営管理態勢の更なる充
実、⑤健康経営と働き方改革の推進を積極的に取り組ん
でまいりました。また、新型コロナウイルスの感染拡大
という未曾有の事態に対処するため、各種支援策を活
用し、お取引先の要請に迅速に対応してまいりました。
その結果、お取引先の倒産等を回避しつつ、前年度を
上回る貸出金利息及び役務取引等収益を確保すること
ができました。
　特に、「⑤健康経営と働き方改革の推進」については、
役職員の健康管理・増進に継続して取り組んだ結果、

日本健康会議が実施する「健康経営優良法人（大規
模法人部門）～ホワイト500 ～」の認定を３年連続して
受けることができました。
　こうした状況の中、当組合の業績は、預金等残高
4,592億円、貸出金残高2,517億円で計画を上回るもの
となり、収益面では386百万円の当期純利益を計上す
ることができました。出資金については、組合員数
71,320人、出資総額134億円となりました。また、不良
債権比率は2.36％に改善するとともに、自己資本比率
は8.95％となりました。
　令和３年度に入り、ワクチン接種が開始されたもの
の、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大が
続く中、感染防止対策としての外出規制等、本格的な
経済活動の再開には時間を要すると予想され、当組合
のお取引先においても厳しい業況が継続していくものと
思われます。当組合といたしましても、コロナ禍で厳し
い状況にある、組合員・お取引先の皆様に対して迅速
な支援をさせていただくため、こうした状況の変化に、
臨機応変かつスピード感のある対応をとってまいります。
　当組合も、これまでになく厳しい経営環境が続きま
すが、こうした状況下でも持続可能なビジネスモデルの
構築を目指して、業務の見直し等を含む生産性の向上
による収益力の強化を実現するとともに、事業性評価・
事業承継などの経営の課題解決型の営業に努め、顧客
に寄り添った各種支援を行ってまいります。
　地域の発展が当組合の発展に繋がるという考えのも
と、地域経済への更なる貢献に努めてまいりますので、
引き続き皆様のご支援とご協力を賜りますようお願い申
しあげます。
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預金・貸出金の状況

預金について預金について

金融再生法上の不良債権比率と不良債権額の推移

金融再生法上の開示債権構成比

主要な経営指標の推移

貸出金について貸出金について

業績ハイライト
令和２年度の

収益の状況

　預金積金は総額、個人預金ともに11期
連続してアップしているよ！
　地域のお客さまから継続して高い信頼
をいただいている証だね。

　当期純利益は、コロナ対策のための融資推
進による貸出金利息収入増加があって、昨年
よりアップしたよ。

　貸出金は、８期連続でアップしたよ！
　個人のお客さまからのローン借入残高
も大きく伸びているね。

　自己資本は、組合員の皆さまからの出資金
や当期純利益などの積み上げの結果です。
　けんしんの自己資本比率は国内基準の
4％を大きく上回る水準を維持し、高い健全
性を確保しているね！

自己資本の状況

4,592億円
前年比＋407億円

14億円
前年比▲３百万円

2,517億円
前年比＋271億円

8.95%
前年比▲0.20％

Disclosure
2 0 2 1

（百万円） 合計 個人

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

令和3年3月期令和2年3月期平成31年3月期

（百万円） 当期純利益 コア業務純益

0

500

1,000

1,500

令和3年3月期令和2年3月期平成31年3月期

（百万円） （％）自己資本額 自己資本比率

自己資本比率自己資本額
15,000

17,000

19,000

21,000

23,000

25,000

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

令和3年3月期令和2年3月期平成31年3月期

（百万円） （百万円）

個人向けローン

合計 個人向けローン

令和3年3月期令和2年3月期平成31年3月期
0

15,000

30,000

45,000

60,000

75,000

90,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

290,545290,545290,545

418,530

412,297

295,220295,220295,220

176億34百万176億34百万176億34百万

312,854312,854312,854

UP↑

407億20百万UP↑ 459,251

3百万DOWN↓
1,035

160

1,441

241241

1,437

386386386

145百万145百万145百万

9.43

18,78018,78018,780
19,50919,50919,509

9.159.15

20,01920,01920,019

8.958.958.95

正常債権
97.63％

251,755251,755

57,59257,59257,592

271億89百万271億89百万

56億7百万56億7百万56億7百万
48,20548,20548,205

224,565

51,98551,98551,985

216,353

0.200.200.20
ポイント
DOWN↓
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業務純益・コア業務純益
　業務純益とは、金融機関が本来業務でどれだけの利益をあげたか
を示す収益指標で、一般企業の「営業利益」に該当します。
　コア業務純益とは、業務純益から一時的な変動要因を控除したも
ので、金融機関本来業務の収益力をより反映したものです。

用 語 解 説

預金について

金融再生法上の不良債権比率と不良債権額の推移金融再生法上の不良債権比率と不良債権額の推移

金融再生法上の開示債権構成比金融再生法上の開示債権構成比

主要な経営指標の推移主要な経営指標の推移

貸出金について

資産の健全性について

区分 平成28年度

（単位：百万円）

平成29年度

6,096

427

317

377,153

200,014

79,402

409,390

18,725

10.08%

11,763

117,633千口

110

422人

6,201

325

313

397,577

205,661

89,119

443,046

19,109

10.15%

12,253

122,539千口

118

417人

平成30年度

5,958

267

160

412,297

216,353

77,396

472,384

19,645

9.43%

12,309

123,099千口

98

419人

令和元年度

6,470

349

241

418,530

224,565

55,837

487,385

19,741

9.15%

13,092

130,927千口

98

416人

令和２年度

6,051

573

386

459,251

251,755

90,403

529,949

20,679

8.95%

13,491

134,915千口

104

418人

経常収益

経常利益（損失）

当期純利益（損失）

預金積金残高

貸出金残高

有価証券残高

総資産額

純資産額

自己資本比率（単体）

出資総額

出資総口数

出資に対する配当金

職員数

主要な経営指標の5ヵ年推移は次のとおりです。

自己資本比率
　自己資本比率は、金融機関の健全性を示す重要
な指標であり、貸出金や有価証券等のリスク資産
（リスク・アセット）に対する出資金や内部留保、引
当金等の自己資本の占める割合を示す数値です。
国内のみで業務を行う金融機関は４％以上の水準
を維持することが求められております。

　お取引先の財務内容や経営状況等をもとに区分する資産の査
定を行っており、この厳格な資産の自己査定の実施により、貸倒
損失に備えた適正な引当金等を計上し、充分な保全を行っており
ます。
　なお、要管理債権（3ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債
権）については、正常債権よりリスクは高く、その管理に注意を
要するものですが、全てが回収不能債権となるものではなく、当
組合による改善支援とお取引先の自助努力により、経営改善が
図られるよう積極的な取り組みを行っております。

＝ － ＋コア業務純益 一般貸倒引当金繰入業務純益 債券関係損益

（百万円） （％）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 危険債権 要管理債権
不良債権比率

不良債権比率
0

5,000

10,000

15,000

令和3年3月期令和2年3月期平成31年3月期
0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

290,545 295,220

176億34百万

312,854

386

145百万

18,780
19,509

20,019

8.95

破産更生債権及び
これらに準ずる債権　0.85％

危険債権　1.47％
要管理債権　0.03％

［令和３年3月期］

開示債権
合計額

253,132
百万円

正常債権
97.63％
正常債権
97.63％
正常債権
97.63％

4.53

計 9,877

2,453

6,561

862
3.08

計 6,980

2,449

4,157

373
2.36

計 5,975

2,158

3,723

94

251,755

57,592

271億89百万

56億7百万
48,205 51,985

0.20
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大分を元気にプロジェクト
ー地域のために、お客さまとともにー

株式会社フージャースコーポレーション
（令和２年７月）

公益社団法人大分県栄養士会
（令和２年９月）

公益社団法人大分県薬剤師会
（令和２年10月）

■ 地方創生等への取り組み
　けんしんでは、大分県・大分県内全ての市町村と包括連携協定や覚書を締結し、
金融商品の開発、共同で健康セミナー等を開催するなど、更なる連携強化に注力
しております。また、自治体以外の法人・各団体とも連携協定等を締結しており、
地方創生に資する様々な取り組みを行っております。

別府商工会議所（令和2年8月） 竹田商工会議所、竹田市観光ツーリズム協会
（令和２年10月）

マニュアル贈呈の様子
（大分県庁にて）

■ 新型コロナウイルス感染症に対する取り組み
　新型コロナウイルス感染拡大による、県下の中小企業・小規模企業者等への経済的打撃により、けんしんが
果たすべき役割と責任はますます大きくなっています。こうした中で、資金繰り支援等の活性化施策や、観光
振興による経済効果創出等を目的に、各商工団体・観光協会と包括連携協定を締結いたしました。また、BCP
支援の観点から、新型コロナウイルス感染症に関する情報を盛り込んだ「新型コロナウイルス感染症対策マニュ
アル」を作成し、県内7,000社へお届けしました。

■ 地方創生　健康への取り組み
□ 健康融資ファンドについて
　けんしんでは、県内各自治体等と健康診査の受診率向上を目指し開発した「健康定期」でお預けいただいた
資金を、大分県民の健康寿命延伸・健康づくりに循環させることを目的とした融資ファンドを取り扱っています。

□ 健診通知用封筒を寄贈
　けんしんでは、特定健診の更なる受診率向上に繋げるべく、県内５市町へ健診通知用封筒計40,000枚を寄
贈しました。令和３年度は県内８市町へ計60,000枚を寄贈しました。

医療機関･歯科医療機
関･介護事業所様を対
象にした、健康寿命延伸
に関する設備資金融資
商品です。

一般社団法人大分県病
院協会に加入する病院
の新型コロナウイルス
感染拡大による資金繰
りを支援し、持続可能な
医療･保健体制を支援し
ます。

飲食店･旅館･小売業等
の事業者様を対象にし
た、受動喫煙を防ぐ環境
づくりに資する設備資
金融資商品です。

Disclosure 
2 0 2 1

健康寿命日本一おうえん融資ファンド けんしんメディカル融資ファンド 絆 受動喫煙防止対策融資ファンド まろっと健康
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取組発表会の様子

マイナンバーカード発行申請・マイナポイント手続きサポートの様子

調印式の様子

■ 吉本興業との包括連携
　吉本興業ホールディングス株式会社は「笑い」を中心としたエンターテインメントによる社会貢献と、「誰もが、
いつでも笑顔や笑い声をもてる社会」の実現を社是とし、「笑いの力で地域を元気にする地域共創型のプロジェ
クト」を全国各地で展開し、地域の活性化や情報発信に積極的に取り組まれています。こうしたことから、地方
創生に強力に取り組んでいるけんしんと両者の強みを活かした事業協力を通じて、大分県の地方創生に貢献し
ていくことで合意に至り、包括連携協定を締結しました。

■ DX（デジタルトランスフォーメーション）への取り組み
　けんしんは、大分県民の利便性向上や行政の効率化等を目的としたマイナンバーカードの普及がDXのカギの
１つと捉え、カードの発行やポイントの取得サポート、カード保有者限定の優遇商品の提供ならびに地方公共団
体と連携した営業店での出張コーナーの設置等を通じて、大分県民への交付率向上に努めています。

0120-95-0178
9:30 20:00　 9:30 17:30　 12 29 1 3

マイナンバーカードの保有推進・消費喚起・キャッシュレス推進への貢献
＋

独自のインセンティブ金融商品の提供

マイナンバーカード
発行案内・サポート

マイナポイントの予約・
申込サポ－ト

マイナポイントの紹介

マイナンバーカードを
持っていない

マイナンバーカードを
持っている

マイナポイント
登録済

マイナンバーカード
発行手続き完了

大分県民

（令和3年4月末までに申請をされた方）
※令和3年4月1日現在

マイナポイント
未登録

マイナンバーカード
普及応援定期HYBRID

マイナンバーカード
普及応援HYBRIDローン

マイナンバーカード保有者への
インセンティブ商品

金融サービスの提供
地域活動への参画

金融を通じて地域社会の発展に貢献

笑い×健康

❶ 観光・振興に関する事項
❷ 「健康寿命日本一」に関する事項
❸ 人材育成
❹ 地域物産開発・地域振興事業活性化に関する事項

情報発信×観光・地域振興 エンタメ×人材育成

マイナカード普及促進等
テレビCM等による広報活動
セールストーク研究 等

大分県の地方創生へ エンターテインメントの提供
情報発信　

包括連携協定
誰もが、いつでも笑顔や笑い声をもてる社会

けんしん大分県内18市町村県　民

主な連携事項



地域の皆さまとともに。

Disclosure 20218

　県内の優れた洋画・日本画家の発掘と育成、さら
には美術活動の振興を目的として平成４年（1992
年）に始まった「けんしん美術展」は、令和２年度で
第29回となりました。
　今年度は新たな取組みとして、おおいた障がい
者芸術文化支援センターのご協力のもと、「障がい
者アート」作品展を同時開催いたしました。また、
巡回展はローンプラザと玖珠支店にて行いました。
　さらに、今年度は別府市美術館よりご提案をい
ただき、「けんしん美術展特別展―歴代大賞作品
とともにふりかえる29年―」を開催、第１回から
第28回までの歴代大賞作品28点と、第29回の
入賞作品全20点を展示しました。

第29回けんしん美術展

令和２年度の主な活動

　24年ぶりの新店舗となる「大在支店」（大分市
大字角子原908-1）を令和2年5月18日に開設
いたしました。
　地域の皆様に、より身近で便利にご利用いただ
けるようにいたしました。

大在支店を開設

ピーターパンカードでの支援活動
　「しんくみピーターパンカード」は、すべての子供たちとその家
族の、こころと身体の健全な育成を支援するカードです。
　けんしんでは、令和３年３月に『合同会社A PLACE IN THE 
SUN』（豊後高田市）様へ、このピーターパンカードの寄付金とし
て101,296円を贈呈いたしました。
　信用組合業界は「しんくみピーターパンカード」での支援活動
を通じ、さまざまな支援事業に取り組んでおります。

一般財団法人シニアライフ
県信基金
　昭和58年に高齢者福祉事業の支援を目的とし
て設立し、各種事業への支援を行っております。
　令和２年度は、２つの事業所へそれぞれ車椅子
２台を寄贈いたしました。
　当組合はこの基金を通じて、地域社会への貢献
に積極的に取り組んでまいります。

、さら
1992
年度で

障がい
障がい
また、
した。
案をい
賞作品

459,251

251,755

　けんしんでは、「大分県道の駅駅長会」と「J:COM大分ケーブルテレコム株式会社」とコラボレーションし、県内での交流人口の創
出と経済活性化を応援するための情報番組を制作、放送しています。道の駅の関係者とけんしん職員が出演し、道の駅のおすすめ
商品や特産品、さらには周辺観光スポット等を紹介し、地域の魅力を楽しく情報発信しています。
　11ページから18ページの上部に、その番組のQRコードを掲載しております。

道の駅とケーブルテレビとコラボした情報番組の制作

Disclosure
2 0 2 1
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地域貢献活動
　お客さま一人ひとりの顔が見える対話を大切に、最も身近な頼
れる相談相手としてお役に立ちたいと考えています。地域や皆
さまへの社会的・文化的な貢献を積極的に行っています。

●同友会活動/中小企業支援/専門家派遣
●経営革新/再生支援/金融円滑化への取り組み
●地域活性化/組合員優遇/各種サービス利便性向上 など　お客さまの資産づくりのサポー

トをさせていただくために新しい
預積金商品の開発や投資信託、そ
の他金融サービスの充実に努めて
まいります。

　お客さまからお預りした大切な
預金・積金を、地域発展に寄与で
きるよう、中小企業の皆さまや個
人の皆さまのニーズに合った融資
に取り組んでいます。

けんしんの
経 営 姿 勢

有価証券など
貸出金以外の運用

預金・積金のうち、貸出金以外の預け金や
有価証券は流動性が高く、安全な方法で
運用しています。

268,300百万円

お客さま
組合員の皆さま

組合員数
71,320人

けんしん

　けんしんは、協同組織である金融機関として高い公共性と社会的責任を有
しています。そのためにも、業務の健全性や適切な運営、そしてこれらを通じ
た揺るぎない信用と信頼の確立が不可欠であると考えています。
　この使命を果たすために、各種法令やルールの遵守はもちろんのこと、社
会的規範を全うすることを重要な課題として、けんしん役職員の一人ひとりが
これを十分に認識して、真に地域に信頼されるため、日々の業務に取り組んで
おります。
　けんしんは、仕事に誇りと責任を持ち、常に新たな目標に向かって躍進して
まいります。

　けんしんは大分県下全域を営業地区とし、地元の皆さまや中小企業者の方々が組
合員となって、お互いに助け合い、ともに発展していくという“相互扶助の理念”に基
づき運営されている協同組織金融機関です。
　地域の皆さまとより親密な会話を交わしながら、豊かで活力のある暮らしをとも
に考え、金融サービスの向上に努め、さらに幅広い活動を通じて地域社会の発展に
貢献することを常に考えています。

地域に信頼される金融機関として

街へ　暮らしへ
気持ち　いっぱい

ててててて

預金
・
積金

出資金

支援
・サービス

貸出金

役職員数
426人
店舗数
38店舗

個人のお客さま

312,854

法人のお客さま

87,519

地方公共団体

58,878

預金・積金

459,251459,251
（単位：百万円）

個人のお客さま

68,412

法人のお客さま

152,188

地方公共団体

31,153

総貸出金

251,755251,755
（単位：百万円）

Disclosure
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地域とともに、助け合い、そして発展へ
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地域に根付く、
　　　皆さまの金融機関をめざして！
「感謝・創意・挑戦・信用・喜び」それが私たちのテーマです。

お客さま、地域に継続して
支援してまいります。

　けんしんは、常に環境変化を先取りし、質の高いサービスの提

供を通して、地域とともに成長することを目指しています。地域

の問題を優先的に考え、より良くしていくため、大分県及び県内

全ての市町村や各種団体と包括連携協定を締結しており、令和

２年度は新たに、株式会社フージャースコーポレーション、別府

商工会議所、公益社団法人大分県栄養士会、公益社団法人大

分県薬剤師会、竹田商工会議所、竹田市観光ツーリズム協会、

株式会社日本政策金融公庫、吉本興業ホールディングス株式会

社と提携いたしました。

　今後も、地域金融及び中小・小規模事業者の専門金融機関

として、更に付加価値の高い金融ソリューションの提供を可能と

する態勢を拡充し、地域密着型金融を推進してまいります。

お客さまの抱える問題やご要望にお応えするために、
様 な々専門家と連携サポートし、バックアップします。

地域への
積極的な参画と
文化的・社会的な
地域貢献

中小企業に対する

ヒアリングに基づく

コンサルティング

地域やお客さまに

対する積極的な

情報発信

けんしん

パートナー

お客さま

テーマ
『感謝・創意・挑戦・信用・喜び』
●県下一円：38店舗
●けんしん中小企業支援センター
●けんしん大学

●税理士、弁護士などの専門家
●信用保証協会
●行政、産業支援機関

改善支援
資金供給

相談
要請

助言
ノウハウ等の
情報提供

専門家への
助言

派遣要請

■創業・新規事業展開支援
■成長段階における支援
■経営改善・事業再生・
　業種転換等の支援
■事業承継支援
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　中小企業金融円滑化法が平成25年3月末に期限を迎えま
したが、同法の期限到来後においても金融円滑化に向けた基
本方針は何ら変わるものではありません。
　地域や人との関係が希薄になりつつある中で、当組合は今こ
そ地域金融機関・協同組織金融機関として、中小企業の皆さま
や個人の方々との関係を深め、そして応援し、お力にならなけれ

ばならないということを重要な使命であると考えています。
　そのため、お客さまからの資金需要のお申込みや貸付条件
変更等のご相談はもちろん、お客さまとのコミュニケーション
を大事にし、ニーズに合ったサービスの提供や問題解決のため
の支援を引続き真摯かつ丁寧に対応してまいります。

　当組合は、中小企業経営力強化支援法に基づく経営革新等支援認定機関として、各種補助金を活用し、中小企業や創業を目指
す方への支援を積極的に行っています。

経営環境の変化に応じた
お客さまへの支援強化

具体的な
活　　動

創業支援（本店営業部）

補助金を活用した支援

　江戸時代から続く事業活動を通じて得た老舗としてのブランドイメージに加え、
「肥料・農薬と言えばこの商品」というような、集客の柱を確立して相乗的な企業価
値を高めるという課題に対し、オリジナル・ブランド（ＰＢ品）を主力とする新たな
事業展開に際し、大分県の経営革新制度を活用して事業の「見える化」を支援。大
分県知事の承認に至った支援事例です。当該商品は生産者の費用負担や労働負担
の軽減を図ることを大きな強みとしており、効果的なプロモーションを行うことによ
る生産性アップが期待されています。

経営革新支援（杵築支店）
「オリジナル・ブランド肥料を活用した生産性向上への取り組み」

　ご主人の退職を機に、第二の人生をスタートさせるにあたって、互い
の「やりたい」ことをコンセプトに「花細工」のオーダー製作や講師の事
業と「蕎麦屋」の事業をベースとする創業について、大分市の“創業者
応援事業補助金”の制度を活用、事業計画の策定支援を行い採択され
た支援事例です。コロナ禍の中、負けずに創業にチャレンジしている事
例でもあります。寿町周辺にお越しの際は是非お立ち寄りください。

「花細工と蕎麦屋の融合をコンセプトとした創業への取り組み」

知的財産経営支援（緒方支店）
「農産物特産品の商標登録と衛生管理HACCP 支援の取り組み」

　農産物直売所にて、地元特産品の「桃」を生産・販売し好評をいただいておりま
した。
　今回、その商品名「クリーンピーチ®」を更にブランド化するために商標登録を
当センターが提案し、支援を行い、商標登録ができました。
　また、同直売所の提供商品は、令和3年6月施行の改正食品衛生法完全施行に
係る「HACCPの考え方を取り入れた衛生管理」を求められたことから、当センター
が提案し、①農産物直売所、②飲食店、③パン類製造販売、④ソフトクリーム製造
販売の手引書の作成並びに支援を行いました。両支援により、一層の経営向上が
図れました。

＃２　いんない
おおいたび

＃１　きよかわ
おおいたび



＃４　のつはる
おおいたび

＃３　耶馬トピア
おおいたび

　今日の多様化・複雑化した経済・社会環境変化に対して、中小企業の皆さまは多くの問題をかかえており、自社だけでは解決
できない事柄や私たちを取り巻く様々な問題や出来事について、共に考え、学んでいく取組みを行っています。

けんしん大学における取組み事例～お客さまと共に考え、学ぶ取組み～

　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入や保証債務整理の相談を
受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経
営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて十分に検討するなど、適切な対応に努めてい
ます。また、どのような改善を図れば経営者保証の解除の可能性が高まるかなどを具体的に説明し、経営改善支援を行っていま
す。

「経営者保証に関するガイドライン」への対応

　コロナ禍においてのマーケティング手法は多種多様に変化していま
す。
　そこで、マーケティングをテーマに、日本文理大学副学長（現学長）の
橋本堅次郎氏を講師にお招きして、地方の小規模商圏におけるマーケ
ティングリサーチの失敗例から、地域毎の特性をどのようにつかみ、顧
客に来店していただける店づくりをするかを学びました。

地域のマーケティング事例事　例

　高度経済成長期のバブル崩壊や流行病などの社会問題から経営難に
陥り倒産する企業も少なくない中で、日本には創業100年以上の老舗
企業が多く存在しています。それらの企業にはいくつか共通点があり
ますが、それこそが100年という年月を乗り越え、事業を拡大し続けて
きたノウハウと言えます。
　マネジメントをテーマに、有限会社德丸米穀店代表取締役の德丸勝
也氏を講師にお招きして、業歴108年となる老舗の米卸販売の経営の
かじ取りを永年行ってきた中で、社会構造の変化、景気の浮沈等を経験
し、今だから話せる「道徳を重んじて人を引き寄せる力を養うこと等」ご
自身が実践してきた「経営の心がまえ」をお伝えいただきました。

企業と人間力事　例

令和元年度 令和２年度
178件
4.60%
0件

0件

1,735件
30.13%
0件

0件

新規に無保証で融資した件数
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合
保証契約を解除した件数
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数
（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る）

【「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況】

Disclosure 202112
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けんしんでは、お客さまに安心してサービスをご利用いただけるように、
さまざまな安全対策を行なっております。

安心と安全への取り組みについて

　盗難通帳などによる不正な払戻しの被害を防止するため、ご預金
の払戻しの際、ご来店された方の本人確認に加え、預金者ご本人以
外の方が来店された場合には「預金者ご本人が払戻しの事実をご存
知かどうか」について、預金者ご本人さまに電話等により確認をさせ
ていただく場合がございます。
　お客さまには、大変ご不便をおかけする場合もあるかと存じます
が、お客さまの大切なご預金をお守りするための対応でございます
ので、何卒、ご理解とご協力をお願い申し上げます。

　けんしんでは、すべての預金規定および貸金庫・保護預り規定に
「暴力団排除条項」を導入しております。
　新規取引申込み時に、反社会的勢力ではないことの表明・確約を
お願いし、本表明・確約をいただけない場合は、取引きをお断りさ
せていただきます。
　けんしんは、反社会的勢力との関係遮断に向けた取り組みを積極
的に行なってまいりますので、お客さまには、この取り組みの趣旨を
ご理解いただき、ご協力くださいますようお願い申し上げます。

　視覚障がいのある方にも安心してご利用いただけるよう、書類へ
の記入が困難で、かつお客さまの本人確認および意思確認を十分に
行なうことができる方に限り、ご親族などの同行者の方からの代筆
をお受けします。また、申込書等の書類の代読についても、随時ご
対応させていただきます。
　けんしんでは、視覚等に障がいをお持ちのお客さまがスムーズに
かつ安心してご利用していただけるよう、窓口でのサービス向上に
努めております。

　万一、キャッシュカードの紛失や盗難、偽造などの被害にあった場
合は、そのカードが使われないようにお手続きしますので、下記まで
ご連絡ください。

※第2・4土曜日23:45から翌日7:00までは受付けできませんのでご注意ください。

受付先電話番号

平日

曜日 受付時間帯 受付先
0120-616-118

0120-616-118

0:00～ 8:40

8:40～18:00

18:00～24:00

自動機集中監視センター

けんしん各店舗 店舗電話番号
（P23~を参照ください）

自動機集中監視センター
終日24時間土日・祝

預金規定等の暴力団排除条項の導入について

　ATM 画面上から、お客さまご自身のキャッシュカードの暗証番号
を簡単に変更することができます。
　近年、キャッシュカードの盗難・偽造等によりATMを利用した預
金等の不正払戻し被害が急増していることから、キャッシュカードの
暗証番号をご本人またはご家族の「生年月日」や「電話番号」、「車の
ナンバー」など他人に推測されやすい番号にされている場合は、早急
に暗証番号を変更されるようお願いいたします。また、定期的な暗
証番号の変更をお勧めいたします。

ATM による暗証番号変更

カードの紛失・盗難・偽造等の被害連絡先

ご預金払戻し時の
本人確認についてのお願い

視覚等に障がいをお持ちの
お客さまへの窓口対応について

大切なお知らせです

※所定の「受取証」以外の名刺やメモ等をお渡しすることは
ありません。
※手続きが終了するまで「受取証」は大切に保管して下さい。
手続きが完了しましたら、発行した「受取証」は職員より回
収させていただきます。
※ご不明な点がありましたら、各営業店もしくは営業統括部
までご連絡ください。午前9時～午後5時　 　　0120-393-528

けんしんが発行する「受取証」について
　店舗外でお客さまから、現金・通帳・証書・払戻し請
求書等をお預かりする際は、職員が所定の「受取証」を必
ず発行しますのでお受け取りください。

　インターネットバンキングサービスにおいて、個人向けサービスで
はリスクベース認証およびワンタイムパスワード機能、法人向けサー
ビスでは電子証明書機能およびワンタイムパスワード機能、また、個
人向け法人向け共通で「PhishWall（フィッシュウォール）プレミアム」
（不正送金、フィッシング対策ソフト）等をご提供しております。
　ご利用方法につきましては、当組合のホームページをご覧くださ
い。

インターネットバンキングサービスの
セキュリティ強化について

安心と安全。
　　そしてますます便利なけんしんへ

Disclosure
2 0 2 1

平日受付
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＃６　くにみ
おおいたび

＃５　童話の里くす
おおいたび
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　組合員（出資ご加入者）の皆さまには、けんしんの県下一円にあるネットワークを充分にご活用いただくために、様々な優遇サービ
スを提供しております。

組合員の皆さまとのネットワーク

　けんしんでは、パソコンや携帯電話を使ってご利用いただけ
る「ITバンキングサービス」を24時間ご利用いただけます。
　当日振込については、平日夜間や土日祝日においても所定の
時間内でご利用いただけます。
　また、個人向けインターネットバンキングをご利用の個人の

お客様を対象として、通帳管理とクレジットカード管理が可能
となるスマートフォンアプリ「しんくみアプリ ｗith CRECO」
がご利用いただけます。
　詳しくは、当組合ホームページをご覧ください。

けんしんがますます便利に！

ITバンキングサービスが、24時間ご利用いただけます

　けんしんのキャッシュカードなら、全国のセブン銀行ATM 
で24時間・365日ご利用いただけます。所定の時間帯はご
利用手数料が無料です。

　ますます便利な、けんしんの店舗・ATM ネットワークと合わ
せてご利用ください。

セブン銀行ATM で24時間ご利用いただけます

●為替手数料の優遇
けんしんのキャッシュカードを使用した当組
合ATM からの振込みは、一般のお客さまよ
り最高200円（消費税込220円）お安く振
込みができます。また、インターネット・バ
ンキングサービスでの振込みは、一般のお客
さまより最高100円（消費税込110円）お安
く振込みができます。
※現金での振込みは優遇されません。

●両替手数料の優遇
両替手数料は、一般のお客さまより安くご利
用できます。

●提携先での各種割引
組合員の皆さまに「組合員証」を発行しており
ます。提携しているホテル・旅館・飲食店等
において、この「組合員証」を提示していただ
くことにより、各種割引をはじめとしたサービ
スを受けることができます。

●金利上乗せ
　定期預金の販売
けんしんでは新たに加入された個人の組合員
の方に限定した定期預金がございます。金利
は、スーパー定期の店頭表示金利に年0.10%
上乗せした特典となっております。出資ご加
入と同時のお預入れも可能です。

24時間
使えるって
便利だね！！ 住宅資金

教育資金

３大資金

セカンド
ライフ
資金

ご来店のお手間が
省けます。
ご自宅や外出先から、
ほぼ 24時間※

ご利用いただけます。
※サービス区分により取扱時間が変わります。
また、システムメンテナンス等でご利用いただけない時間帯がございます。

手数料がお安く
なります。
窓口やATMでの
お取扱いに比べて、
振込手数料が
お得になります。

Lucky 操作は簡単 ！
ご自宅や外出先で、
パソコンや携帯電話を
操作するだけでOK!
セキュリティも
安全で安心です。

0:00 8:45 9:00 14:00 18:00 24:00

残高照会

お引出し
お預入れ

平日

日曜・祝日

無　料無　料

無　料無　料

110円 110円

無　料無　料 110円110円

110円

無　料無　料
無　料無　料

※上記手数料には消費税相当額が含まれます。

+

手数料
平日･土曜日は＊

＊一部時間帯を除く

ほぼ

使えます。

24
時間

365
日

円０
土曜日

平日

日曜・祝日

土曜日

Disclosure 202114
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ライフプラン・シミュレーション

　ご退職される皆さまへ、これか
らの生活に「彩～いろどり」を。　
　特別優遇金利でお預かりする定
期預金です。

セカンド
ライフ 退職者専用定期預金

「彩～いろどり」
　特別優遇金利でお預かりする定
期預金です。
　公的年金を受給される方で、当組
合に年金振込口座をお持ちの方な
らどなたでもご利用いただけます。

セカンド
ライフ スーパー定期

「やすらぎ、やすらぎ100」

　ご返済中のローンやクレジット
もひとまとめに。使いみちはご自
由のフリーローンです。

フリー
ニューワイド・フリーローン

ライフプランとは、ご自身やご家族の人生設計です。お子さまの教育、マイホーム、
セカンドライフの夢など、それぞれのライフプランに応じた商品をご案内いたします。

　マイカーの購入、修理、車検、免
許取得費用にご利用いただけます。

マイカー
スペシャルカーローン

　住宅ローンは初めての方がほと
んどです。お客さまの夢実現のた
めに、けんしんがお手伝いします。
お気軽にご相談ください。

住宅 住まいる市場（マーケット）Ⅱ
“夢”家物語Ⅱ

　学校に入学または在学する子弟
の教育資金等にご利用いただけま
す。けんしんは、頑張る子どもたち
をサポートします。

教育
スペシャル教育ローン

住宅ローンの返済期間

子どもの教育にかかる期間

（30～35 年）

住宅ローン
頭金

住宅資金住宅資金

就職・貯蓄の開始

収入

支出

大学入学

教育資金教育資金

３大資金３大資金
退職金

住宅ローン終了 年金収入

セカンド
ライフ
資金

セカンド
ライフ
資金

20代・30代 40代 50代 60代

無　料

無　料

無　料

無　料
無　料
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預 金

個人向け融資

取扱商品のご案内

種 類 お預入れ期間 お預け入れ金額 特 色

総合口座（普通・定期） 自 由 1 円 以 上 受け取る、支払う、貯める、借りるが一冊の通帳で OK。

期日指定定期 預 金 3 年 以 内
（1年据置）

1,000円以上
300万円未満 利息が利息を生む1年複利でお得な預金です。長期の運用に有利です。

定 期 積 金 1 年 ～ 5 年 目 標 別 の
所 定 金 額

毎月コツコツお積み立ていただき、目標月に大きな資金をお受取りにな
れる預金です。

財
形
預
金

一 般 財 形 預 金 3 年 以 上 1,000円以上 貯蓄目的は自由。お給料やボーナスからの天引きで知らず知らずのうち
に大きくなります。

財 形 年 金 預 金 5 年 以 上 1,000円以上 勤労者の老後を支える個人年金。財形住宅預金と合算して最高550万円
まで非課税となります。

財 形 住 宅 預 金 5 年 以 上 1,000円以上 住宅取得資金専用の財形預金。住宅取得であれば5年以内でも支払いが
でき、かつ非課税となります。

当 座 預 金 自 由 1 円 以 上 商取引代金のお支払に便利で安全な小切手・手形のための預金です。

普 通 預 金 自 由 1 円 以 上 ご自由に出し入れができ、家計簿がわりに使える預金です。

貯 蓄 預 金 自 由 1 円 以 上 普通預金より有利なお利息の個人専用預金です。普通預金のような自動
受取や自動支払にはご利用できません。

通 知 預 金 7 日 以 上 5 万 円 以 上 まとまった資金の短期運用に大変便利です。お引出しは2日前までにご連
絡が必要です。

納 税 準 備 預 金 入金は自由
引出しは納税時 1 円 以 上 納税のための預金です。税金が楽に納められお利息も普通預金より高く、

そのうえ無税ですからお得です。

大 口 定 期 預 金 1ヵ月～ 5年 1,000万円以上 1,000万円以上のまとまった資金の運用に最適な預金です。

スーパー定期預 金 1ヵ月～ 5年 1,000 円 以 上
1,000万円未満

金融市場の金利情勢に応じて金利が決定されます。お預け入れの時の利
率は満期日まで変わりません。

変動金利定期預金 1 年 ～ 3 年 1,000円以上 6ヵ月ごとに適用利率が見直しされます。金利上昇時に有利な商品です。

積 立 定 期 預 金 6ヵ月～ 5年 1,000円以上 あらかじめ満期日を定めて一定の期間中に継続して積立て、満期日に一
括して受け取れる有利な貯蓄性の預金です。

種 類 資 金 使 途 融資金額・期間 担保・保証人など

住 宅 ロ ー ン 住宅の新築・増改築、宅地購入、建売・中古マンション購入、
住宅ローン借換

最 高 1 億 円
50 年 以 内 担 保・保 証 人

マ イ カ ー ロ ー ン マイカー・単車・自転車の購入、修理、車検費用、免許取得費
用、車庫等

最高1,000万円
10 年 以 内

原 則 不 要
（但し、保証会社の保
証が受けられる方）

教 育 ロ ー ン 高校、大学等の入学金・授業料・その他関連する費用 最 高 500 万 円
16 年 以 内

カ ー ド ロ ー ン ご自由（事業性資金を除く） 最 高 500 万 円
3 年ごと更 新

消 費 者 ロ ー ン ご自由（事業性資金を除く） 最高1,000万円
15 年 以 内

資 産 活 用 ロ ー ン ご自由（事業性資金を除く） 最高2,000万円
2 年ごと更 新 担 保・保 証 人

ア パ ー ト ロ ー ン 賃貸専用の共同住宅（アパート、マンション等で4戸以上）の新
築・購入（中古を含む）・増改築及び借換資金

最 高 3 億 円
30 年 以 内 担 保・保 証 人
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＃８　かまえ
おおいたび

＃７　ゆふいん
おおいたび

事業者向け融資
種 類 内 容

エ ー ス カ ー ド
（事業者用カードローン）

資金使途は事業性に限ります。融資金額は最高1,000万円、期間は2年間。
500万円超は有担保。大分県信用保証協会の保証が受けられる方、原則保証人1名以上。

ク イ ッ ク ロ ー ン
一定の極度内（最高2億円）であれば簡単な手続きで必要な時にいつでも何回でも借入できる当座貸越型専
用ローンです。返済方法は「随時返済型」です。
大分県信用保証協会根保証付、不動産担保等

一 般 の ご 融 資 ○手形割引……一般商業手形割引。 ○証書貸付……設備資金など長期の資金に。
○手形貸付……運転資金など短期の資金に。○当座貸越……一定極度まで自由にご利用できます。

地 方 公 共 団 体 制 度 融 資 県および市町村による中小企業の皆さま向けの各種制度融資をお取り扱いしております。

代 理 貸 付 業 務
政府系金融機関などの取扱窓口として各種代理業務を取り扱っております。
日本政策金融公庫、商工組合中央金庫、全国信用協同組合連合会、中小企業基盤整備機構、住宅金融支援機
構、農林漁業信用基金など。

やさしさライフビジネス支援資金 女性や高齢者などの創業・新事業、福祉・環境など社会性のある事業を支援するための資金です。

け ん し ん 中 央 会 融 資 中小企業組合等の活性化を図り、県内中小企業者の発展に資するための資金です。

ビジネスチャンスローン
（ 個 人 事 業 者 専 用 ）

個人事業者専用。資金使途は事業性（設備・運転・借換）に限ります。
融資金額は最高500万円、期間は10年間。担保・保証人・見積書不要。

新規組合員限定
「得ダネ定期Neo」 住宅ローンプラスワン ビジネスチャンスローン フリーローン スーパーアシスト

やさしさライフビジネス
支援資金（YLB融資）

けんしん
サステナブルカードローンけんしんプレミアムカードローン 商人繁盛
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＃９　くにさき
おおいたび

休休眠眠預預金金のの取取扱扱いい

平成30年1月から休眠預金等活用法が施行されています。10年以上お取引がない預金は休眠預金として民間公益
活動に活用されることとなり、令和元年度から法に基づく移管の手続きをおこなっています。
ホームページにも「休眠預金等活用法に基づく預金保険機構への休眠預金等の移管に関する公告」を掲載しており

ますので、詳しくは窓口までお問い合わせください。

各種サービス・その他業務の主なもの
種 類 サービスの内容

自 動 受 取 サ ー ビ ス お給料やボーナスのほか、厚生年金や国民年金などが、ご指定の預金口座に自動的に振り込まれます。

自 動 支 払 サ ー ビ ス 電気・ガス・水道・電話・NHK・税金・各種の保険・クレジット代金などを、預金口座から自動的にお支払いいたします。

自 動 送 金 サ ー ビ ス 毎月の振込額と振込日を指定いただき、以後は自動的に毎月お振込いたします。

キ ャ ッ シ ュ サ ー ビ ス
けんしんのキャッシュカードで、MICS 加盟金融機関およびセブン銀行、イオン銀行、ゆうちょ銀行のATMで預
金のお引出しと残高照会がご利用いただけます。また、セブン銀行、ゆうちょ銀行および入金ネット提携金融機
関のATMでカードによる現金のお預入れがご利用いただけます。

デビットカード サ ービ ス けんしんのキャッシュカードでお買物ができます。（ジェイデビットのマークのある加盟店のみ）

ク レ ジ ット サ ー ビ ス クレジットカード（VISA・JCB・OCなど）のお取り扱いをいたします。

為 替 サ ー ビ ス 振込・送金・手形の取立など迅速・正確・安全に行います。外国為替の取次や米ドルの売買もいたします。

個人向けインターネット・
バ ン キ ン グ サ ー ビ ス

お手持ちのパソコンやスマートフォンからインターネットを通じて、振込・振替、残高照会、入出金明細照会、税
金・各種料金払込、定期預金預入・照会がおこなえます。

法人向けインターネット・
バ ン キ ン グ サ ー ビ ス

オフィスのパソコンからインターネットを通じて、振込・振替、各種照会、税金・各種料金払込がおこなえるほ
か、総合振込・給与（賞与）振込により多量の振込を一括しておこなえます。

モバイル・バンキングサービス 各種携帯電話から振込・振替、残高照会、入出金明細照会、税金・各種料金払込がおこなえます。

で ん さ い サ ー ビ ス でんさいにかかる各種記録請求をお取引いただけます。

貸 金 庫 有価証券、預金証書、権利証、貴金属など大切な財産や貴重品を安全にお預かりいたします。
なお、貸金庫設置店舗は本店営業部、明野支店、光吉支店、高田支店です。

夜 間 金 庫 お店の売上金の盗難防止・紛失防止に役立ち安心です。

保 険 窓 口 販 売 長期火災保険、個人年金保険の窓口販売をおこなっています。

投 資 信 託 窓 口 販 売 お客さまの幅広い資金運用ニーズにお応えするため、投資信託の窓口販売をおこなっています。

国 債 窓 口 販 売 お客さまの幅広い資金運用ニーズにお応えするため、国債の窓口販売をおこなっています。

移 管 対 象
と な る 預 金 等

平成22年10月1日から平成23年9月30日が最終移動日
等となる預金等

預 金 保 険 機 構
へ の 納 期 限

令和4年3月25日（休眠預金等活用法に基づく預金保険
機構への納付期限であり、実際の納付日とは異なりま
す。）

休 眠 預 金 等
代 替 金 の
支 払 い 請 求

預金保険機構への納付日において、当該預金等の預金
債権が消滅いたします。ただし、消滅した預金債権に係る
預金者であった者は、大分県信用組合を通じて預金保険
機構に対し、当該預金等に係る元本及び利子に相当する
額の金銭（休眠預金等代替金）の支払いを請求すること
ができます。

おおいたびでは、今後も
県内各地の情報を発信します
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組織図

役 員

会計監査人
監査法人 アイ・ピー・オー（令和3年7月末現在）

組織・役職員の状況

職 員

役 名 氏 名 役 名 氏 名
理 事 長 𠮷野 一彦（常 勤） 理 事 橋本 均（非常勤）

専務理事 福嶋 清文（常 勤） 理 事 工藤 厚憲（非常勤）

常務理事 吉良 晶吉（常 勤） 理 事 姫野 秀雄（非常勤）

常務理事 足立 和美（常 勤） 常勤監事 竹中 康博（常 勤）

常務理事 穴見 浩志（常 勤） 監 事 林 三正（非常勤）

常勤理事 松村 直樹（常 勤） 監 事 原口 祥彦（非常勤）

常勤理事 藤原 正（常 勤）

令和3年6月30日現在

（令和3年6月25日現在）

（注）監事のうち林三正氏は、協同組合による金融事業に関する法律第5条の3に規定する員外監事
であります。

当組合は、職員出身者以外の理事2名の経営参画により、ガバナンスの向上や組合員の意見の
多面的な反映に努めております。
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Kenshin

どのような組織で運営されているのですか？

▲ 総代会を中心とし、運営されています。

1

2

当組合の
経営総代会

総代

県内37地区
定数150名
現数146名

組合員

1人1票の
議決権

意見
集約

選挙

総代会は、当組合の取扱業務、理事・監事の選任などの重
要事項を決議する最高意思決定機関です。

総代や組合員とのコミュニケーションを大切にしながら、
組合員の皆さまのご意見を経営に反映させております。

反映

討議

3
選出
手続

任期
定数

4

総代会制度について
信用組合は、組合員同士の「相互扶助」の精神を基本理念に、組合員一人ひとりの意見を最大の価値とする協同組織金融機関であり、
組合員は出資口数に関係なく、1人1票の議決権を持ち、総会を通じて信用組合の経営に参加することとなります。
しかし、組合員が大変多いため、全員での総会の開催は事実上不可能です。そこで、当組合では、組合員の総意を適正に反映し、充実
した審議を確保するため、関係法令および定款の規定に基づき、総会に代えて総代会制度を採用しております。
この総代会は、定款変更、剰余金処分の承認、理事・監事の選任等の重要事項を決議する最高意思決定機関です。したがって、総代会
は、総会と同様に、組合員一人ひとりの意見が当組合の経営に反映されるよう、組合員の中から定款の規定に従い適正な手続を経て選
任された総代により運営されております。
また、総代会に限定することなく、日常の営業活動を通じて、総代や組合員とのコミュニケーションを大切にしながら、組合員の皆さま
のご意見を経営に反映させております。

総代会仕組図

総代の選出方法

●選挙区ごとに無記名・自署・1人1票（連記式）による組合員の選挙に基づき選出されます。

●任期は3年です。
●定数は120人以上150人以内で、組合員数等に応じて選挙区ごとに定められております。

総代会の議決事項
令和3年6月25日（金）に第68期通常総代会を開催し、下記のとおり報告事項の報告を行うとともに、議決事項については原案通り承
認可決されました。

報告事項
①監事の監査報告
②第68期（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）
貸借対照表および損益計算書報告並びに事業報告

議決事項
第1号議案
第68期剰余金処分案承認の件

第2号議案
第69期（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
事業計画並びに収支予算案承認の件

第3号議案
組合員除名の件

第4号議案
定款一部変更の件

第5号議案
役員報酬限度額決定の件
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２１

5
選挙区 総代

定数 総代数 総 代 氏 名

第１区 本店営業部 15 14
有吉正幸④ 岩坂正法⑦ 宇都宮洋一④ 河野 浩⑫ 後藤則義② 首藤教元④ 竹本正人⑦ 德丸勝也②
長井輝南⑤ 平尾隆一⑤ 帆玉 博④ 堀田庫士⑩ 渡辺政久④ ＊＊＊＊

第２区 大 分 駅 前 3 3 青松孝佳④ 織部政信② 松尾 悟⑤
第３区 南 大 分 7 7 麻生浩一⑥ 安東敏眞③ 乙津茂隆⑦ 河野敬三④ 後藤 海④ 佐藤順子② 橋本 晃⑨
第４区 明 野 2 2 藤井昭二⑦ 森迫俊六④
第５区 鶴 崎 4 4 小野秀幸③ 太田清利① 加賀政美① 福本祐二①
第６区 別 府 4 4 麻生雅憲⑦ 木村キヌヱ③ 西 謙二⑥ 平野英壽④
第７区 上 人 2 2 二宮滋夫① 山下謙一郎①

第８区 中 津 10 10
安藤元博④ 清源善二郎⑥ 相良直子② 高野哲義⑤ 武本清志④ 田中 隆⑭ 長野信一郎⑦ 原田勝彦③
細川 唯② 吉冨麻里子②

第９区 耶 馬 渓 3 3 宇土修身② 岡山睦生⑨ 福原好康④
第１０区 福 沢 通 2 2 泉 幸一④ 小園正純⑦
第１１区 高 田 7 7 小門義資⑥ 金谷吉弘③ 桑原重信⑥ 瀧上 茂③ 永岡惠一郎⑪ 山中彦之⑨ 髙倉健一①
第１２区 長 洲 2 2 竹下由貢⑪ 山田幸雄⑨
第１３区 宇 佐 2 2 岡本正史⑧ 熊埜御堂宏實③
第１４区 香 々 地 2 1 山本博文④
第１５区 日 田 5 5 大下勝利④ 川浪龍哉④ 佐竹 享⑦ 田中正史③ 十時康裕①
第１６区 玖 珠 5 3 井原武廣④ 後藤征支郎⑬ 原 孝彰⑤
第１７区 湯 布 院 3 3 江藤幸雄⑥ 大谷 章③ 田井修二⑨
第１８区 三 重 5 5 穴南𠀋司② 伊藤逸男③ 江藤 賢⑤ 川崎元助⑲ 玉田隆一⑤
第１９区 大 野 4 4 衛藤立身⑦ 大野晃達⑨ 友岡誠一① 茂里 剛①
第２０区 緒 方 5 5 足立正人⑥ 江藤龍治⑨ 高山邦弘⑧ 橋本祐輔① 三浦俊荘①
第２１区 野 津 3 3 衞藤幸文② 中島 究⑥ 羽田野美和子③
第２２区 竹 田 6 6 阿南公久④ 板井良助④ 甲斐正章③ 佐藤春三⑪ 土居昌弘③ 森 良貴⑨
第２３区 久 住 2 2 荒牧 光⑫ 衛藤昭二③
第２４区 佐 伯 3 3 久保田耕一④ 戸髙信義① 西嶋泰義①
第２５区 金 池 3 3 尾野文俊⑥ 森竹治一② 藤田敬治①
第２６区 豊 府 3 3 ㈲うちばやし④ 平岩禎一郎⑥ 光長 浩④
第２７区 津 留 4 4 佐藤敬輔⑧ 竹内昌一⑦ 冨沢泰公② 中山博史④
第２８区 賀 来 3 3 後藤尚武⑤ 多嶋田茂夫⑧ 利光直人①
第２９区 光 吉 4 4 朝久野 浩⑨ 佐藤圭介② 中根忠之⑨ 油布和人④
第３０区 下 郡 4 4 大角秀一⑥ 野田洋一⑪ 幸 新市⑪ 松本悠輝①
第３１区 東 大 分 3 3 幸松信男⑥ 佐藤宜之⑤ 穴見くるみ①
第３２区 日 出 3 3 佐藤二郎⑥ 吉弘秀二⑤ 柿本光之①
第３３区 県 庁 内 3 3 榎 徹⑥ 森竹嗣夫⑥ 渡邉節男⑥
第３４区 杵 築 5 5 加来 隆⑥ 河野秀明④ 工藤峯生⑤ 福永國夫⑥ 藤原 定⑥
第３５区 国 東 4 4 安部 徹③ 平田勇一② 松尾泰二④ 伊牟田洋史①
第３６区 山 香 2 2 齊藤誠治⑥ 中野健一①
第３７区 安 岐 3 3 川田正美④ 清原昌已④ 中園義和⑥

合 計
総代定数 １５０ 名
総 代 数 １４６ 名

〔総代の属性別構成比〕
職業別：個人１３．０１％，個人事業主８．２２％，法人役員７８．０８％，法人０．６８％
年代別：３０代以下０．６８％，４０代１．３７％，５０代６．８５％，６０代１８．４９％，７０代４７．２６％，８０代以上２５．３４％
業種別：製造業９．５９％，農業、林業４．１１％，建設業１６．４４％，運輸業、郵便業３．４２％，卸売業、小売業２１．９２％，

金融業、保険業０．６８％，不動産業６．８５％，物品賃貸業０．６８％，
学術研究、専門・技術サービス業１．３７％，宿泊業１．３７％，飲食業２．７４％，
生活関連サービス業、娯楽業４．１１％，教育、学習支援業４．１１％，
医療、福祉４．７９％，その他のサービス４．７９％，個人１３．０１％

（注1）就任回数は氏名末尾の○付き数字で記載しております。
（注2）氏名開示の同意を得られていない総代に関しては、「＊＊＊＊」と表示しています。

総代の選挙区・定数・総代数・総代氏名・属性別構成比
令和3年6月25日現在、順不同、敬称略
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　 本店営業部　　　 大 分 駅 前　　　 南　大　分　　　 明　　　野
　 鶴　　　崎　　　 金　　　池　　　 豊　　　府　　　 津　　　留
　 賀　　　来　　　 光　　　吉　　　 下　　　郡　　　 東　大　分
　 県　庁　内　　　 大　　　在
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6

大分市内

けんしんでは、
大分県下ほぼ全域に38ヵ店の店舗網と
各地32ヵ所に店舗外ATMを設置し、
“けんしんネットワーク”

を構築しているよ。

至大分港

至大分駅

至
別
府

至
大
在

本店

GS

大 分 地 裁
大分中央警察署

住吉川

新川交差点

県
道
大
分
港
線

〒８７０-００４７ 大分市中島西２丁目４番１号
TEL.097-534-8201

本店営業部2 本店営業部2

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

ATMで
ご利用いただける
サービス

ATM稼働時間

MAP

住所／電話番号

支店名
店舗番号【凡例】

けんしんネットワークの店舗紹介

地
区 ＡＴＭ名

ご利用いただけるサービス 平 日 土・日・祝

大

分

大分市役所 出金 照会 振込 入金 記帳 ８：４５～１８：００ －
西春日コーポ 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～２０：００ ９：００～１７：００
トキハ会館 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～２０：００ ９：００～１９：００
パークプレイス大分 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～２０：００ ９：００～１９：００
トキハわさだ店 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～２０：００ ９：００～１９：００
オアシス明野 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～２０：００ ９：００～１７：００
イオン高城店 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～２０：００ ９：００～１９：００
大分県庁 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～１７：００ －
アムス大在 出金 照会 振込 入金 共同 ９：００～１８：００ ９：００～１７：００
JR大分駅 出金 照会 振込 入金 共同 ８：００～２１：００ ９：００～１９：００
大分市野津原支所 出金 照会 振込 共同 ９：００～１８：００ ９：００～１７：００
大分県立病院 出金 照会 振込 共同 ９：００～１８：００ ９：００～１７：００

別
府
・
由
布

ゆめタウン別府 出金 照会 振込 入金 共同 ９：００～２０：００ ９：００～２０：００
別府市役所 出金 照会 振込 入金 共同 ８：３０～１７：３０ －
イオン挾間店 出金 照会 振込 入金 共同 ９：００～２０：００ ９：００～１９：００

地
区 ＡＴＭ名

ご利用いただけるサービス 平 日 土・日・祝

県

北

耶馬渓支店コアやまくに 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～１８：００ ９：００～１７：００
イオンモール三光 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～２０：００ ９：００～１９：００
ゆめタウン中津店 出金 照会 振込 入金 共同 ９：００～２０：００ ９：００～２０：００
中津市役所 出金 照会 振込 入金 共同 ９：００～１８：００ －
宇佐市役所 出金 照会 振込 共同 ９：００～１８：００ －
豊後高田市役所 出金 照会 振込 共同 ９：００～１８：００ ９：００～１７：００

県

南

トキハインダストリー三重店 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～１８：００ －
竹田支店長湯 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～１９：００ ９：００～１７：００
竹田支店荻 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～１９：００ ９：００～１７：００
フレイン竹田店 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～２１：００ ９：００～１９：００
竹田市役所 出金 照会 振込 共同 ９：００～１７：００ －
トキハインダストリー佐伯店 出金 照会 振込 入金 共同 ９：００～１８：００ ９：００～１７：００
佐伯市役所 出金 照会 振込 共同 ９：００～１８：００ －

国
東
・
杵
築

国東市民病院 出金 照会 振込 共同 ９：００～１７：００ －
安岐支店むさし 出金 照会 振込 入金 記帳 ９：００～１８：００ －
杵築市役所 出金 照会 振込 共同 ９：００～１７：００ －
サンリブ杵築店 出金 照会 振込 入金 共同 ９：００～１８：００ ９：００～１７：００

店舗外ATM一覧 （令和３年７月３１日現在）

共同…他金融機関との共同で利用するATM
（注）共同利用ATMでは、通帳・法人カードによるお取引はできません。
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至大分港

至大分駅

至
別
府

至
大
在

ローンプラザ・
中小企業支援センター

本店

大 分 地 裁
大分中央警察署

住吉川

新川交差点

県
道
大
分
港
線

〒８７０-００４７ 大分市中島西２丁目４番１号
TEL.097-534-8201

本店営業部本店営業部2

PP

大分駅前支店
光西寺

P

駅
前
商
店
街

セブンｰイレブン

大  分  駅寂静寺

JR大分駅ATM

〒８７０-００２７ 大分市末広町１丁目５番８号
TEL.097-536-2422

大分駅前支店3

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

明磧橋

トヨタカローラ大分
ローソン大分明磧店

大分共立病院

南大分支店

大分市
消防署

２１０

〒８７０-０８60 大分市明磧町1丁目2番4号
TEL.097-543-8571

南大分支店4

至野津原

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

チュリス明野
マンション

至臨海道路

県
道
松
岡
日
岡
線

明野支店

ホンダカーズ

〒８７０-０１65 大分市明野北５丁目４番１０号
TEL.097-558-6906

明野支店6

かわうちばし

610

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

大分市東消防署

至佐賀関
くどう写真館

得丸金物店至大分
市街地

大分市鶴崎支所

１９７

〒８７０-０１０１ 大分市中鶴崎２丁目３番１０号
TEL.097-521-3740

鶴崎支店7

鶴崎支店

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

亀の井
ホテル

別府駅

別府支店

至大分

流
川
通
り

ゆめタウン別府ATM

日豊本線

〒８７４-０９３０ 別府市光町１２番２７号
TEL.0977-22-0201

別府支店8

１０

セブンｰイレブン

ロ
ー
ソ
ン

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

大分方面

中津方面

ネッツトヨタ
東九州

日豊本線
至別府

至亀川

上人支店
至鉄輪

別府国際
交流会館

別府大学駅

〒８７４-００３２ 別府市上人本町１番１０号
TEL.0977-67-1295

上人支店9

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

大分県中津
総合庁舎

梶原病院

大分合同新聞
中津支店中

津
支
店

GS

中　津
警察署

大分日産
中津店

至
大
分

至
北
九
州 １０

〒８７１-００２４ 中津市中央町１丁目４番３号
TEL.0979-22-2233

中津支店10

かつやマクドナルド

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

OHC大分総合
健診センター

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

※番号部分の色は左記地図の色と連動しております。
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サイクリングロード

〒

中津市
耶馬渓支所

耶馬渓支店

善
正
寺

妙
泉
寺

〒８７１-０４０５ 中津市耶馬渓町大字柿坂５７５番地１
TEL.0979-54-3131

耶馬渓支店11

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～18:00

福沢諭吉
旧邸

スーパー
かなえだ

福
沢　

通
り

〒８７１-００７２ 中津市船町１６１６番地
TEL.0979-22-7133

福沢通支店13

福沢通支店

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～18:00

〒８７９-０６２４ 豊後高田市本町１２１９番地１
TEL.0978-22-2252

高田支店14

明屋
書店

豊後高田市立図書館

高田支店

至香々地

至宇佐

トキハ
インダストリー

恵
比
寿
橋

桂
橋

豊後高田
市役所ATM豊後高田

郵便局

豊後高田署
御玉橋

高田中央
病院

至中津

至高田

小松橋

駅
館
川

至四日市

柳ヶ浦駅

〒８７２-００３２ 宇佐市大字江須賀２７２０番地の７
TEL.0978-38-1117

長洲支店15

長洲支店
２３

〒８７９-０４６１ 宇佐市大字樋田５７番地の1
TEL.0978-32-1427

宇佐支店16

佐藤第一
病院

宇佐支店

ミスター
マックス

ケーズ
デンキ

国道１０号線至中津 至大分

至
四
日
市
市
街
地

駅
館
川

NTT
ドコモ

宇佐市役所
ATM

至高田
至国見

２１３

〒

香々地
支店

浜脇橋

竹
田
川

〒８７２-１２０２ 豊後高田市香々地３９３４番地１
TEL.0978-54-3125

香々地支店17

３８６

中野川

至福岡

筑邦銀行

至JR日田駅

中
央
通
り

〒８７７-００１５ 日田市中央２丁目２番１７号
TEL.0973-22-6121

日田支店20

日田支店

〒８７９-４４０３ 玖珠郡玖珠町大字帆足２６６番地の６
TEL.0973-72-1158

玖珠支店21

２１０

トキハ
インダストリー

至大分

至玖珠I.C

至日田

豊後森駅
玖珠町役場

高田病院
JA玖珠九重

玖珠支店

春日十字路

協心橋北

新塚脇

８７８

４３

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～18:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00



Disclosure 2021

け
ん
し
ん
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
店
舗
紹
介

２５

久成寺

佐伯支店

菊池仏壇

ルンビニ幼稚園

善教寺

マ
ル
マ
ン

２１７

文

ラックホール
湯布院

花
の
木
通
り

湯布院支店

至別府

至由布院駅

〒８７９-５１０２ 由布市湯布院町川上３０５６番地６
TEL.0977-84-3191

湯布院支店22

三重町駅

三重支店

三重川

豊
後
大
野
市
役
所

九州電力

トキハインダストリー
三重店ATM

トキハインダストリー
三重店ATM

旅館三国屋

GS

大分県
三重総合庁舎

NTT
至
大
分

至
竹
田

３２６

〒８７９-７１３１ 豊後大野市三重町市場１２２５番地１
TEL.0974-22-1068

三重支店30

至大分

至熊本
緒方支店

日坂タクシー
緒方駅

豊肥本線

〒８７９-６６０１ 豊後大野市緒方町馬場２１３番地５
TEL.0974-42-3141

緒方支店32

野津支店

１０

〒８７５-０２０１ 臼杵市野津町大字野津市２６４番地
TEL.0974-32-2046

野津支店33

中央公民館

至大分

至
佐
伯

スーパー

臼杵市役所
野津庁舎

フミヤ

〒８７８-０２０１ 竹田市久住町大字久住６１４２番地２
TEL.0974-76-1143

久住支店36

久住支店

至久住高原 竹田市久住総合
　　　支所

４４２

至
大
分

〒８７６-０８４８ 佐伯市城下東町１番１７号
TEL.0972-22-1848

佐伯支店40

GS

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

大野支店

５７

〒８７９-６４４１ 豊後大野市大野町田中２３７２番地５
TEL.0974-34-2366

大野支店31

至
大
分至三重

至竹田 至大分

豊後大野市役所
大野支所

JAおおいた
ぶんご大野

道の駅おおの

千歳大野道路（中九州横断道路）

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～18:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～18:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～19:00 土･日･祝9:00～17:00

豊後竹田駅

竹
田
橋

至
玉
来

竹田支店

竹田丸福

〒８７８-００１２ 竹田市大字竹田町５５２番地１
TEL.0974-63-3125

竹田支店34

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～18:00 土･日･祝9:00～17:00

〒

久住駐在所
ショッピングあだち

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00
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〒８７０-００２６ 大分市金池町３丁目１番６４号
TEL.097-532-2191

金池支店51

県立盲学校

金池支店
GS

金池幼稚園
至県庁方面

至明野

金
池
歩
道
橋

１０

〒８７０-０885 大分市南太平寺3丁目7番18号
TEL.097-544-9768

豊府支店52

あ
べ
整
骨
院

市立
豊府小学校

豊
府
支
店

愛
隣
幼
稚
園

〒８７０-０９３７ 大分市南津留２１番１０号
TEL.097-551-5820

津留支店53

舞
鶴
橋
方
面

鶴
崎
方
面

Ｏ
Ｂ
Ｓ
大
分
放
送
局

１９７

ケンタッキー
フライドチキン

津留支店

〒８７０-０９５４ 大分市下郡中央３丁目２番２１号
TEL.097-568-5256

下郡支店56

至佐伯

ヤンマー

GS

GS

本　間
ゴルフ

六田橋

下郡支店

〒８７０-０９１２ 大分市原新町１０番２５号
TEL.097-552-8522

東大分支店57

至
大
分
市
街
地

至
鶴
崎

新日鐵正門

JR高城駅

大分クレイン
ホテル

東大分支店 鐵鋼ビル

セブンｰ
イレブン

〒８７０-００２２ 大分市大手町3丁目1番1号県庁舎内1階
TEL.097-532-1448

県庁内支店58

金池支店

JR大分駅

至
鶴
崎

至
別
府

トキハ会館ATM

大分市役所
ATM

城址公園

県庁内支店

大分駅前
支店

JR大分駅ATM

セブンｰイレブン

セブンｰイレブン

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～18:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

〒８７０-０８４８ 大分市賀来北１丁目１４番５号
TEL.097-549-2272

賀来支店54

賀来支店

至
湯
布
院

至
大
分
市
街
地辛

島
内
科・

消
化
器
内
科

大分県自動車学校

ローソン

しろやま家具

焼肉苑 さとう
賀来店

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

〒８７０-１１３２ 大分市大字光吉５８０番地の２
TEL.097-569-5584

光吉支店55
府内大橋

大分トヨペット

イオン光吉店

ツタヤ光吉店

光吉支店

至
大
分
市
街
地

至
戸
次

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日9:00～17:00
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け
ん
し
ん
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
店
舗
紹
介

２７

国東市役所

至国見

国東支店
アスト国東

至空港・杵築

国東警察署

GS

セブン－イレブン

マルショク

合同庁舎

２１３

国東市民病院

安岐支店

ローソン

安岐小学校
GS

２１３

至
大
分
空
港

至杵築・別府

安
岐
大
橋

セブン－イレブン

新鮮市場

杵築支店

２１３４９

生協

杵築
小学校

至大分空港至杵築駅

至日出・別府

杵築中学校

杵
築
幹
部
交
番

杵築城

ダイレックス

本町郵便局

モス
バーガー

サンリブ杵築
ATM

杵築
市役所ATM

１０

GS
至宇佐・中津

JA

JR中山香駅

消防署

杵築市立
山香病院

至
日
出・別
府

山香
小学校

山香支店
杵築市役所
山香庁舎

２１３

１０

１０
ローソン

至山香

至別府

至
杵
築

日出支店

コスモス

マルショク
日出店

ホンダカーズ
日出

大在支店

スシロー

大分角子原
郵便局

至 大在駅 →

シンカ石油
大在SS

桃太郎
海苔

たかさき
歯科

197

大在
西小

← 
至 
鶴崎
橋

〒８７３-０５０３ 国東市国東町鶴川１２０番地１
TEL.0978-72-1227

国東支店64

〒８７３-０２３１ 国東市安岐町下原２４７１番地１１
TEL.0978-67-0562

安岐支店66
〒８７３-０００１ 杵築市大字杵築158番地の2
TEL.0978-62-2090

杵築支店68

〒８７９-１３１１ 杵築市山香町大字内河野２７２９番地１
TEL.0977-75-1100

山香支店69
〒８７９-１５０６ 速見郡日出町３４２９番地の１
TEL.0977-72-7131

日出支店70

〒870-0271 大分市大字角子原908番地の1
TEL.097-523-0600

大在支店59

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～18:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～21:00 土･日･祝9:00～19:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～18:00

出金 照会 振込 入金 記帳
平日8:45～20:00 土･日･祝9:00～17:00

旧むさし支店は改修し、
むさし研修センターとして活用しています
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※ATM振込手数料の組合員欄は、組合員が当組合ATMからキャッシュカードによる振込の際に適用となります。

※「至急」とは期日まで１０営業日以内の手形に対する取立のこと。
・同地とは同一手形交換所管内の交換加盟店舗相互間の取扱を言います。同地の場合、店頭にて当日口座
入金が可能な小切手、手形類は無料です。

・「住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書」の発行手数料は無料です。

・各種カードローンの新規発行手数料は無料です。
・移管によるカード再発行手数料は有料となります。

手数料のご案内

※書面による受付の場合、事務代行手数料として１,１００円が加算されます。

・両替枚数は、「お持込枚数」と「お受取枚数」のいずれか多い枚数とさせていただきます。
・入金と同時に出金（実質的両替）される場合は、上記両替手数料を適用させていただきます。
・同金種での両替は無料です。
・記念硬貨の引き換えは無料です。
・現金による預金の払戻しに際して、金種指定をされる場合に、１万円札を除いた枚数に応じて手
数料をいただきます。
・同時に複数回に分けてお取引される場合は、合計の枚数をお取扱枚数とさせていただきます。

・大量の硬貨によるご入金・お振込み、納税等の諸納付を行った場合に、硬貨の取扱枚数に応じ
て手数料をいただきます。
・同時に複数回に分けてお取引される場合は、合計の枚数をお取扱枚数とさせていただきます。

区 分 お振込先等 5万円未満 5万円以上

振 込

窓 口
（電信・文書）

他 行 宛 629円 838円
当組合本支店宛 220円 440円
同 一 店 内 110円 330円

Ａ Ｔ Ｍ

他 行 宛
組合員※ 220円 440円
一 般 440円 660円

本支店宛
組合員※ 無 料 110円
一 般 110円 330円

同一店内
組合員※ 無 料 無 料
一 般 無 料 110円

Ｉ Ｔ
バンキング

他 行 宛
組 合 員 220円 440円
一 般 330円 440円

本支店宛
組 合 員 無 料 110円
一 般 110円 220円

同 一 店 内 無 料 無 料

定額自動送金サービス
他 行 宛 550円 770円
本 支 店 宛 220円 440円
同 一 店 内 無 料 無 料

送 金 （ 普 通 ） 他 行 宛 660円
振 込・送 金の組 戻し 料 （ 1 件 に つ き ） 770円

当 座 預 金

小切手 （50枚1冊につき） 660円
約束手形 （50枚1冊につき） 880円
為替手形 （25枚1冊につき） 440円
異議申立提供金（小切手・手形1枚につき） 1,100円

預 金

自己宛小切手発行 （1枚につき） 550円
通帳・証書再発行 （1件につき） 1,100円

預金決算利息 計算書発行（1通につき） 無 料
証明書発行（1通につき） 330円

残高証明書 当組合所定用紙 （1通につき） 550円
英字・所定外用紙 （1通につき） 1,100円

枚数 一 般 組合員
1~49 無 料 無 料
50~200 220円 110円
201~500 330円 220円
501~1,000 550円 440円
1,001~ 1,100円 770円

以降1,000枚毎の加算額 550円 330円

夜 間 金 庫

組合員 非組合員
使用料 （1ヶ月）1,650円 2,200円
専用入金伝票 （1冊）1,650円 2,200円
専用袋 （1袋）2,200円 2,200円

同 地 他・本支・同店 220円

他 所 他 行 至急※ 1,166円
普通 660円

手形・小切手を除く代金取立 880円
取 立 手 形 組 戻し 料 （1件につき） 770円
取立手形店頭呈示料 （1件につき） 770円
不渡手形返却手数料 （1件につき） 770円

基本手数料 無 料
各種記録請求（発生記録請求（債務者請求方式・債権者
請求方式）、譲渡・分割譲渡記録請求、変更記録請求、保
証記録請求、支払等記録請求）（１件につき）※

330円

承諾・否認・取消※ 無 料
開示請求（提供情報・記録事項）※ 無 料
変更記録請求（利害関係人が３名以上の場合） 2,200円
口座間送金決済中止依頼 770円
支払等記録請求（強制執行等の記録後） 1,100円
異議申立（通常）兼口座間送金決済中止依頼
異議申立手続終了届兼異議申立預託金返還許可請求 1,100円

支払不能処分調査請求 1,100円
支払不能情報照会 3,300円
特例開示請求書 3,300円

残高証明書発行請求
（都度発行方式） 4,400円
（定例発行方式） 1,650円

でんさい割引依頼
でんさい割引買戻し依頼 770円

特定記録機関変更記録 4,730円

マル専手形
取扱手数料（割賦販売通知書 1通につき） 3,300円
決済手数料 （1件につき） 550円
未使用手形用紙割戻し料金 （1枚につき） 495円

保 護 預り 封緘1個 （1ヶ年） 1,100円

カード再発行

カードローン（ダブルストライプカード再発
行も含みます）（1枚） 1,100円

商工貯蓄共済カードローン （1枚） 1,650円
キャッシュカード （1枚） 1,100円

貸 金 庫

タイプＡ／年額 6,600円 タイプＢ／年額 7,920円
タイプＣ／年額 9,240円 タイプＤ／年額 11,220円
タイプＥ／年額 15,840円
本店営業部（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｅ）明野支店（Ａ，Ｂ，Ｄ）高田支店（Ａ）光吉支店（Ａ）

個 人
照会サービス インターネットバンキング 無 料

モバイルバンキング 無 料
資金移動サービス
（照会・振込・振替）

インターネットバンキング 330円
モバイルバンキング 無 料

法人 スタンダードサービス（照会・振込・振替） 1,100円
フルサービス（照会・振込・振替・データ伝送） 3,300円

個人情報開示請求 無 料

署 名 鑑 登録手数料 5,500円
変更手数料 3,300円

利息証明書 当組合所定用紙 （1通につき） 330円
取 引 明 細 当組合所定用紙 （1通につき） 550円

枚数 手数料
1~200 無 料

201~500 110円
501~1,000 330円
1,001~ 660円

以降1,000枚毎の加算額 330円

（令和3年7月31日現在）

為替手数料 両替手数料・金種指定支払手数料

大量硬貨入金手数料

代金取立手数料

貸金庫・夜間金庫利用手数料

その他の手数料

インターネットバンキングサービス月額利用手数料

でんさいネット手数料
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・計数資料 ――――――― 42
・リスク管理について ― 29
資料編

自己資本の充実の状況等
リスク管理について

金融技術の発達、金融のグローバル化の進展等により、金融機関が直面するリスクは、多
様化・複雑化が進んでおり、適切なリスク管理の重要性はますます高まっております。
リスクを的確に把握・分析・評価し、自らの経営体力の許容できる範囲内にコントロールす
ることを目的に、「リスク管理」を経営の最重要課題と位置付け、管理態勢の強化・充実に取
り組んでおります。
リスク管理については、それぞれのリスク主管部署で日 リ々スクの把握・管理に取り組んで
おり、緊急時には直ちに経営トップまで報告され、対処できる態勢としております。また、統合的
にリスク管理を行い、定期的に開催する「融資審査委員会」「ALM委員会」または「経営会
議」及び「常務会」にて、確認・評価と改善に向けた協議を行い、必要に応じて理事会に報
告する体制を整えております。

１．健全経営
健全かつ安定した経営を行うため、統合的リスク管理を基本とした資産・負債の総合
管理を徹底し、自己資本の充実に努めております。

２．リスクコントロール
リスクの特性に応じ、分散化、極小化等リスクコントロールを行っております。

３．適切なリスク管理
統合的なリスク管理の徹底により、リスクの総量が当組合の体力を上回らないよう適切
に管理しております。

４．安定収益の確保
統合的なリスク管理の徹底により、リスクに見合った適切な収益を確保するとともに収益
の安定化を図っております。

金鱗湖（大分県由布市）

『統合的リスク管理』とは
金融機関の直面するリスクに関して、自己
資本比率の算定に含まれないリスク（与信集
中リスク、銀行勘定の金利リスク等）も含め
て、それぞれのリスクカテゴリー毎（信用リス
ク、市場リスク、オペレーショナルリスク等）
に評価したリスクを総体的に捉え、金融機関
の経営体力（自己資本）と比較・対照するこ
とによって、自己管理型のリスク管理を行う
ことをいいます。
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常務会

経営管理部
リスク管理統括

コンプライアンス委員会
ALM委員会

監事会

営業店・本店

理事会理事長

融資部
信用リスク管理

総合企画部
市場リスク管理

総合企画部
流動性リスク管理

業務支援部
事務リスク管理

業務支援部
システムリスク管理

経営管理部
・リーガルリスク（法務リスク）
・人事労務リスク
・物的資産リスク
・レピュテーショナルリスク
 （風評リスク）

その他のオペレーショナルリスク管理

業務支援部
オペレーショナルリスク管理

監
査
部

リスクの種類・特性・基本姿勢

リスク管理に関する体系図

リスクの種類 リスクの特性 けんしんの基本姿勢

信 用 リ ス ク

取引先や信用供与先の財務状況の悪化等に
より、資産の価値が減少ないし消失するのに伴
い、損失を被るリスク

研修等の活動を通して貸出審査能力の向上を図るとともに、毎期、貸出
資産に関する査定を厳正に行い、回収の危険性等に応じて、決算期に
適正な償却・引当を実施しております。また、特定の業種や取引先に偏
重することのないよう定期的に監視・分析・評価を行い、リスクの分散に
努めております。

市 場 リ ス ク
市場の金利や為替相場・株式相場等の要因
により、保有する資産の価格が変動することで
損失を被るリスク

調達（預金等）と運用（貸出金、預け金、有価証券等）の利回りや構成状
況、有価証券の時価評価等について定期的に監視・分析・評価を行
い、保有資産の健全性と収益性の維持・向上に努めております。

流 動 性リスク
予期せぬ資金の流出や、市場の混乱等により
不利な資金調達を余儀なくされる場合などに
損失を被るリスク

調達と運用の状況や、資金調達力を常時把握し、万一の緊急時に必要
な資金の確保ができる管理態勢の向上に努めております。

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル・リ
ス
ク

事 務リスク

正確性を欠いた事務、あるいは事故・不正・情
報漏洩等の発生により、利益や信用に損失を
被るリスク並びに事務関連規程の不備で発生
するリスク

事務処理の指針となる規程・マニュアル等の整備・改善を行うとともに、
研修や臨店指導、定期的な自店検査、総合監査の実施などにより、事
故の未然防止に取り組んでおります。

システムリスク

コンピュータシステムの障害または誤作動、シス
テムの不備・不正使用等により、損失を被る
リスク

最新のシステムとバックアップ体制機能を有する、全国信用組合の共同
センター（SKC）に加盟しております。また、万一に備え、緊急事態が発生
した際の対応マニュアルの整備や、緊急時を想定した模擬訓練の実施
に取り組んでおります。

そ の 他
オ ペリスク

上記以外のリスク（リーガルリスク、人事労務リスク、物的資産リスク、レピュテーショナルリスク等）についても、リスク統括部署および
各担当部署がそのリスクを適正に認識し、お客さまへの影響や経営に与える影響を分析した上で、迅速かつ適切に対応する態
勢を整備しております。

令和３年４月１日現在
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用 語 解 説

信用リスクに関する事項

■リスク管理の方針及び手続きの概要
信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当組合が損失を被るリスクをいいます。
当組合では、信用リスクを管理すべき最重要のリスクであるとの認識の上、安全性・公共性・流動性・成長性・収益性の５原則に則った厳正

な与信判断を行うべく、与信業務の基本的な理念や手続き等を明記した「クレジットポリシー」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促すとともに、
信用リスクを確実に認識する管理態勢を構築しております。
信用リスクの評価については、自己査定における精度ある債務者区分の判定によるリスク量の把握、さらには業種別、与信集中によるリスク抑
制のための大口与信先の管理など、さまざまな角度からのリスク管理を行っております。
個別案件の審査・与信管理については、審査管理部門と営業推進部門を互いに分離し、相互に牽制が働く体制としています。
信用コストである貸倒引当金は、「自己査定基準（マニュアル）」並びに「資産査定に関する償却・引当規程」に基づき、自己査定における債
務者区分ごとに計算された貸倒実績率等を基に算定しております。
一般貸倒引当金にあたる正常先、要注意（その他）先、要注意（要管理）先については、債務者区分ごとの債権額にそれぞれ貸倒実績率に
基づいた予想損失率を乗じて算出しております。
また、個別貸倒引当金のうち破綻懸念先については、債権額から回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てており
ます。実質破綻先及び破綻先については、債権額から取立不能見込額を直接減額し、さらに減額後の帳簿価額から担保の処分可能見込額
及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。
なお、それぞれの結果については外部監査人の監査を受けるなど、適正な計上に努めております。

■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
リスク・ウェイトとは、債権の危険度を表す指標であり、自己資本比率を算出する際のリスク・アセット額を求めるために使用する資産毎の掛目
のことです。自己資本比率の算出方法の中で標準的手法（あらかじめ定められたリスク・ウェイトを使用する手法）を採用する金融機関につい
ては、リスク・ウェイトの判定に適格格付機関の付する格付（外部格付）の区分毎に定められたリスク・ウェイトを使用することになります。
当組合は標準的手法を採用しており、保有する資産の一部（有価証券等）について以下の４機関の格付をリスク・ウェイトの判定に使用して

おります。

㈱格付投資情報センター（R&I） ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）
㈱日本格付研究所（JCR） S&Pグローバル・レーティング（S&P）

信用リスク関係
リスク・ウェイト
債権の危険度を表す指標。自己資本比率規制で総資産を算出する際に、保有資産ごとに分類して用いる。

ALM
ALM（Asset Liability Management）は、資産・負債の総合管理といい、主に金融機関において活用されているバランスシートのリスク管理方法。

適格格付機関
バーゼルⅢにおいて、金融機関がリスクを算出するに当たって、用いることができる格付を付与する格付機関のこと。
金融庁長官は、適格性の基準に照らして適格と認められる格付機関を適格格付機関に定めている。

信用リスク削減手法
当組合が抱えている信用リスクを軽減するための措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保、保証などが該当。ただし、バーゼルⅢにおける信用リスク削減
手法としては、告示に定める適格金融資産担保（現金、預金、国債等）、同保証（国、地方公共団体等）、預金と貸出金の相殺等をいう。
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■信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

（注）１．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、
当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計
額です。

２．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌月から３ヵ月以上延滞して
いる者に係るエクスポージャーのことです。

３． 上記の「その他」は、裏付けとなる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等及び業
種区分や期間区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には有形固定資産等の資産や
金融機関、学校法人、権利能力なき社団・財団等が含まれます。

４． CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
５． 当組合は、信用リスクエクスポージャーにおけるデリバティブ取引は該当ありません。

■一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

５０ページ参照

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞
エクスポージャー

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフ・バランス取引
債 券 その他

（投資信託等）

令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度
国 内 ４８８，７１２ ５３３，２７９ ２２４，６６１ ２５３，７０７ ５１，１２４ ８４，７２６ ２１２，９２７ １９４，８４５ ４，９９７ ５，２７３
国 外 ２９６ ２９８ ―― ―― ２９６ ２９８ ―― ―― ―― ――
地 域 別 合 計 ４８９，００９ ５３３，５７８ ２２４，６６１ ２５３，７０７ ５１，４２０ ８５，０２５ ２１２，９２７ １９４，８４５ ４，９９７ ５，２７３
製 造 業 １５，０７４ １７，８７６ ７，７８７ ９，２９４ ７，１４２ ８，４３７ １４４ １４４ ２５２ ２１６
農 業 、 林 業 ２，２５８ ２，３９９ ２，２５８ ２，３９９ ―― ―― ―― ―― ―― ――
漁 業 ９６８ ９９２ ９６８ ９９２ ―― ―― ―― ―― ２１９ ２１８
鉱業、採石業、砂利採取業 １，２０７ １，１８８ ６０７ ６８９ ６００ ４９９ ―― ―― ―― ――
建 設 業 １５，２４５ １９，１７３ １４，７４５ １８，４７３ ５００ ６９９ ―― ―― ２３７ ３５９
電気、ガス、熱供給、水道業 ２，２４７ ３，３９３ １，１４５ １，２８９ １，１０１ ２，１０２ １ １ ―― ――
情 報 通 信 業 ９６０ ２，７２１ ４０４ １，１６４ ５００ １，５０１ ５５ ５５ ２４８ ――
運 輸 業 、郵 便 業 ６，５２２ ９，９６２ ４，６７５ ５，６１３ １，８０２ ４，３０４ ４４ ４４ ―― ――
卸 売 業 、小 売 業 １７，３６７ ２０，２７６ １５，６６３ １８，５７２ １，７０４ １，７０３ ―― ―― ２６５ ２８０
金 融 、 保 険 業 ２０２，３４３ １８７，２４１ １，３５５ １，４２８ ４，０００ ７，２０５ １９６，９８７ １７８，６０７ ―― ――
不 動 産 業 ３５，１６９ ４０，２８６ ３２，６６７ ３６，６０９ ２，５０２ ３，６７７ ―― ―― ４５０ ５４４
物 品 賃 貸 業 １，６９０ １，２１８ ５８９ ６１８ １，１０１ ６００ ―― ―― ―― ――
学術研究、専門・技術サービス業 １，８５３ ２，２７９ １，８５３ ２，２７９ ―― ―― ―― ―― １０ ――
宿 泊 業 １６，９２３ １７，９００ １６，９２３ １７，９００ ―― ―― ―― ―― ２，０９５ ２，４２８
飲 食 業 ４，１８６ ５，６５０ ４，１８６ ５，６５０ ―― ―― ―― ―― ２０８ ２５８
生活関連サービス業、娯楽業 ９，９３０ １１，９６２ ９，８３０ １１，３６１ １００ ６００ ―― ―― ６０９ ４８０
教 育 、学 習 支 援 業 １，９０８ １，８３４ １，９０８ １，８３４ ―― ―― ―― ―― ２３ ２４
医 療 、 福 祉 １１，３０２ １１，９１４ １１，３０２ １１，９１４ ―― ―― ―― ―― １８ ――
そ の 他 の サ ー ビ ス ７，４５２ １２，１６７ ７，４２９ １２，１４５ ―― ―― ２３ ２２ １１ ９３
そ の 他 の 産 業 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ――
国・地 方 公 共 団 体 ６１，２８７ ８４，８８１ ３０，８３１ ３１，１６３ ３０，３６５ ５３，６９３ ９０ ２５ ―― ――
個 人 ５２，１８２ ５７，２９８ ５２，１８２ ５７，２９８ ―― ―― ―― ―― ３３５ ３７０
そ の 他 ２０，９２４ ２０，９５６ ５，３４２ ５，０１１ ―― ―― １５，５８１ １５，９４５ ８ ――
業 種 別 合 計 ４８９，００９ ５３３，５７８ ２２４，６６１ ２５３，７０７ ５１，４２０ ８５，０２５ ２１２，９２７ １９４，８４５ ４，９９７ ５，２７３
１ 年 以 下 ４５，１２２ ４０，９７３ ４３，００１ ３８，７１７ ２，１２０ ２，２５６ ―― ――
１ 年 超 ３ 年 以 下 １７，６１５ ２０，９０４ １１，４０９ １２，５７１ ６，１８９ ８，３２２ １６ １０
３ 年 超 ５ 年 以 下 ２８，７８７ ２９，１５５ １９，１１２ １９，１４０ ９，６７４ １０，００８ ―― ６
５ 年 超 ７ 年 以 下 ２３，８２６ ２９，１４５ １６，０５５ １６，１２２ ７，７６５ １３，０２３ ６ ――
７ 年 超 １０ 年 以 下 ５３，６１７ ８７，４２０ ３０，２７１ ５１，２４８ ２３，３４６ ３６，１７１ ―― ――
１０ 年 超 １０６，２５５ １３０，３８４ １０３，９３１ １１５，１４２ ２，３２４ １５，２４２ ―― ――
期間の定めのないもの ２０１，９０３ １７９，５１９ ８５５ ６８２ ―― ―― ２０１，０４８ １７８，８３７
そ の 他 １１，８８０ １６，０７２ ２３ ８１ ―― ―― １１，８５７ １５，９９０
残 存 期 間 別 合 計 ４８９，００９ ５３３，５７８ ２２４，６６１ ２５３，７０７ ５１，４２０ ８５，０２５ ２１２，９２７ １９４，８４５

〈地域別・業種別・残存期間別〉 （単位：百万円）
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用 語 解 説

■業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

■リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

個別貸倒引当金 貸出金償却期末残高 期中増減額
令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度

製 造 業 ２６ １５ △３１ △１０ ―― ――
農 業 、 林 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
漁 業 ７ ８ ２ １ ―― ――
鉱業、採石業、砂利採取業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
建 設 業 ７３ ８２ △１１ ９ ―― ――
電気、ガス、熱供給、水道業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
情 報 通 信 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
運 輸 業 、郵 便 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
卸 売 業 、小 売 業 １２４ １３２ ８ ８ ―― ――
金 融 、 保 険 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
不 動 産 業 ２２９ ３５９ ４７ １２９ ―― ――
物 品 賃 貸 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
学術研究、専門・技術サービス業 ―― ―― △１１ ―― ―― ――
宿 泊 業 ６１３ ６３１ △１，０５６ １７ ―― ――
飲 食 業 ７７ ８１ △３９ ３ ―― ――
生活関連サービス業、娯楽業 １８９ ６６ ２９ △１２３ ―― ――
教 育 、学 習 支 援 業 ５３ ７１ ２０ １８ ―― ――
医 療 、 福 祉 ―― ―― ―― ―― ―― ――
そ の 他 の サ ー ビ ス １８ １０３ ８ ８５ ―― ――
そ の 他 の 産 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
国・地 方 公 共 団 体 ―― ―― ―― ―― ―― ――
個 人 ５３ ５８ △４ ４ ―― ――
そ の 他 ―― ―― △２ ―― ―― ――
合 計 １，４６６ １，６１１ △１，０４０ １４４ ―― ――

告示で定める
リスク・ウェイト区分

（％）

エクスポージャーの額
令和元年度 令和２年度

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し
０％ ２，１３４ １１５，９９２ １，７８８ １３２，２３８
１０％ ―― １４，９１８ ―― ３７，４０２
２０％ ２，７２１ １５１，０９０ ４，６１９ １３２，１３２
３５％ ―― ８，７６０ ―― ７，７５０
５０％ １４，６４０ １，２２８ １９，４４２ ２，２１６
７５％ ―― ７３，７２０ ―― ８７，５９１
１００％ ７７９ １０１，０５５ １，１０５ １０５，８９４
１５０％ ―― ２，３９３ ―― １，３９５
２５０％ ―― ―― ―― ――
１２５０％ ―― ―― ―― ――

そ の 他 ―― ―― ―― ――
合 計 ４８９，４３５ ５３３，５７８

（単位：百万円）

（注）当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

（単位：百万円）

（注）１． 格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
２． エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
３． コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャー

は含まれておりません。

市場リスク関係
派生商品取引（＝デリバティブ取引）
有価証券や通貨、金といった金融資産（原資産）の取引から派生し、原資産の現物価格によってその価格が決定される商品を指す。
具体例としては、先物、先渡し、スワップ、オプション等が挙げられる。

証券化エクスポージャー
金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不動産など、それらの資産価値を裏付けに証券として組み替え、第三者に売却して流動化をする資産。
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信用リスク削減手法に関する事項

■リスク管理の方針及び手続の概要
信用リスク削減手法とは、組合が抱えている信用リスクを軽減するための措置で、具体的には、預金担保、有価証券担保、不動産担保、保
証、クレジット・デリバティブなどが該当します。
当組合が扱う担保には、自組合預金積金、有価証券、不動産等、保証には、人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証
等ありますが、その手続については、組合が定める「事務取扱要綱」等により、適切な事務取扱及び適正な評価を行っております。
自己資本比率で定められている信用リスク削減手法には、適格担保として自組合預金積金、上場株式、有価証券等、保証として信用保証
協会保証、政府関係機関保証、民間保証、その他未担保預金等、貸出金と自組合預金の相殺として債務者の担保手続がなされていない定
期預金、日本銀行貸出支援基金の活用に係る「全信組連への預け金」と「全信組連からの借入金」等が該当します。

■信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
信用リスク削減手法

ポートフォリオ
適格金融資産担保 保 証 クレジット・デリバティブ

令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー ５１，４５８ ５２，４７０ １，９１５ １，７００ ―― ――
① ソ ブ リ ン 向 け ―― ―― １，８００ １，７００ ―― ――
② 金 融 機 関 向 け ４７，１７８ ４７，９１５ ０ ―― ―― ――
③ 法 人 等 向 け １，４２９ １，７４４ １ ―― ―― ――
④ 中小企業等・個人向け ２，６１５ ２，７２４ １１３ ―― ―― ――
⑤ 抵 当 権 付 住 宅ローン ―― ―― ―― ―― ―― ――
⑥ 不動産取得等事業向け ―― ３３ ―― ―― ―― ――
⑦ 三 月 以 上 延 滞 等 ―― ４２ ―― ―― ―― ――
⑧ 出 資 等 ―― ―― ―― ―― ―― ――
出資等のエクスポージャー ―― ―― ―― ―― ―― ――
重要な出資のエクスポージャー ―― ―― ―― ―― ―― ――

⑨ 他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出
資等に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー ―― ―― ―― ―― ―― ――

⑩ 信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係
る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー ―― ―― ―― ―― ―― ――
⑪ そ の 他 ―― １０ ―― ―― ―― ――

（単位：百万円）

（注）１． 当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
（注）２． 上記「保証」には、告示（平成１８年金融庁告示第２２号）第４５号（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第４６条（株式会社地域経済活性化支援機

構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。
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市場リスクに関する事項

■リスク管理の方針及び手続の概要
市場リスクとは、為替等、市場の変動により、保有する資産の価値が変動し損失を被るリスクのことです。市場リスクには、金利変動に伴い損
失を被る「金利リスク」と有価証券等の価格変動に伴って資産価格が減少する「価格変動リスク」、外国為替相場の変動に伴って損失が発生
する「為替リスク」があります。
当組合では、市場リスクについて、VaRにより計測し、これを当組合として取り得る許容範囲内に収めるとともに、市場リスクの管理と配分によ

る適切な収益の確保に努めております。
市場リスクの状況については、「ALM委員会」を設置し、資産・負債のバランスを総合的に管理しております。具体的には、金融動向と金利
予測をベースに収益実績の管理、収益シミュレーションの策定を行い、その予測と実績の差異などを把握・検討し、市場リスクや流動性リスクを
管理しつつ資金調達・運用の効率化と収益の確保を図っております。
リスク量については、有価証券VaR、金利リスク量及び株式・投資信託等の価格変動リスク量を計測し、自己資本への影響度のモニタリン
グを行い、ポートフォリオの適正化を図っております。

流動性リスクに関する事項

■リスク管理の方針及び手続の概要
流動性リスクとは、予期せぬ資金の流失により、通常よりも著しく高い金利での調達を余儀なくされることにより損失を被るリスクのことです。
当組合では、市場流動性の状況を適切に把握し対応するとともに、当組合の資金調達・運用構造に即した適切かつ安定的な資金繰り体制

を目指すことを基本方針としております。
日 の々資金繰りについては、即時に換金できる流動性の高い資金（支払準備資産）が適正な水準を維持するよう管理するとともに、毎月、資
金繰りの状況について常務会へ報告しております。流動性資金の確保に向けた緊急時の資金調達手段としては、全国信用協同組合連合会に
資金を預けるなど十分な支払準備資産を確保するほか、資金繰り状況に応じた対応策を「緊急時対策マニュアル」において定め、不測の事態
に備えております。

オペレーショナルリスクに関する事項

■リスク管理の方針及び手続の概要
オペレーショナルリスクを「内部プロセス・人・システムが不適切であることもしくは機能しないこと、または外生的事象が生起することから当組
合に生じる損失にかかるリスク」と認識しており、「リスク管理基本規程」を踏まえ、組織体制、管理の仕組みを整備するとともに、「オペレーショナ
ルリスク管理規程」に基づいて定期的に収集したデータの分析・評価を行い、リスクの顕現化の未然防止及び発生時の影響度の極小化に努
めております。
特に、事務リスク管理については、「事務リスク管理規程」に基づき、本部・営業店が一体となり、厳正な事務関連規程の整備、その遵守を心
掛けることはもちろんのこと、日頃の事務指導や研修体制の強化、さらには内部牽制機能としての事務検証などに取り組み、事務レベルの向上
に努めております。
システムリスクについては、「システムリスク管理規程」に基づき、管理すべきリスクの所在、種類等を明確にし、定期的な点検検査等を実施し、
安定した業務遂行ができるよう、多様化かつ複雑化するリスクに対して管理態勢の強化に努めております。
その他のリスクについては、ご意見・ご要望窓口の設置によるご意見・ご要望に対する適切な処理、個人情報及び情報セキュリティ体制の整
備、さらには各種リスク商品等に対する説明態勢の整備など、顧客保護の観点を重視した管理態勢に努めております。
リスクの計測に関しては、当面、基礎的手法を採用することとし、態勢の整備に努めております。
また、これら一連のオペレーショナルリスクに関連するリスクの状況については、リスク管理の統括部署が各リスク主管部署に対し、リスク管理
について定期的、あるいは必要に応じて報告を求め統合的に管理状況を検証するとともに、理事会、常務会、経営会議といった経営陣に対する
報告態勢を整備しております。

（２）オペレーショナルリスク相当額
基礎的手法を採用しております。

自己資本の構成に関する事項

本事項にて開示する諸計数については「協同組合による金融事業に関する法律第６条１項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基
づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するため
の基準」（平成１８年金融庁告示第２２号）に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。
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■当組合の自己資本比率について
自己資本は、主にコア資本に係る基礎項目と調整項目で構成されています。
令和２年度末の自己資本額のうち、積み立てているもの以外のものは、地域のお客さまによる普通出資金が該当します。
自己資本の充実度に関しまして、自己資本比率は国内基準である４％を上回っており、経営の健全性・安全性を十分保っております。また、
当組合は、各エクスポージャー（※）が一分野に集中することなく、リスク分散が図られていると評価しております。
一方、将来の自己資本充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上

げを第一義的な施策として考えております。
※リスクにさらされている資産の度合いのことを指し、貸出金や有価証券などが該当します。

■単体自己資本比率
令和元年度 令和２年度

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 ⑴
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 １８，７８８ １９，４６９
うち、出資金及び資本金剰余金の額 １３，０９２ １３，４９１
うち、利益剰余金の額 ５，７９４ ６，０８３
うち、外部流出予定額（△） ９８ １０４
うち、上記以外に該当するものの額 ―― ――

コア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 され る 引 当 金 の 合 計 額 ４６６ ３７９
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 ４６６ ３７９
うち、適格引当金コア資本算入額 ―― ――
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ―― ――
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ―― ――
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ２８３ ２１２
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 イ １９，５３８ ２０，０６１
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 ⑵
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 ２９ ４２
うち、のれんに係るものの額 ―― ――
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 ２９ ４２
繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く 。）の 額 ―― ――
適 格 引 当 金 不 足 額 ―― ――
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 金 額 ―― ――
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ―― ――
前 払 年 金 費 用 の 額 ―― ――
自 己 保 有 普 通 出 資 等（ 純 資 産の部に計 上されるものを除く。）の 額 ―― ――
意 図 的に保 有している他の 金 融 機 関 等 の 対 象 資 本 調 達 手 段 の 額 ―― ――
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ―― ――
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ―― ――
特 定 項 目 に 係 る １０ パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ―― ――
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ―― ――
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ―― ――
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ―― ――
特 定 項 目 に 係 る １５ パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ―― ――
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ―― ――
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ―― ――
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ―― ――

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額 ロ ２９ ４２
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額 （ イ ― ロ ） ハ １９，５０９ ２０，０１９
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ⑶
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 ２０３，９１３ ２１３，９８７
資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目 ２０２，７４９ ２１２，９２２
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 ６７２ △２，３２５
うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措
置（自己資本比率改正告示附則第１２条第８項）を用いて算出したリスク・アセット
の額から経過措置を用いずに算出したリスク・アセットの額を控除した額 △９００ △３，８９８
うち、上記以外に該当するものの額 １，５７２ １，５７２

オフ・バランス等取引項目 １，１６３ １，０６４
Ｃ Ｖ Ａ リ ス ク 相 当 額 を ８ パ ー セ ン ト で 除 し て 得 た 額 ―― ――
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額 ―― ――

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額 ９，２６３ ９，５２４
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 ―― ――
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 ―― ――
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 ニ ２１３，１７７ ２２３，５１２
単 体 自 己 資 本 比 率
単 体 自 己 資 本 比 率 （ ハ ／ ニ ） ９．１５％ ８．９５％

（単位：百万円）

（注）１． 自己資本比率の算出方法を定めた、「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会
がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２２号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国
内基準により自己資本比率を算出しております。
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自己資本の充実度に関する事項

■信用リスクおよびオペレーショナルリスクの所要自己資本の額

（注）１． 所要自己資本の額＝リスクアセット×４％
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフバランス

取引及び派生商品取引の与信相当額です。
３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土

地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部
門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀
行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会、漁業信用基金協
会及び農業信用基金協会のことです。

４．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上

延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第
一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％になっ
たエクスポージャーのことです。

５． オペレーショナルリスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

÷８％

６． 単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

派生商品取引及び長期決済期間取引を行っておりません。

証券化エクスポージャーに関する事項

証券化取引を行っておりません。

出資等エクスポージャーに関する事項

■リスク管理の方針及び手続きの概要
出資等又は株式エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式、子会社・関連会社、株式関連投資信託、その他ベンチャーファン

ド又は投資事業組合への出資金が該当します。
そのうち、上場株式、株式関連投資信託にかかる市場関連リスクの認識については、時価評価及び最大予想損失額（VaR）によるリスク計測

によって把握するとともに、運用状況に応じて経営陣に諮り投資継続の是非を協議するなど、適切なリスク管理に努めております。また、株式関連
商品への投資は、有価証券にかかる投資方針の中で定める投資枠内での取引に限定するとともに、債券投資のヘッジ資産として位置付けて
おり、ポートフォリオ全体のリスクバランスに配慮した運用を心掛けております。なお、取引にあたっては、当組合が定める「有価証券運用準則」や
投資ガイドラインに基づいた厳格な運用・管理を行っております。
非上場株式、子会社・関連会社、その他ベンチャーファンド又は投資事業組合への出資金に関しては、当組合が定める「資金運用規程」及

び「有価証券運用準則」などに基づいた適正な運用・管理を行っております。
また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、その状況については、適宜、経営
陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。
なお、当該取引にかかる会計処理については、日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った、適正な処理を行って
おります。

令和元年度 令和２年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスクアセット・所要自己資本の合計額 ２０３，９１３ ８，１５６ ２１３，９８７ ８，５５９
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー ２０３，２４１ ８，１２９ ２１６，３１３ ８，６５２
（ⅰ）ソブリン向け １，７６３ ７０ ４，０２６ １６１
（ⅱ）金融機関向け ３１，４３７ １，２５７ ３２，７６７ １，３１０
（ⅲ）法人等向け ７６，０３１ ３，０４１ ７１，８１２ ２，８７２
（ⅳ）中小企業等・個人向け ５５，４１４ ２，２１６ ６４，９０９ ２，５９６
（ⅴ）抵当権付住宅ローン ３，０６６ １２２ ２，７１２ １０８
（ⅵ）不動産取得等事業向け ２０，８２０ ８３２ ２１，０１７ ８４０
（ⅶ）三月以上延滞等 ５，６７９ ２２７ ４，２３２ １６９
（ⅷ）出資等 ３，４７６ １３９ ２，０４６ ８１

出資等のエクスポージャー ３，４７６ １３９ ２，０４６ ８１
重要な出資のエクスポージャー ―― ―― ―― ――

（ⅸ）他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象
普通出資等及びその他外部 TLAC関連調達手段
に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー ―― ―― ―― ――

（ⅹ）信用協同組合連合会の対象普通出資等
であってコア資本に係る調整項目の額に算
入されなかった部分に係るエクスポージャー ―― ―― ―― ――

（ⅺ）その他 ５，５４９ ２２１ １２，７８６ ５１１
②証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ―― ―― ―― ――
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー ０ ０ ０ ０
ルック・スルー方式 ０ ０ ０ ０
マンデート方式 ―― ―― ―― ――
蓋然性方式（２５０％） ―― ―― ―― ――
蓋然性方式（４００％） ―― ―― ―― ――
フォールバック方式（１２５０％） ―― ―― ―― ――

④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 １，５７２ ６２ １，５７２ ６２
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 △９００ △３６ △３，８９８ △１５５

⑥ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額 ―― ―― ―― ――
⑦中央清算機関関連エクスポージャー ―― ―― ―― ――

ロ．オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク ９，２６３ ３７０ ９，５２４ ３８０
ハ．単 体 総 所 要 自 己 資 本 額（イ＋ロ） ２１３，１７７ ８，５２７ ２２３，５１２ ８，９４０

（単位：百万円）
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■貸借対照表計上額及び時価

■出資等エクスポージャーの売却及び
償却に伴う損益の額

■貸借対照表及び損益計算書で
認識されない評価損益の額

銀行勘定における金利リスクに関する事項

■リスク管理の方針及び手続の概要
金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利または期間のミスマッチが存在している中で金利が変動することによ

り、利益が低下ないし損失を被るリスクのことです。当組合では、定期的な評価・計測を行い、適宜、対応を講じる態勢としております。
具体的には、一定の金利ショックを想定した場合における銀行勘定の金利リスクの計測や、金利更改を勘案した期間収益シミュレーションに

よる収益への影響度などを月次で計測し、「ALM委員会」で協議・検討をするとともに、必要に応じて常務会に付議・報告を行うなど、資産・負
債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めております。なお、ヘッジ会計等の金利リスクの削減手法は採用しておりません。
・金利リスクの算定手法の概要
銀行勘定における金利リスクは、金融機関の保有する資産・負債のうち、市場金利に影響を受けるもの（預金、貸出金、有価証券、預け金、そ

の他の金利・期間を有する資産・負債）について、金利の変動により発生するリスク量をみるものです。当組合では、複数の金利変動幅のシナリ
オを想定し金利リスク量を計測しております。
普通預金や当座預金等の要求払預金の金利リスク量は、明確な金利改定間隔がなく、預金者の皆さまのご要望によって随時払い出される
要求払預金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する預金をコア預金と定義し、当組合では、内部モデルを用いて要求払預金
残高の５７％相当額を０～１０年の期間に振り分けて（要求払預金の平均満期３．５６４年）リスク量を算定しております。
また、契約上満期の定めのある定期預金や固定金利住宅ローンは、満期以前に解約もしくは返済されることがありますが、こうしたリスクにつ
いては一定の期限前解約率もしくは期限前返済率を用いて、金利リスクへの反映を図っております。

■貸借対照表で確認され、かつ、損益計算書で
認識されない評価損益の額

■リスク・ウェイトのみなし計算が適用される
エクスポージャーに関する事項

令和元年度 令和２年度
貸借対照表計上額 時 価 貸借対照表計上額 時 価

上 場 株 式 等 ８１ ８１ ２７１ ２７１
非上場株式等 １，５０９ １，５０９ １，６３４ １，６３４
合 計 １，５９０ １，５９０ １，９０５ １，９０５

令和元年度 令和２年度
売 却 益 ―― ――
売 却 損 ２ ――
償 却 ０ ０

令和元年度 令和２年度
評 価 損 益 △２１ １４

令和元年度 令和２年度
評 価 損 益 ―― ――

計 算 手 法 再 評 価 法 基準月のイールドカーブ（期間ごとの市場金利）に金利ショック幅を加算し、変動後のイールドカーブ
で理論値を求め、基準月の現在価値とその理論値との差額を金利リスク量とする方法

コ ア 預 金

対 象 流動性預金（普通、貯蓄等）

算 定 方 法 過去の預金残高及び預金金利の推移をもとに、統計的分析により①高確率で滞留する額②市場
金利に追随しない額を求める方法

満 期 最長１０年以内
金 利 シ ョ ッ ク 上方パラレルシフト、下方パラレルシフト又はスティープ化
固 定 金 利 貸 出 期限前返済率のベースを３％とする
定 期 預 金 期限前解約率のベースを３４％とする
複数の通貨の集計方法 ⊿EVEは、正となる通貨のみを単純合算している。⊿NIIは、符合に関係なく通貨ごとの⊿NIIを単純合算している。
スプレッドに関する前提 考慮していない

そ の 他 の 前 提 保有投資信託の金利リスクは、修正デュレーションをもとにGPS 方式により計測。その他、金利リスクの算定に重大な影
響を及ぼす前提、また計測値の解釈や重要性に関する事項はない。

令和元年度 令和２年度
ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー ４，２５４ ４，６７１
マンデート方式を適用するエクスポージャー ―― ――
蓋然性方式（２５０％）を適用するエクスポージャー ―― ――
蓋然性方式（４００％）を適用するエクスポージャー ―― ――
フォールバック方式（１２５０％）を適用するエクスポージャー ―― ――

（単位：百万円）

（注）投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式等に含めて
記載しています。

（単位：百万円） （単位：百万円）

（注）「貸借対照表で確認され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評
価損益です。

（注）投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）にかかる売買損益は含まれ
ておりません。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関連会社の評価
損益です。
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コンプライアンス委員会
（事務局　経営管理部）

コンプライアンス統括部署
（経営管理部）

賞
罰
委
員
会

ホットライン

ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン

相談

顧問弁護士

営業店及び本部各部
コンプライアンス統括責任者

指導　バックアップ
コンプライアンス担当者

相談　研修会チェック職員

報告・相談・指示

■金利リスクに関する事項

法令等遵守（コンプライアンス）の体制

■コンプライアンス態勢
信用組合の業務は、中小企業等協同組合法などをはじめとして関係する各種法令に基づいて行われています。
特に金融機関は社会的責任と公共的使命が高く、金融業務において多くの遵守すべき法令・ルールがあり、お客さまの保護が求められてい

ます。
当組合では、法令等遵守（コンプライアンス）を経営上の最重要課題の一つとして位置付け、コンプライアンス委員会が、コンプライアンス・プ

ログラムに基づき、実施状況の検証を行っており、経営管理部が統括として全体の管理を行っています。
また、法令等遵守の認識を高めるため、役職員研修・実践を重ねることにより、コンプライアンス重視の企業風土を醸成し、お客さまの信頼性
向上に努めております。

■コンプライアンスの基本方針
１．社会的責任（CSR）と公共的使命
金融機関としての社会的責任と公共的使命を十分認識し、健全な業務運営を通じて、お客さま及び社会からの信頼・信用を確保します。

２．信頼の確保
法令、諸規則、諸規程の遵守（以下「コンプライアンス」という。）を通じて、社会的規範を逸脱することなく、誠実かつ公正に業務を遂行し

て、コンプライアンスの実践を図ります。
３．経営の透明性確保
その事業等の情報を適時かつ適切に開示して、広く社会とのコミュニケーションを図ります。

４．人間尊重の精神
職員の人格、個性を尊重するとともに、安全かつ快適な環境を確保します。

５．環境問題と社会貢献活動への取り組み
社会の構成員であること及び地域社会の発展や公共の利益に深く関わる業務に携わっていることを認識し、「良き企業市民」として、自主
的かつ積極的に社会貢献活動及び環境問題に取り組みます。
６．反社会的勢力との決別
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決します。

■コンプライアンス体制

■自己資本調達手段の概要
当組合の自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成さ

れています。
なお、当組合の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。

IRRBB１：金利リスク

項
番

イ ロ ハ ニ
⊿EVE ⊿ NII

当期末 前期末 当期末 前期末
１ 上方パラレルシフト ４，５１２ ９７６ △５７９ △５８５
２ 下方パラレルシフト － １，３７９ △３ △６
３ スティープ化 ３，７５４ ５０５
４ フ ラ ット 化
５ 短期金利上昇
６ 短期金利低下
７ 最 大 値 ４，５１２ １，３７９ △３ △６

ホ ヘ
当期末 前期末

８ 自己資本の額 ２０，０１９ １９，５０９

令和２年度
発 行 主 体 大分県信用組合
資 本 調 達 手 段 の 種 類 普通出資
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 １３，４９１
償 還 期 限 ――
一定の事由が生じた場合に償還等を可能とする
特約がある場合は、その概要 ――

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）１． 当局の開示定義に従い、⊿EVEのプラス表示は経済的価値減少、⊿NIIのプラス表示は期間収益減少を
示しております。

（注）２． 金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。

令和３年４月１日現在
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監事会

顧客保護等管理担当理事顧客保護等管理担当理事監査部監査部

統括部署
（経営管理部）
統括部署

（経営管理部）

顧客説明管理の
担当部署

ご意見・ご要望サポート
管理の担当部署

顧客情報管理の
担当部署

各営業部店担当者

利益相反管理の
担当部署

外部委託先管理の
担当部署

理事長 理事会
（常務会）

お客さまのご意見を真摯に受
け止め、満足していただける
金融サービスを実現するた
め、顧客保護および利便性の
向上に努めています。

顧客保護等管理の体制について

顧客説明管理態勢

お客さまへの説明を要する業務やリスク商品等を適切に販
売するために「説明マニュアル」等の規程を制定しております。
また、研修会や勉強会を開催し、知識と実践の向上に努めて
おります。

顧客情報管理態勢

お客さまの情報を適切に管理するために、「個人情報保護
規程」等を制定し、顧客情報の適切な管理に努めております。

利益相反管理態勢

当組合およびグループ会社とお客さまとの間における利益
相反のおそれのある取引に関し、法令や当組合の定める「利
益相反管理方針・規程」に基づき、お客さまの利益が不当に
害されることのないよう、適切に措置を講じ、業務を遂行してお
ります。

顧客保護等管理体制

個人情報保護の重要性に鑑み、個人情報の保護に関する法律および関係法令等を遵守して、お客さまの情報を厳格に管理し、お客さ
まのご希望に沿って取り扱うとともに、その正確性・機密保持に努めております。
個人情報の保護と利用に関する考え方および取り組み方針を示した「個人情報保護宣言」については、全店の店頭に掲示するととも

に、ホームページ（https://www.oita-kenshin.co.jp）でも公表しております。
なお、個人情報の取り扱いにつきましては、これからも適宜見直しを行い、改善してまいります。

顧客サポート等管理態勢

お客さまからのご意見・ご要望等を経営に反映させるため、
営業店内に「意見箱」の設置やホームページ上に「お問い合
わせ」ページを設けております。また、「ご意見・ご要望対応委員
会」を開催し、改善対応に努めております。

外部委託管理態勢

業務を外部業者に委託するにあたっては「外部委託取扱規
程」等を制定し、外部委託先においてお客さまの情報の管理
やお客さまへの対応が適切に行われるよう努めております。

令和３年４月１日現在
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相談窓口について

個人の皆さまや、中小企業・個人事業主の方 の々ご要望などに対
しまして、幅広いニーズにお応えできるように、窓口を設置しておりま
す。お気軽にご相談ください。
※以下に記載のない金融商品・サービスのご提供や、経営関連の

ご相談も広く承っておりますので、お近くの営業店にご相談ください。

■お借り入れの弁済負担軽減等に関するご相談窓口
お客さまの経営改善や再生の可能性を勘案しつつ、返済方法の
見直し等のお申込やご相談を承っております。
窓 口 お近くの営業店へご相談下さい。
受 付 日 月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および当組合の休業日は除く）
受付 時 間 午前９時～午後５時

■起業や経営支援等に関するご相談窓口
起業をお考えのお客さまや、高度・専門的な課題でお悩みの
方 に々対し、当組合がお客さまとともに解決策を導き出すためのご
相談窓口です。
窓 口 けんしん中小企業支援センター
受 付 日 月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および当組合の休業日は除く）
受付 時 間 午前９時～午後５時
電 話 ０９７―５７３―７２９７
電子メール kigyo@oita―kenshin.co.jp

■各種ローンや借り換えなどについてのご相談窓口
お客さまの状況と条件にあったローン商品をご紹介、または借り
換えをご検討している方 へ々のご相談窓口です。
窓 口 営業統括部
受 付 日 月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および当組合の休業日は除く）
受付 時 間 午前９時～午後５時
電 話 ０１２０―３９３―５２８（フリーダイヤル）
※お近くの営業店でも承っております。

■資産運用についてのご相談窓口
お客さまの資産状況にあった最適な金融商品・サービスをご提
供できるように、まずはご相談を承っております。
窓 口 営業統括部
受 付 日 月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および当組合の休業日は除く）
受付 時 間 午前９時～午後５時
電 話 ０１２０―３９３―５２８（フリーダイヤル）
※お近くの営業店でも承っております。

■ご意見等・紛争解決についての窓口
［ADR（裁判外紛争解決）に対応した窓口］
・ご意見等処理措置
ご契約内容や商品に関するご意見等は、お取引のある営業店ま
たは下記の窓口をご利用ください。
窓 口 経営管理部
受 付 日 月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および当組合の休業日は除く）
受付 時 間 午前９時～午後５時
電 話 ０１２０―７３７―２５３（フリーダイヤル）
なお、ご意見等対応の手続きについては、別途リーフレットを用意

しておりますのでお申し付けいただくか、ホームページ（https://
www.oita-kenshin.co.jp）をご覧ください。
保険業務に関する苦情は下記機関でも受け付けております。
一般社団法人生命保険協会 生命保険相談所（電話：０３―３２８６―２６４８）
一般社団法人日本損害保険協会 そんぽADRセンター（電話：０５７０―０２２８０８）
・紛争解決措置
福岡県弁護士会紛争解決センター（電話：０９２―７４１―３２０８）、東
京弁護士会紛争解決センター（電話：０３―３５８１―００３１）、第一東京
弁護士会仲裁センター（電話：０３―３５９５―８５８８）、第二東京弁護士
会仲裁センター（電話：０３―３５８１―２２４９）で紛争の解決を図ることも
可能ですので、ご利用を希望されるお客さまは、上記経営管理部ま
たは下記窓口までお申し出ください。また、お客さまから各弁護士会
に直接お申し出いただくことも可能です。なお、前記東京・第一東
京・第二東京弁護士会の各仲裁センターは、東京都以外の各地の
お客さまもご利用いただけます。
窓 口 一般社団法人 全国信用組合中央協会 しんくみ相談所
受 付 日 月曜日～金曜日

（土・日曜日、祝日および協会の休業日は除く）
受付 時 間 午前９時～午後５時
電 話 ０３―３５６７―２４５６
住 所 〒１０４―００３１ 東京都中央区京橋１―９―５

（全国信用組合会館内）
なお、仲裁センター等では、東京以外の地域の方 か々らの申立に
ついて、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手
続きを進める方法もあります。
① 移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件
を移管します。
例えば、福岡県弁護士会の仲裁センターに事件を移管し、
以後の手続きを当該弁護士会の仲裁センターで進めることが
できます。
② 現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士
会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議シス
テム等により、共同して解決に当たります。
例えば、大分県弁護士会（や福岡県弁護士会）の仲裁セン

ターにお越しいただき、当該弁護士会の斡旋人とは面談で、東
京の弁護士会の斡旋人とはテレビ会議システム等を通じてお
話しいただくことにより、手続きを進めることができます。
※移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施しているわけ

ではありませんのでご注意ください。具体的内容は仲裁センター等
にご照会ください。



負債及び純資産 令和元年度 令和２年度
（負債の部）

預 金 積 金 ４１８，５３０，８０７ ４５９，２５１，７６７
当 座 預 金 ２，３９０，５４４ ３，３５４，７５６
普 通 預 金 １３４，７７２，３５９ １６８，８１４，１６７
貯 蓄 預 金 ２２３，１００ ２２４，５２６
通 知 預 金 ５４４，６５０ １，４１９，３２６
定 期 預 金 ２６７，６８１，０９２ ２７１，３９５，９５７
定 期 積 金 １１，９２７，０８４ １３，０３８，４１２
そ の 他 の 預 金 ９９１，９７５ １，００４，６２１

譲 渡 性 預 金 ―― ――
借 用 金 ４７，１８２，２８４ ４７，９１７，８５６

借 入 金 ４７，１８２，２８４ ４７，９１７，８５６
当 座 借 越 ―― ――
再 割 引 手 形 ―― ――

売 渡 手 形 ―― ――
コ ー ル マ ネ ー ―― ――
売 現 先 勘 定 ―― ――
債券貸借取引受入担保金 ―― ――
コマーシャル・ペーパー ―― ――
外 国 為 替 ―― ――
外 国 他 店 預 り ―― ――
外 国 他 店 借 ―― ――
売 渡 外 国 為 替 ―― ――
未 払 外 国 為 替 ―― ――

そ の 他 負 債 １，０４８，３６８ １，２２５，１７１
未 決 済 為 替 借 ６０，６７３ ７５，５４７
未 払 費 用 ２６５，１９６ ２６３，７４８
給 付 補 填 備 金 ３，７２６ ３，６６９
未 払 法 人 税 等 １０，０００ ８３，０００
前 受 収 益 ２３４，８４４ ２２４，２０７
払 戻 未 済 金 ４３１，９１９ ５２１，９２８
職 員 預 り 金 ―― ――
先物取引受入証拠金 ―― ――
先物取引差金勘定 ―― ――
借 入 商 品 債 券 ―― ――
借 入 有 価 証 券 ―― ――
売 付 商 品 債 券 ―― ――
売 付 債 券 ―― ――
金 融 派 生 商 品 ―― ――
金融商品等受入担保金 ―― ――
リ ー ス 債 務 ―― ――
資 産 除 去 債 務 ―― ――
そ の 他 の 負 債 ４２，００８ ５３，０７０

賞 与 引 当 金 ８０，８９６ ７８，４４７
役 員 賞 与 引 当 金 ―― ――
退 職 給 付 引 当 金 ９２，５７８ ８３，２１０
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １３７，１８６ １２１，２２６
そ の 他 の 引 当 金 ６６，５７９ ８７，４３６
特 別 法 上 の 引 当 金 ―― ――

金融商品取引責任準備金 ―― ――
繰 延 税 金 負 債 ―― ――
再評価に係る繰延税金負債 ５０５，０００ ５０５，０００
債 務 保 証 １，３５６，１３３ １，１２８，８８８
負 債 の 部 合 計 ４６８，９９９，８３３ ５１０，３９９，００４

（純資産の部）
出 資 金 １３，０９２，７４０ １３，４９１，５２７
普 通 出 資 金 １２，９４２，７４０ １３，３４１，５２７
そ の 他 の 出 資 金 １５０，０００ １５０，０００

優 先 出 資 申 込 証 拠 金 ―― ――
資 本 剰 余 金 ―― ――
資 本 準 備 金 ―― ――
その他 資 本 剰 余 金 ―― ――

利 益 剰 余 金 ５，７９４，９７７ ６，０８３，００６
利 益 準 備 金 ２，７１４，０００ ２，７８４，０００
その他 利 益 剰 余 金 ３，０８０，９７７ ３，２９９，００６
特 別 積 立 金 ２，４００，０００ ２，４００，０００
（うち目的積立金） （ ――） （ ――）
当 期 未 処 分 剰 余 金
（または当期未処理損失金） ６８０，９７７ ８９９，００６

自 己 優 先 出 資 ―― ――
自己優先出資申込証拠金 ―― ――
組 合 員 勘 定 合 計 １８，８８７，７１７ １９，５７４，５３４
その他有価証券評価差額金 △２１３，４１１ ３６，９２７
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ―― ――
土 地 再 評 価 差 額 金 １，０６７，６１１ １，０６７，６１１
評価・換算差額等合計 ８５４，２００ １，１０４，５３８
純 資 産 の 部 合 計 １９，７４１，９１７ ２０，６７９，０７２
負債及び純資産の部合計 ４８８，７４１，７５１ ５３１，０７８，０７７

資 産 令和元年度 令和２年度
（資産の部）

現 金 ４，５９２，６２４ ４，２８３，１１９
預 け 金 １９５，４８２，８１２ １７６，７８４，８６９
買 入 手 形 ―― ――
コ ー ル ロ ー ン ―― ――
買 現 先 勘 定 ―― ――
債券貸借取引支払保証金 ―― ――
買 入 金 銭 債 権 ―― ――
金 銭 の 信 託 ―― ――
商 品 有 価 証 券 ―― ――

商 品 国 債 ―― ――
商 品 地 方 債 ―― ――
商 品 政 府 保 証 債 ―― ――
その他の商品有価証券 ―― ――

有 価 証 券 ５５，８３７，６４９ ９０，４０３，２２４
国 債 ５，７０４，４８２ １２，０４９，５７３
地 方 債 １７，６６２，７４５ ３２，７２０，７１８
短 期 社 債 ―― ――
社 債 ２７，８９０，８３９ ３９，７８７，２５２
株 式 ４１４，６９５ ７５５，９４９
そ の 他 の 証 券 ４，１６４，８８５ ５，０８９，７３０

貸 出 金 ２２４，５６５，６７８ ２５１，７５５，０８８
割 引 手 形 ８２２，９２２ ５５８，５９８
手 形 貸 付 １７，９９６，３１６ １５，７６８，６３５
証 書 貸 付 １９９，０９２，４３１ ２３０，２６２，９８１
当 座 貸 越 ６，６５４，００６ ５，１６４，８７２

外 国 為 替 ―― ――
外 国 他 店 預 け ―― ――
外 国 他 店 貸 ―― ――
買 入 外 国 為 替 ―― ――
取 立 外 国 為 替 ―― ――

そ の 他 資 産 ２，０１８，７９０ １，９６６，２３８
未 決 済 為 替 貸 ２３，１９８ ３４，６２９
全 信 組 連 出 資 金 １，１１１，７００ １，１１１，７００
前 払 費 用 １，３７３ ４２８
未 収 収 益 ４９７，７０７ ４６２，７７５
先物取引差入証拠金 ―― ――
先物取引差金勘定 ―― ――
保 管 有 価 証 券 等 ―― ――
金 融 派 生 商 品 ―― ――
金融商品等差入担保金 ―― ――
リ ー ス 投 資 資 産 ―― ――
そ の 他 の 資 産 ３８４，８１１ ３５６，７０５

有 形 固 定 資 産 ６，１９８，３２０ ６，２２４，４８３
建 物 １，００５，７８０ １，１３７，４５４
土 地 ４，６２７，５４４ ４，６２７，５４４
リ ー ス 資 産 ―― ――
建 設 仮 勘 定 ９７，９６３ ４，０５０
その他の有形固定資産 ４６７，０３２ ４５５，４３４

無 形 固 定 資 産 ４１，１５１ ５８，３５３
ソ フ ト ウ ェ ア ８，３６６ ２６，５２２
の れ ん ―― ――
リ ー ス 資 産 ―― ――
その他の無形固定資産 ３２，７８４ ３１，８３０

前 払 年 金 費 用 ―― ――
繰 延 税 金 資 産 ５８２，０４９ ４６４，９２０
再評価に係る繰延税金資産 ―― ――
債 務 保 証 見 返 １，３５６，１３３ １，１２８，８８８
貸 倒 引 当 金 △１，９３３，４５７ △１，９９１，１０９
（うち個別貸倒引当金） （△１，４６６，６６７）（△１，６１１，３１０）

資 産 の 部 合 計 ４８８，７４１，７５１ ５３１，０７８，０７７

経理・経営内容
貸借対照表 （単位：千円）
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貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

（１） 預け金（＊１） １７６，７８４ １７６，４５１ △３３３
（２） 有価証券 ８９，９０１ ９０，１５３ ２５２

満期保有目的の債券 １０，９０５ １１，１５８ ２５２
その他有価証券 ７８，９９５ ７８，９９５ －

（３） 貸出金（＊１） ２５１，７５５
貸倒引当金（＊２） １，９７５

２４９，７７９ ２４５，１７２ △４，６０６
金融資産計 ５１６，４６５ ５１１，７７７ △４，６８８

（１） 預金積金（＊１） ４５９，２５１ ４５９，５３４ ２８２
（２） 借用金 ４７，９１７ ４７，９１７ －

金融負債計 ５０７，１６９ ５０７，４５１ ２８２

（単位：百万円）

（＊１）預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる
金額」が含まれております。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注）１． 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未満を
切り捨てて表示しております。

（注）２． 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会
社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては事業
年度末の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、時価を把
握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により
行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しており
ます。

（注）３． 土地の再評価に関する法律（平成１０年法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行っており
ます。なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産に計上しておりま
す。
再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日

（旧杵築信用金庫については、平成１１年３月３１日）
当該事業用土地の再評価前の帳簿価額 ２，５０２百万円
当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 ４，０８２百万円
同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税
法第１６条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額に基づいて奥行
価格補正等合理的な調整を行って算出

同法第１０条に定める再評価を行った事業用土地の決算期における時価の合計額と当該事業用土地
の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 △１，８４５百万円

（注）４． 有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに平成２８年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用
しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ２０年～５０年 その他 ３年～１５年

（注）５． 無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自組合利用のソフトウェアについて
は、組合内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

（注）６． 外貨建の資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
（注）７． 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定並
びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（令和２年１０月８日）に規定する正常先債
権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間
の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績又は倒産実績を
基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これ
に将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、
債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と
認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額か
ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。な
お、当組合の貸出債権を資本的劣後ローンに転換し、当該ローンを債務者区分の判断において債務
者の資本と見なす場合においては、予想損失率に基づき引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店において第１次の査定を実施し、融資部にお
いて第２次の査定を実施した上で、営業関連部門から独立した監査部が検証を行っており、その検証
結果により上記の引き当てを行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権については、債権額から担保の評価額及び
保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し
ており、その金額は４，７４０百万円（累計額）であります。
（追加情報）
新型コロナウイルス感染症の影響により信用リスクが高まったと推測される飲食業及び宿泊業のうち
条件変更を行った、正常先、要注意先（その他）、要注意先（要管理先）については実績率を補正して
追加的な引当金７４百万円を計上しております。
感染症の収束時期等に関しては、参考となる前例や統一的見解がないため、収束時期を２０２２年４月
頃と想定する等、一定の仮定を置いた上で、入手可能な外部情報や予め定めている内部規定に則し
た経営意思決定機関の承認等に基づき、最善の見積もりを行っております。

（注）８． 賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事
業年度に帰属する額を計上しております。

（注）９． 退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見
込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。数理
計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。
数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理
また、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合型厚生年金基金）を
採用しております。当該企業年金制度に関する事項は次のとおりです。
（１） 制度全体の積立状況に関する事項（令和２年３月３１日現在）

年金資産の額 ３２６，１３０百万円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額 ２８２，１６９百万円
差引額 ４３，９６０百万円

（２） 制度全体に占める当組合の掛金拠出割合（自平成３１年４月１日 至令和２年３月３１日）
２．１８３％

（３） 補足説明
上記（１）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高２０，４８４百万円であ

る。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間２０年の元利均等償却であり、当組合は当
事業年度の計算書類上、特別掛金４４百万円を費用処理している。
なお、上記（２）の割合は当組合の実際の負担割合とは一致しない。

（注）１０． 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の
支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

（注）１１． 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるた
め、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額を計上しております。

（注）１２． 偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に基づく負担金の将来における支出に備えるた
め、将来の負担金支出見込額を計上しております。

（注）１３． 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
（注）１４． 理事及び監事に対する金銭債権総額 ２百万円
（注）１５． 理事及び監事に対する金銭債務総額 ２１４百万円
（注）１６． 子会社の株式の総額 １０百万円
（注）１７． 子会社に対する金銭債務総額 １５百万円
（注）１８． 有形固定資産の減価償却累計額 ６，２６０百万円
（注）１９． 貸出金のうち、破綻先債権額は１，０１９百万円、延滞債権額は４，８０１百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由によ
り元本又は利息の取立又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒
償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０
年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生
じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援
を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

（注）２０． 貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権額は９２百万円であります。
なお、３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日を起算日として３ヶ月以上
延滞している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

（注）２１． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息
の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び３ヶ月以上延滞債権に該当しないものであります。

（注）２２． 貸出金のうち、破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合
計額は５，９１３百万円であります。なお、（注）１９～２２に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

（注）２３． 手形割引により取得した商業手形の額面金額は、５５８百万円であります。
（注）２４． 担保に提供している資産は、次のとおりであります。

担保提供している資産 預 け 金 ４８，０２０百万円
有価証券 ７，５１４百万円

担保資産に対応する債務 借 用 金 ４７，９１５百万円
上記のほか、預け金１０，０７９百万円を公金取扱い２９百万円、為替決済保証金１０，０００百万円、及び仮
差押保証金５０百万円のために担保として提供しております。また、別途全信組連保障基金として１，３９９
百万円を差し入れております。

（注）２５． 出資１口当たりの純資産額１５４円９９銭
（注）２６． 金融商品の状況に関する事項

（１） 金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）

をしております。
（２） 金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事
業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒され
ております。
なお、外国証券の一部は、利子の受け取りにおいて為替の変動リスクに晒されているものがあり

ます。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。

（３） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当組合は、融資事務取扱規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金につい
て、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権へ
の対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか融資部並びに与信管理部、営業統括部により行わ
れ、また、定期的に経営陣による融資審査委員会や常務会及び理事会を開催し、審議・報告を
行っております。
さらに、与信管理の状況については、経営管理部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関し

ては、総合企画部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
② 市場リスクの管理
ⅰ 金利リスクの管理

当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
ALMに関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、

ALM小委員会及びALM委員会又は経営会議において決定されたALMに関する方針に
基づき、常務会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。
日常的には総合企画部及び経営管理部において金融資産及び負債の金利や期間を総

合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで
常務会に報告しております。
なお、ALMにより、金利の変動リスクをヘッジするための対応等について、ALM委員会等
で協議を行っています。
ⅱ 為替リスクの管理

当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
ⅲ 価格変動リスクの管理

有価証券を含む市場運用商品の保有については、ALM委員会等の方針に基づき、理事
会の監督の下、資金運用規程に従い行われております。
このうち、総合企画部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の
設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
総合企画部で保有している株式の多くは、事業推進目的で保有しているものであり、取引

先の市場環境や財務状況などをモニタリングしています。
これらの情報は総合企画部及び経営管理部を通じ、常務会及びALM委員会等におい
て定期的に報告されております。
ⅳ 市場リスクに係る定量的情報

当組合では、「有価証券」のうち債券、株式及び投資信託、「貸出金」、「預け金」、「預金積
金」、「借用金」の市場リスク量をVaRにより月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額
の範囲内となるよう管理しております。
当組合のVaRは「有価証券」にあたっては分散共分散法（保有期間６０日、信頼区間片

側９９％、観測期間２４０営業日）、「貸出金」、「預け金」、「預金積金」、「借用金」、「有価証券」
の内債券にあたってはモンテカルロシミュレーション法（保有期間１２０日、信頼区間片側
９９％、観測期間２５０営業日）により算出しております。
なお、当組合では、VaRによる市場リスク計測の有効性を確認するため、日々のVaRと損
益を比較するバックテストを定期的に行っています。
ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リ
スク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスク
は捕捉できない場合があります。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境

を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。
（４） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているた
め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開示

しております。
（注）２７． 金融商品の時価等に関する事項

令和３年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、
時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（１） 預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定
し、当該現在価値を時価とみなしております。

（２） 有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ

ております。投資信託は、公表されている基準価格によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については（注）２８．に記載しており

ます。
（３） 貸出金

貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸
倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代
わる金額として記載しております。
① ６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、その
貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）。
② ①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を同様の新
規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いた価額を時価とみなしております。

金融負債
（１） 預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価とみなして
おります。定期預金の時価は、一定の金額帯及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成
し、元利金の合計額を一種類の店頭表示利率で割り引いた価額を時価とみなしております。

（令和２年度貸借対照表の注記事項）
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区 分 貸借対照表計上額
子会社株式（＊１） １０
非上場株式（＊１）（＊２） ４７４
組合出資金（＊３） １７

合 計 ５０１

（単位：百万円）

（＊１）子会社株式及び非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極め
て困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

（＊２）当事業年度において、非上場株式について０百万円減損処理を行っております。
（＊３）組合出資金は、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対

象とはしておりません。

貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

地方債 ５，８０７百万円 ６，０５４百万円 ２４７百万円
社 債 １，９９９ ２，０１５ １６
その他 － － －
小 計 ７，８０６ ８，０７０ ２６３

貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

地方債 １，７９８百万円 １，７９２百万円 △６百万円
社 債 １，３００ １，２９４ △５
その他 － － －
小 計 ３，０９８ ３，０８７ △１１
合 計 １０，９０５ １１，１５８ ２５２

【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】

（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。

貸借対照表
計 上 額 取得原価 差 額

株 式 ２１６百万円 １８６百万円 ２９百万円
債 券 ３４，０７０ ３３，７１５ ３５４
国 債 ５，１２７ ５，０４５ ８１
地方債 １１，６８１ １１，５３８ １４３
社 債 １７，２６１ １７，１３１ １３０

その他 ２，７２８ ２，３９２ ３３６
小 計 ３７，０１５ ３６，２９３ ７２１

貸借対照表
計 上 額 取得原価 差 額

株 式 ５５百万円 ７０百万円 △１５百万円
債 券 ３９，５８１ ４０，０２０ △４３８
国 債 ６，９２２ ７，００６ △８４
地方債 １３，４３３ １３，５１７ △８３
社 債 １９，２２５ １９，４９６ △２７１

その他 ２，３４３ ２，５５９ △２１５
小 計 ４１，９８０ ４２，６５０ △６６９
合 計 ７８，９９５ ７８，９４４ ５１

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

（注）１． 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計上した
ものであります。

２． その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて
著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものに
ついては、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当事業年度の
損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。当事業年度における減損処理
額はありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は以下のとおり定めております。
① 時価が取得原価に比べて５０％以上下落した場合。
② 時価が取得原価に比べて３０％以上５０％未満下落した場合は、過去の一定期間の
下落率を勘案します。

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債 券 １，６６４百万円 １８，１６４百万円 ４９，１１１百万円 １５，１１３百万円
国 債 ５１２ ４，１２２ － ７，４１４
地方債 １５０ ５，５７８ ２１，９３１ ５，０５９
社 債 １，０００ ８，４６３ ２７，１８０ ２，６３９

その他 － ３２０ － －
合 計 １，６６４ １８，４８５ ４９，１１１ １５，１１３

（２） 借用金
借用金については、無利息で借入しており、同様の借入をしても利率が変わらないため、帳

簿価額を時価としております。
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価

情報には含まれておりません。

（注）２８． 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
（１） 売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（２） 満期保有目的の債券

【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】

（３） 子会社株式で時価のあるものはありません。
（４） その他有価証券

【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

（注）２９． 当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
売却価額 売却益 売却損

８，９９９百万円 １０２百万円 －
（注）３０． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとお

りであります。

（注）３１． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場
合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約す
る契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、２０，１５４百万円であります。このうち原契約
期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが２０，１５４百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受けた
融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。また、契約時に
おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている
当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等
を講じております。

（注）３２． 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
個別貸倒引当金損金算入限度超過額 １，５６０百万円
貸出金償却損金算入限度超過額 １０６
固定資産減損損失損金算入限度超過額 ７５
減価償却損金算入限度超過額 ５７
役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 ３３
有価証券減損損失損金算入限度超過額 ２４
退職給付引当金損金算入限度超過額 ２３
その他 ７０
繰延税金資産小計 １，９５２
評価性引当額 △１，４７３

繰延税金資産合計 ４７９
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 １４
繰延税金負債合計 １４
繰延税金資産の純額 ４６４百万円

（注）３３． 表示方法の変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第３１号）を当事業年度から適用し、重要
な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

（注）３４． 会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に
係る計算書類に重要な影響を与える可能性のあるものは、次のとおりです。
繰延税金資産 ４７９百万円

当組合は、当事業年度末における繰延税金資産の回収可能性の判断にあたり、会計上の見積りを
行っております。
当組合は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第２６号最終
改正平成３０年２月１６日）に基づき企業分類を（分類３）としておりますが、当事業年度末における有
税引当金の残高は５，５７４百万円あり、大口債務者の処理の状況によっては企業分類の見直しが必要
となります。
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科 目 令和元年度 令和２年度
特 別 利 益 ７，６４７ １，１６５
固 定 資 産 処 分 益 ―― ――
負 の の れ ん 発 生 益 ―― ――
金融商品取引責任準備金取崩額 ―― ――
そ の 他 の 特 別 利 益 ７，６４７ １，１６５
特 別 損 失 ３，９２８ ３４７
固 定 資 産 処 分 損 １，９８０ ２８６
減 損 損 失 １，０２０ ６１
金融商品取引責任準備金繰入額 ―― ――
そ の 他 の 特 別 損 失 ９２７ ――
税 引 前 当 期 純 利 益 ３５２，９６４ ５７４，４３４
法人税、住民税及び事業税 １０，９６９ ８４，８７３
法 人 税 等 調 整 額 １００，７０９ １０２，７６８
法 人 税 等 合 計 １１１，６７８ １８７，６４１
当 期 純 利 益 ２４１，２８６ ３８６，７９２
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） ４３９，６９１ ５１２，２１４
目 的 積 立 金 取 崩 額 ―― ――
自 己 優 先 出 資 取 崩 額 ―― ――
土地再評価差額金取崩額 ―― ――
当 期 未 処 分 剰 余 金 ６８０，９７７ ８９９，００６

科 目 令和元年度 令和２年度
経 常 収 益 ６，４７０，５６９ ６，０５１，６３５
資 金 運 用 収 益 ５，５６８，９９５ ５，５１８，１４０
貸 出 金 利 息 ４，５７５，３９４ ４，７９０，２８９
預 け 金 利 息 ２４４，９６０ ２３６，３３６
買 入 手 形 利 息 ―― ――
コー ルローン 利 息 ―― ――
買 現 先 利 息 ―― ――
債券貸借取引受入利息 ―― ――
有価証券利息配当金 ７１２，２５０ ４５２，２８０
金利スワップ受入利息 ―― ――
その他の受 入 利 息 ３６，３８８ ３９，２３４
役 務 取 引 等 収 益 ３７７，７７０ ３７９，２０５
受 入 為 替 手 数 料 １６８，６０９ １６４，３６０
その他の役 務 収 益 ２０９，１６０ ２１４，８４４
そ の 他 業 務 収 益 ４０７，６３０ ９２，２５４
外 国 為 替 売 買 益 ―― ――
商品有価証券売買益 ―― ――
国債等債券売却益 ３９６，２１２ ８３，９４４
国債等債券償 還 益 ―― ――
金融派生商品収益 ―― ――
その他の業 務 収 益 １１，４１８ ８，３０９
そ の 他 経 常 収 益 １１６，１７３ ６２，０３５
貸倒引当金戻 入 益 ―― ――
償 却 債 権 取 立 益 ５９，６５７ ３１，９２１
株 式 等 売 却 益 ２０，０６３ １８，２２３
金銭の信 託 運 用 益 ―― ――
その他の経 常 収 益 ３６，４５１ １１，８９０

経 常 費 用 ６，１２１，３２４ ５，４７８，０２０
資 金 調 達 費 用 １９５，３７２ １７６，４７５
預 金 利 息 １９２，１７４ １７４，５２５
給付補填備金繰入額 ３，１９７ １，９４９
譲 渡 性 預 金 利 息 ―― ――
借 用 金 利 息 ―― ――
売 渡 手 形 利 息 ―― ――
コール マネー 利 息 ―― ――
売 現 先 利 息 ―― ――
債券貸借取引支払利息 ―― ――
コマーシャル・ペーパー利息 ―― ――
金利スワップ支払利息 ―― ――
その他の支 払 利 息 ―― ――
役 務 取 引 等 費 用 ５４０，１５５ ５３４，２１０
支 払 為 替 手 数 料 ９４，７２８ ９０，６１９
その他の役 務 費 用 ４４５，４２６ ４４３，５９１
そ の 他 業 務 費 用 ４，０７２ ４，１６４
外 国 為 替 売 買 損 ―― ――
商品有価証券売買損 ―― ――
国債等債券売却損 ―― ――
国債等債券償還損 ―― ――
国 債 等 債 券 償 却 ―― ――
金融派生商品費用 ―― ――
その他の業 務 費 用 ４，０７２ ４，１６４
経 費 ３，７７７，３４３ ３，７５３，４９９
人 件 費 ２，３６３，６３２ ２，３１７，７０３
物 件 費 １，３３７，１００ １，３５７，１３２
税 金 ７６，６１０ ７８，６６３

そ の 他 経 常 費 用 １，６０４，３７９ １，００９，６６９
貸倒引当金繰 入 額 １，４０７，５８９ ６８０，９４４
貸 出 金 償 却 ―― ――
株 式 等 売 却 損 ２，６７３ １，５９０
株 式 等 償 却 ４３４ ３４
金銭の信 託 運 用 損 ―― ――
そ の 他 資 産 償 却 ７８，１３７ ７８，４５３
その他の経 常 費 用 １１５，５４４ ２４８，６４６

経 常 利 益 ３４９，２４５ ５７３，６１５

損益計算書 （単位：千円）

（令和２年度損益計算書の注記事項）

（注）１． 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未満
を切り捨てて表示しております。

（注）２． 子会社との取引による収益総額 １百万円
子会社との取引による費用総額 ８６百万円

（注）３． 出資１口当たりの当期純利益 ２円９３銭
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令 和 ３ 年 ６ 月 ２５ 日
大分県信用組合

理事長 𠮷野 一彦

法定監査の状況
当組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の８第３項に規定する特定信用組合に該当しておりますので、「貸借対

照表」「損益計算書」「剰余金処分計算書」「附属明細書」については、会計監査人である監査法人アイ・ピー・オーの監査を受け、
適法と認められております。

代表理事による財務諸表の正確性と内部監査の有効性

私は当組合の令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの第６８
期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分
計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確
認いたしました。

令和元年度 令和２年度
当 期 未 処 分 剰 余 金 ６８０，９７７，０３９ ８９９，００６，８１８
積 立 金 取 崩 額 ―― ――
目 的 積 立 金 取 崩 額 ―― ――
特 別 積 立 金 取 崩 額 ―― ――
剰 余 金 処 分 額 １６８，７６２，７４１ １９４，７４４，７３１

普通出資に対する配当金 ９８，７６２，７４１
（年０．８％の割合）

１０４，７４４，７３１
（年０．８％の割合）

優先出資に対する配当金 ―― ――
利 益 準 備 金 ７０，０００，０００ ９０，０００，０００
特 別 積 立 金 ―― ――
経 営 安 定 化 積 立 金 ―― ――
繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ） ５１２，２１４，２９８ ７０４，２６２，０８７

令和元年度 令和２年度
資金運用収益 ５，５６８，９９５ ５，５１８，１４０
資金調達費用 １９５，３７２ １７６，４７５

資 金 運 用 収 支 ５，３７３，６２２ ５，３４１，６６４
役務取引等収益 ３７７，７７０ ３７９，２０５
役務取引等費用 ５４０，１５５ ５３４，２１０

役 務 取 引 等 収 支 △１６２，３８５ △１５５，００５
その他業務収益 ４０７，６３０ ９２，２５４
その他業務費用 １０ ０

その他の業務収支 ４０７，６２０ ９２，２５４
業 務 粗 利 益 ５，６１８，８５８ ５，２７８，９１３
業 務 粗 利 益 率 １．１６％ １．０３％

令和元年度 令和２年度
業 務 純 益 １，９６１，６８８ １，６０８，２４０
実 質 業 務 純 益 １，８３７，４５２ １，５２１，２４９
コ ア 業 務 純 益 １，４４１，２３９ １，４３７，３０４
コ ア 業 務 純 益
（除く投資信託解約損益） １，１７３，２６４ １，４１６，１６４

令和元年度 令和２年度
期末残高 増減額 期末残高 増減額

受 取 利 息 ５，５６８，９９５ ３７４，５６２ ５，５１８，１４０ △５０，８５５
支 払 利 息 １９５，３７２ △１２，４８７ １７６，４７５ △１８，８９７

剰余金処分計算書 （単位：円）

粗利益及び業務純益等 （単位：千円） （単位：千円）

（注）１． 業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×１００
（注）２． 業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
（注）３． 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
（注）４． コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益

受取利息及び支払利息の増減 （単位：千円）
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令和元年度 令和２年度
人 件 費 ２，３８３，３０９ ２，３５６，６８１
報 酬 給 料 手 当 １，９１９，７７９ １，８７６，８５９
退 職 給 付 費 用 １８９，９６３ １８７，７４１
そ の 他 ２７３，５６６ ２９２，０８０
物 件 費 １，３４１，１６３ １，３６１，２９７
事 務 費 ５５７，５３３ ５７８，２９０
（うち旅費・交通費） （ １３，９７２） （ ８，２５８）
（ う ち 通 信 費 ） （ ６２，４３４） （ ６２，４９９）
（うち事務機械賃借料） （ １，７３９） （ １，８３２）
（うち事 務 委 託 費 ） （ ３５６，５２６） （ ３６８，５８８）
固 定 資 産 費 ２７８，９７８ ２９５，０７８
（うち土地建物賃借料） （ ２６，９０３） （ ２７，０４６）
（うち保 全 管 理 費 ） （ １６８，４８１） （ １８４，５８９）
事 業 費 １６２，４９７ １４４，３００
（うち広 告 宣 伝 費 ） （ ８６，３９６） （ ８２，６４９）
（うち交際費・寄贈費・諸会費） （ ６６，４１３） （ ５０，２８３）
人 事 厚 生 費 ３４，４２３ ４５，７４４
減 価 償 却 費 １７１，５６７ １６０，８２３
そ の 他 １３６，１６２ １３７，０５９
税 金 ７６，６１０ ７８，６６３
合 計 ３，８０１，０８３ ３，７９６，６４２

令和元年度 令和２年度
役 務 取 引 等 収 益 ３７７，７７０ ３７９，２０５

受 入 為 替 手 数 料 １６８，６０９ １６４，３６０
その他の受入手数料 ２０９，１３４ ２１４，７２８
その他の役務取引等収益 ２６ １１５

役 務 取 引 等 費 用 ５４０，１５５ ５３４，２１０
支 払 為 替 手 数 料 ９４，７２８ ９０，６１９
その他の支払手数料 １，０６１ １，００２
その他の役務取引等費用 ４４４，３６５ ４４２，５８８

年 度 平均残高 利 息 利 回

資 金 運 用 勘 定
令和元年度 ４８１，３９２ 百万円 ５，５６８，９９５ 千円 １．１５ ％
令和２年度 ５１１，０１２ ５，５１８，１４０ １．０７

う ち 貸 出 金
令和元年度 ２１６，２９１ ４，５７５，３９４ ２．１１
令和２年度 ２３７，４３０ ４，７９０，２８９ ２．０１

う ち 預 け 金
令和元年度 １９１，７８６ ２４４，９６０ ０．１２
令和２年度 １９４，５６７ ２３６，３３６ ０．１２

う ち 有 価 証 券
令和元年度 ７２，２００ ７１２，２５０ ０．９８
令和２年度 ７７，９０２ ４５２，２８０ ０．５８

資 金 調 達 勘 定
令和元年度 ４６８，２０４ １９５，３７２ ０．０４
令和２年度 ４９８，２３８ １７６，４７５ ０．０３

う ち 預 金 積 金
令和元年度 ４２１，８２５ １９５，３７２ ０．０４
令和２年度 ４４８，３８８ １７６，４７５ ０．０３

うち 譲 渡 性 預 金
令和元年度 ―― ―― ――
令和２年度 ―― ―― ――

う ち 借 用 金
令和元年度 ４６，３７７ ―― ――
令和２年度 ４９，８４７ ―― ――

令和元年度 令和２年度
総 資 産 経 常 利 益 率 ０．０７ ０．１１
総資産当期純利益率 ０．０４ ０．０７

令和元年度 令和２年度
資 金 運 用 利 回（ａ） １．１５ １．０７
資金調達原価率（ｂ） ０．８４ ０．７８
総 資 金 利 鞘（ａ－ｂ） ０．３１ ０．２９

経費の内訳 （単位：千円） 役務取引の状況 （単位：千円）

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

総資産利益率 （単位：％） 総資金利鞘等 （単位：％）

Disclosure 2021

資
料
編
／
計
数
資
料（
単
体
）

４７



令和元年度 令和２年度
外 国 為 替 売 買 益 ―― ――
商品有価証券売買益 ―― ――
国 債 等 債 券 売 却 益 ３９６，２１２ ８３，９４４
国 債 等 債 券 償 還 益 ―― ――
金 融 派 生 商 品 収 益 ―― ――
そ の 他 の 業 務 収 益 １１，４１８ ８，３０９
その他業務収益 合 計 ４０７，６３０ ９２，２５４

年 度 取得価格または契約価格 時 価 評価損益

有 価 証 券
令和元年度 ５６，０５１ ５６，１２５ ７４
令和２年度 ９０，３５１ ９０，６５５ ３０３

金 銭 の 信 託
令和元年度 ―― ―― ――
令和２年度 ―― ―― ――

デリバティブ等商品
令和元年度 ―― ―― ――
令和２年度 ―― ―― ――

令和元年度 令和２年度
１店舗当りの預金残高 １１，３１１ １２，０８５
１店舗当りの貸出金残高 ６，０６９ ６，６２５

令和元年度 令和２年度
常勤役職員１人当りの預金残高 ９８４ １，０７８
常勤役職員１人当りの貸出金残高 ５２８ ５９０

令和元年度 令和２年度

預 貸 率
期 末 ５３．６５ ５４．８１
期中平均 ５１．２７ ５２．９５

預 証 率
期 末 １３．３４ １９．６８
期中平均 １７．１１ １７．３７

令和元年度 令和２年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

流動性預金 １３２，０５３ ３１．３１ １５６，１０５ ３４．８１
定期性預金 ２８９，３９４ ６８．６１ ２９１，９３５ ６５．１１
譲渡性預金 ―― ―― ―― ――
その他の預金 ３７７ ０．０９ ３４７ ０．０８
合 計 ４２１，８２５ １００．００ ４４８，３８８ １００．００

令和元年度 令和２年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

定 期 預 金 ２６７，６８１ １００．００ ２７１，３９５ １００．００
固定金利 ２６５，３５７ ９９．１３ ２７１，３６９ ９９．９９
変動金利 ２，３２３ ０．８７ ２６ ０．０１

その他業務収益の内訳 （単位：千円）

有価証券、金銭の信託等の取得価格または契約価格、時価及び評価損益 （単位：百万円）

（注）１． 有価証券、金銭の信託の「時価」は、上場有価証券については決算日時価、非上場有価証券について価格等の算定が可能なもの（店頭売買有価証券については証券
業協会が公表する売買価格等、公募債権については証券業協会が公表する公社債店頭気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格、証券投資信
託の受益証券については基準価格）については時価相当額、その他のものは帳簿価格です。

（注）２． デリバティブ等商品とは、預金等と協同組合による金融事業に関する法律施行規則第４１条第１項第５号に掲げる取引（金融先物取引、金融等デリバティブ取引、先物
外国為替取引、有価証券デリバティブ取引等）を組み合せた商品です。

1店舗当りの預金及び貸出金残高 （単位：百万円） 常勤役職員1人当りの預金及び貸出金残高（単位：百万円）

預貸率及び預証率 （単位：％）

資金調達

預金科目別平均残高 （単位：百万円、％） 金利区分別定期預金残高 （単位：百万円、％）

（注）１． 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
２． 定期性預金＝定期預金＋定期積金
３． その他の預金＝別段預金＋納税準備預金
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令和元年度 令和２年度
財形貯蓄残高 ３４ ２９

令和元年度 令和２年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

個 人 ２９５，２２０ ７０．５４ ３１２，８５４ ６８．１２
法 人 １２３，３１０ ２９．４６ １４６，３９７ ３１．８８

一般法人 ５２，７４６ １２．６０ ６９，５１４ １５．１４
金融機関 ６０ ０．０１ ９３ ０．０２
公 金 ５３，３２７ １２．７４ ５８，８７８ １２．８２
非課税法人
／任意団体 １７，１７５ ４．１０ １７，９１１ ３．９０

合 計 ４１８，５３０ １００．００ ４５９，２５１ １００．００

令和元年度 令和２年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

割 引 手 形 １，０４３ ０．４８ ５４９ ０．２３
手 形 貸 付 １５，４２９ ７．１３ １６，７５０ ７．０５
証 書 貸 付 １９４，０４１ ８９．７１ ２１４，８２０ ９０．４８
当 座 貸 越 ５，７７７ ２．６７ ５，３０９ ２．２４
合 計 ２１６，２９１ １００．００ ２３７，４３０ １００．００

令和元年度 令和２年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

貸 出 金 ２２４，５６５ １００．００ ２５１，７５５ １００．００
固定金利 ６５，４３０ ２９．１４ ８６，５６８ ３４．３９
変動金利 １５９，１３５ ７０．８６ １６５，１８６ ６５．６１

令和元年度 令和２年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

国 債 ６，４０３ ８．８７ ８，７４４ １１．２２
地 方 債 ２６，３２２ ３６．４６ ２６，７４７ ３４．３３
短 期 社 債 ―― ―― ―― ――
社 債 ３３，８１２ ４６．８３ ３７，４２８ ４８．０５
株 式 ４２５ ０．５９ ４９３ ０．６３
外 国 証 券 ６８７ ０．９５ ２９５ ０．３８
その他の証券 ４，５５０ ６．３０ ４，１９２ ５．３８
合 計 ７２，２００ １００．００ ７７，９０２ １００．００

令和元年度 令和２年度
国債 地方債 短期社債 社債 株式 その他の証券 国債 地方債 短期社債 社債 株式 その他の証券

うち外国証券 うち外国証券
１ 年 以 下 １，０２０ ―― ―― １，１０１ ―― ―― ―― ５１２ １５０ ―― １，０００ ―― ―― ――
１年超３年以下 ２，５７１ １，５１９ ―― ２，２２３ ―― ２３２ ２１６ ２，５４１ ２，７３３ ―― ２，８９６ ―― ２２３ ２１２
３年超５年以下 １，５５３ ３，４５１ ―― ４，４６９ ―― ―― ―― １，５８１ ２，８４５ ―― ５，５６７ ―― １１４ １０８
５年超７年以下 ５５８ ２，９６１ ―― ５，２９３ ―― １１２ １０６ ―― ６，４７０ ―― ６，５８６ ―― ―― ――
７年超１０年以下 ―― ９，１３０ ―― １４，１８２ ―― ―― ―― ―― １５，４６１ ―― ２０，５９３ ―― ―― ――
１０ 年 超 ―― ５９９ ―― ６２０ ―― ―― ―― ７，４１４ ５，０５９ ―― ２，６３９ ―― ―― ――
期間の定めのないもの ―― ―― ―― ―― ４１４ ３，８１９ ―― ―― ―― ―― ５０３ ７５５ ４，７５１ ――
合 計 ５，７０４ １７，６６２ ―― ２７，８９０ ４１４ ４，１６４ ３２２ １２，０４９ ３２，７２０ ―― ３９，７８７ ７５５ ５，０８９ ３２０

財形貯蓄残高 （単位：百万円） 預金者別預金残高 （単位：百万円、％）

資金運用
貸出金科目別平均残高 （単位：百万円、％） 金利区分別貸出金残高 （単位：百万円、％）

有価証券種類別平均残高 （単位：百万円、％）

有価証券残存期間別残高 （単位：百万円）
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令和元年度 令和２年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

運 転 資 金 １０４，３２２ ４６．４６ １２１，０９１ ４８．１０
設 備 資 金 １２０，２４３ ５３．５４ １３０，６６３ ５１．９０
合 計 ２２４，５６５ １００．００ ２５１，７５５ １００．００

令和元年度 令和２年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

消費者ローン １３，０４９ ２５．１０ １２，７８１ ２２．１９
住 宅ローン ３８，９３６ ７４．９０ ４４，８１０ ７７．８１
合 計 ５１，９８５ １００．００ ５７，５９２ １００．００

令和元年度 令和２年度
貸出金償却額 ０ ０

令和元年度 令和２年度
貸出金 債務保証見返 貸出金 債務保証見返

当 組 合 預 金 ２，０１１ ２４ １，９９３ １８
有 価 証 券 ５ ―― ５ ――
動 産 ―― ―― ―― ――
不 動 産 ９０，８３０ ３１２ ９５，５７０ ２１０
そ の 他 １ ―― １ ――
小 計 ９２，８４７ ３３６ ９７，５７０ ２２９
信用保証協会・信用保険 １３，０９１ ４８ ３３，７３９ ３３
保 証 ７７，５０４ ８８２ ８０，２３８ ７８１
信 用 ４１，１４４ ８８ ４０，３７９ ８３
合 計 ２２４，５８８ １，３５６ ２５１，９２８ １，１２８

令和元年度 令和２年度
金 額 増減額 金 額 増減額

一般貸倒引当金 ４６６ △１２４ ３７９ △８６
個別貸倒引当金 １，４６６ △１，０４０ １，６１１ １４４
貸倒引当金合計 １，９３３ △１，１６５ １，９９１ ５７

令和元年度 令和２年度
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

製 造 業 ７，６３９ ３．４０ ９，１１９ ３．６２
農 業 、 林 業 １，６６９ ０．７４ １，７８１ ０．７０
漁 業 ７６０ ０．３３ ７８９ ０．３１
鉱業、採石業、砂利採取業 ６０７ ０．２７ ６８９ ０．２７
建 設 業 １３，０４１ ５．８０ １６，４８０ ６．５４
電気、ガス、熱供給、水道業 ９７２ ０．４３ １，０７８ ０．４２
情 報 通 信 業 ７８２ ０．３４ １，０８７ ０．４３
運 輸 業 、 郵 便 業 ４，３６４ １．９４ ５，３５７ ２．１２
卸 売 業 、 小 売 業 １４，８０３ ６．５９ １７，４６４ ６．９３
金 融 業 、 保 険 業 １，２９７ ０．５７ １，３２２ ０．５２
不 動 産 業 ３０，８８３ １３．７５ ３４，０９５ １３．５４
物 品 賃 貸 業 ５８８ ０．２６ ６１７ ０．２４
学術研究、専門・技術サービス業 １，４９４ ０．６６ １，９５９ ０．７７
宿 泊 業 １６，５８７ ７．３８ １７，６６４ ７．０１
飲 食 業 ３，１９１ １．４２ ４，３４４ １．７２
生活関連サービス業、娯楽業 ８，８６７ ３．９４ １０，３３５ ４．１０
教 育 、学 習 支 援 業 １，９１３ ０．８５ １，７８９ ０．７１
医 療 、 福 祉 ９，４９５ ４．２２ １１，７１７ ４．６５
そ の 他 の サ ー ビ ス ７，５０５ ３．３４ ９，６０８ ３．８１
そ の 他 の 産 業 ４，０１２ １．７８ ４，８８４ １．９４
小 計 １３０，４７６ ５８．１０ １５２，１８８ ６０．４５
国・地 方 公 共 団 体 等 ３０，８１１ １３．７２ ３１，１５３ １２．３７
個人（住宅・消費・納税資金等） ６３，２７７ ２８．１７ ６８，４１２ ２７．１７
合 計 ２２４，５６５ １００．００ ２５１，７５５ １００．００

貸出金使途別残高 （単位：百万円、％） 消費者ローン・住宅ローン残高 （単位：百万円、％）

貸出金償却額 （単位：百万円）

貸出金業種別残高・構成比 （単位：百万円、％）

（注）業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しています。

貸出金及び債務保証見返の担保別残高 （単位：百万円） 貸倒引当金の内訳 （単位：百万円）
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（注）１．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続している
ことその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものと
して未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下
「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、①会社更生法又は、金融機関等
の更正手続の特例等に関する法律の規定による更正手続開始の申立てが
あった債務者、②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった
債務者、③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者、④
会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換
所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

（注）２．「延滞債権」とは、上記１及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建
等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の未収
利息不計上貸出金です。

（注）３．「３ヶ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日か
ら３ヶ月以上延滞している貸出金（上記１及び２を除く）です。

（注）４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金
利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に
有利となる取決めを行った貸出金（上記１～３を除く）です。

（注）５．「担保・保証等（Ｂ）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保
証による回収が可能と認められる額です。

（注）６．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当
てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当
金は含まれておりません。

（注）７．「保全率（Ｂ＋Ｃ）／（Ａ）」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸
倒引当金を設定している割合です。

（注）８． これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認
められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、
全てが損失となるものではありません。

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等
の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

（注）２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約
に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。

（注）３．「要管理債権」とは、「３ヶ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。

（注）４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれら
に準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権です。

（注）５．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能
と認められる額の合計額です。

（注）６．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。

残 高
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率（％）
（B＋C）/（A）

破 綻 先 債 権
令和元年度 １，２５６ ９３３ ３２２ １００．００％
令和２年度 １，０１９ ７５３ ２６６ １００．００％

延 滞 債 権
令和元年度 ５，２２６ ２，５９６ １，０５９ ６９．９３％
令和２年度 ４，８０１ ２，２６５ １，２６２ ７３．４９％

３ヶ月以上延滞債権
令和元年度 ４８ ２６ ２１ １００．００％
令和２年度 ９２ ４８ ４４ １００．００％

貸出条件緩和債権
令和元年度 ３２４ ３７ １４５ ５６．３６％
令和２年度 ０ ０ ０ ０．００％

合 計
令和元年度 ６，８５６ ３，５９４ １，５４９ ７５．０１％
令和２年度 ５，９１３ ３，０６８ １，５７２ ７８．４８％

債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）＝（B）＋（C）

保全率
（D）/（A）

貸倒引当金引当率
（C）/（A－B）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

令和元年度 ２，４４９ １，８２２ ６２６ ２，４４９ １００．００％ １００．００％
令和２年度 ２，１５８ １，５８１ ５７７ ２，１５８ １００．００％ １００．００％

危 険 債 権
令和元年度 ４，１５７ １，７９７ ７８８ ２，５８５ ６２．２０％ ３３．４０％
令和２年度 ３，７２３ １，４６９ ９５０ ２，４２０ ６４．９９％ ４２．１７％

要 管 理 債 権
令和元年度 ３７３ ６７ １３７ ２０４ ５４．７１％ ４４．７６％
令和２年度 ９４ ４９ ４４ ９４ １００．００％ １００．００％

不 良 債 権 計
令和元年度 ６，９８０ ３，６８７ １，５５１ ５，２３９ ７５．０６％ ４７．１３％
令和２年度 ５，９７７ ３，１００ １，５７３ ４，６７３ ７８．１９％ ５４．６８％

正 常 債 権
令和元年度 ２１９，１３３
令和２年度 ２４７，１５４

合 計
令和元年度 ２２６，１１３
令和２年度 ２５３，１３２

リスク管理債権・金融再生法開示債権

リスク管理債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）

金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）
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●オフバランス取引の状況
該当ありません。

●先物取引の時価情報
該当ありません。

●オプション取引の時価情報
該当ありません。

●公共債ディーリング実績
該当ありません。

●商品有価証券の種類別平均残高
該当ありません。

●外国為替取扱実績
外国為替業務は全国信用協同組合連合会の
取次業務を行っております。

令和元年度 令和２年度
国 債 ―― ――
地 方 債 ―― ――

令和元年度 令和２年度
国 債 ５ ５

令和元年度 令和２年度
全国信用協同組合連合会 ８８７ ７７０
商 工 組 合 中 央 金 庫 １４９ １１０
日 本 政 策 金 融 公 庫 １，１６８ １，０７３
住 宅 金 融 支 援 機 構 ３，５３０ ２，９５７
福 祉 医 療 機 構 １３ ８
そ の 他 ―― ――
合 計 ５，７５０ ４，９２０

令和元年度 令和２年度
件 数 金 額 件 数 金 額

送金・振込
他の金融機関向け ２５６，３３８ ２１１，１９５ ２４８，１３２ ２０２，５４７
他の金融機関から ３９１，２９７ ２１３，８７１ ４３３，８２８ ２２５，１２８

代 金 取 立
他の金融機関向け ９２４ ２，２６９ ７１２ １，８０７
他の金融機関から ４５８ ５，２３４ ４２６ ４，４８１

証券業務
公共債引受額 （単位：百万円） 公共債窓販実績 （単位：百万円）

その他業務
代理貸付残高の内訳 （単位：百万円）

内国為替取扱実績 （単位：件、百万円）

その他
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当期中の報酬支払額 総代会で定められた報酬限度額
理 事 ９６百万円 １１０百万円
監 事 １３百万円 １５百万円
合 計 １０９百万円 １２５百万円

（注）１． 上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第１５条別紙様式第４号「付属明細書」における役員に対する報酬です。
（注）２． 支払人数は、理事１５名、監事５名です。（期中に退任した者も含む）
（注）３． 使用人兼務理事２名の使用人分の報酬は支払っておりません。
（注）４． 上記以外に支払った役員賞与は、理事７，６１０千円、監事８７０千円であり、役員退職慰労金は、理事３９，０４７千円、監事１，４７７千円で

す。

（注）１． 対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
（注）２．「主要な連結子法人等」とは、当組合の連結子法人等のうち、当組合の連結総資産に対して２％以上の資産を有する会社等をいいます。
（注）３．「同等額」は、令和２年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
（注）４． 当組合の職員の給与、賞与および退職金は当組合における「給与規程」および「退職金規程」に基づき支払っております。

なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系のような自社の利益を上げることや株価を上げることに動機づけされた報酬となっていないため、職員が過度なリスク
テイクを引き起こす報酬体系はありません。

１．対象役員
当組合では、非常勤を含む理事全員および監事全員の報酬体系を開示しています。

（１）報酬体系の概要
【基本報酬および賞与】
非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員および監事全員それぞれの支払総額の限度額

を決定しています。そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては理事会により決定し、各理事の賞与額については理事長が
決定することとしています。
また、各監事の基本報酬額および賞与額につきましては、監事の協議により決定しています。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任した年度の総代会で承認を得た後支払っております。

（２）役員に対する報酬

（３）その他
「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第６９条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信
用協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平
成２４年３月２９日付金融庁告示第２３号）第３条第１項第３号および第５号に該当する事項はありません。

２．対象職員等
当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の非常勤役員、当組合の職員、当組合の主要な連結

子法人等の役職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務および財産の
状況に重要な影響を与える者をいいます。
なお、令和２年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

役員の報酬体系について
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（100%出資会社）

県信ビジネス
サービス株式会社
（子会社）

当 組 合

事業の概況
当組合グループは、当組合および連結子会社１社で構成されてい

ます。
連結子会社は、「県信ビジネスサービス株式会社」で当組合に係る

用務の引受けを主要業務としておりますが、それらの事業の全体に占
める割合は僅少であります。
連結経常収益は６，０５０，３４３千円、連結経常利益５８０，７６６千円、当

期純利益３９１，５４６千円であり、今後も堅実経営を堅持しながら事業
内容の見直しにより更なる効率化を図ってまいります。

●当組合及び子会社等の主要事業内容・組織構成
当組合グループにおいて営まれている主要な事業の内容と当組合並びに子

会社・子法人等・関連法人等の位置付けは次のとおりであります。
◎ 当組合は、本店のほか３７支店において預金業務・貸出業務・内国為替業

務を中心に各種金融サービスを提供しております。
◎ 県信ビジネスサービス株式会社は、当組合に係る用務の引受けを主要業

務として行っております。

連結財務諸表の作成方針
１．連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社数 １社（県信ビジネスサービス株式会社）
（２）非連結子会社数 ０社
当組合の子会社及び子法人等は、県信ビジネスサービス
株式会社の１社であります。

２．持分法の適用に関する事項
当組合には、非連結子会社・非連結子法人等及び関連法人
等はございませんので、該当事項はありません。

３．連結される子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社（１社）の決算日は３月末日であります。

４．のれんの償却に関する事項
のれんは発生しておりませんので、該当事項はありません。

５．剰余金処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は連結会計期間において確定した利益処
分に基づいて作成しております。

連結セグメント（事業別経常収益等）情報
連結会社は、金融業務のほかに一部で、計算事務受託業務、事業用不動産管理業務などの事業を営んでおりますが、それらの

事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

名 称 県信ビジネスサービス株式会社
所 在 地 大分市中島西３丁目１番２号
設立年月日 昭和６２年１２月２５日
決 算 月 ３月
事 業 区 分
（根拠条文）

信用協同組合の行う事業に従属する業務
（協金法施行規則第４条第４項）

役 職 員 数 ２１名
資 本 金 １０，０００千円
当組合グループ
が所有する株式
等の出資割合

うち当組合分 １００％
うち当組合グループ会社の持分 ０％

支 配 関 係 子会社

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
経 常 収 益 ６，０９３，８８１ ６，１７９，２７７ ５，９５５，６８０ ６，４６８，９７０ ６，０５０，３４３
経 常 利 益 ４３２，３６６ ３１０，９８５ ２９０，４７８ ３７５，６００ ５８０，７６６
当 期 純 利 益 ３２０，４５８ ３１８，０４７ １６１，０２１ ２４３，６５３ ３９１，５４６
純 資 産 額 １８，７７１，９１０ １９，１６０，０３７ １９，６９９，９５４ １９，７３８，４８５ ２０，６８０，５１３
総 資 産 額 ４０９，３９４，４５９ ４４２，８３１，２１１ ４７２，３８８，９０６ ４８７，３８７，７３３ ５２９，９５２，８６９
連結自己資本 比 率 １０．１１％ １０．１８％ ９．４６％ ９．１５％ ８．９６％

当組合及び子会社等の概況
子会社等の状況 （令和３年３月末現在）

財産の状況（連結）

連結の業務指標 （単位：千円）

（注）残高計数は期末日現在のものであり、総資産額には債務保証見返は含んでおりません。
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（注）１． 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未満を
切り捨てて表示しております。

（注）２． 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会
社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては事業
年度末の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、時価を把
握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により
行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しており
ます。

（注）３． 土地の再評価に関する法律（平成１０年法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行っており
ます。なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産に計上しておりま
す。
再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日

（旧杵築信用金庫については、平成１１年３月３１日）
当該事業用土地の再評価前の帳簿価額 ２，５０２百万円
当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 ４，０８２百万円
同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税
法第１６条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額に基づいて奥行
価格補正等合理的な調整を行って算出

同法第１０条に定める再評価を行った事業用土地の決算期における時価の合計額と当該事業用土地
の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 △１，８４５百万円

（注）４． 有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに平成２８年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用
しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ２０年～５０年 その他 ３年～１５年
（注）５． 無形固定資産の減価償却は定額法により償却しております。なお、自組合利用のソフトウェアについて

は、組合内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
（注）６． 外貨建の資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
（注）７． 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定並
びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（令和２年１０月８日）に規定する正常先債
権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間
の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績又は倒産実績を
基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これ
に将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、
債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と
認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額か
ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。な
お、当組合の貸出債権を資本的劣後ローンに転換し、当該ローンを債務者区分の判断において債務
者の資本と見なす場合においては、予想損失率に基づき引き当てております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店において第１次の査定を実施し、融資部にお
いて第２次の査定を実施した上で、営業関連部門から独立した監査部が検証を行っており、その検証
結果により上記の引き当てを行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権については、債権額から担保の評価額及び
保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し
ており、その金額は４，７４０百万円（累計額）であります。
（追加情報）
新型コロナウイルス感染症の影響により信用リスクが高まったと推測される飲食業及び宿泊業のうち
条件変更を行った、正常先、要注意先（その他）、要注意先（要管理先）については実績率を補正して

科 目 令和元年度 令和２年度
（負債の部）

預 金 積 金 ４１８，５２１ ４５９，２３６
譲 渡 性 預 金 ―― ――
借 用 金 ４７，１８２ ４７，９１７
売渡手形及びコールマネー ―― ――
売 現 先 勘 定 ―― ――
債券貸借取引受入担保金 ―― ――
コマーシャル・ペーパー ―― ――
外 国 為 替 ―― ――
そ の 他 負 債 １，０６１ １，２４１
賞 与 引 当 金 ８１ ７９
役 員 賞 与 引 当 金 ―― ――
退 職 給 付 に 係 る負 債 ９２ ８３
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １３７ １２１
そ の 他 の 引 当 金 ６６ ８７
特 別 法 上 の 引 当 金 ―― ――
繰 延 税 金 負 債 ―― ――
再評価に係る繰延税金負債 ５０５ ５０５
債 務 保 証 １，３５６ １，１２８
負 債 の 部 合 計 ４６９，００５ ５１０，４０１

（純資産の部）
出 資 金 １３，０７７ １３，４７６
優 先 出 資 申 込 証 拠 金 ―― ――
資 本 剰 余 金 ―― ――
利 益 剰 余 金 ５，８０６ ６，０９９
自 己 優 先 出 資（ △ ） ―― ――
自己優先出資申込証拠金 ―― ――
組 合 員 勘 定 合 計 １８，８８４ １９，５７５
その他有価証券評価差額金 △２１３ ３６
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ―― ――
土 地 再 評 価 差 額 金 １，０６７ １，０６７
為 替 換 算 調 整 勘 定 ―― ――
退職給付に係る調整累計額 ―― ――
評価・換算差額等合計 ８５４ １，１０４
新 株 予 約 権 ―― ――
非 支 配 株 主 持 分 ―― ――
純 資 産 の 部 合 計 １９，７３８ ２０，６８０
負債及び純資産の部合計 ４８８，７４３ ５３１，０８１

科 目 令和元年度 令和２年度
（資産の部）

現 金 預 け 金 ２００，０７５ １８１，０６７
買入手形及びコールローン ―― ――
買 現 先 勘 定 ―― ――
債券貸借取引支払保証金 ―― ――
買 入 金 銭 債 権 ―― ――
金 銭 の 信 託 ―― ――
商 品 有 価 証 券 ―― ――
有 価 証 券 ５５，８２７ ９０，３９３
貸 出 金 ２２４，５６５ ２５１，７５５
外 国 為 替 ―― ――
そ の 他 資 産 ２，０１８ １，９６６
有 形 固 定 資 産 ６，２０９ ６，２３７
無 形 固 定 資 産 ４１ ５８
退 職 給 付 に 係 る資 産 ―― ――
繰 延 税 金 資 産 ５８２ ４６５
再評価に係る繰延税金資産 ―― ――
債 務 保 証 見 返 １，３５６ １，１２８
貸 倒 引 当 金（△） １，９３３ １，９９１
そ の 他 の 引 当 金（△） ―― ――

資 産 の 部 合 計 ４８８，７４３ ５３１，０８１

連結貸借対照表 （単位：百万円）

（令和２年度連結貸借対照表の注記事項）
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貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

（１） 預け金（＊１） １７６，７８４ １７６，４５１ △３３３
（２） 有価証券 ８９，９０１ ９０，１５３ ２５２

満期保有目的の債券 １０，９０５ １１，１５８ ２５２
その他有価証券 ７８，９９５ ７８，９９５ －

（３） 貸出金（＊１） ２５１，７５５
貸倒引当金（＊２） １，９７５

２４９，７７９ ２４５，１７２ △４，６０６
金融資産計 ５１６，４６５ ５１１，７７７ △４，６８８

（１） 預金積金（＊１） ４５９，２４６ ４５９，５２９ ２８２
（２） 借用金 ４７，９１７ ４７，９１７ －

金融負債計 ５０７，１６４ ５０７，４４６ ２８２

（単位：百万円）

（＊１）預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる
金額」が含まれております。

（＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（１） 預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定
し、当該現在価値を時価とみなしております。

（２） 有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ

ております。投資信託は、公表されている基準価格によっております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については（注）２８．に記載しております。

（３） 貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸

倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代
わる金額として記載しております。
① ６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、その
貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）。

② ①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を同様の新
規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いた価額を時価とみなしております。

金融負債
（１） 預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価とみなして
おります。定期預金の時価は、一定の金額帯及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成
し、元利金の合計額を一種類の店頭表示利率で割り引いた価額を時価とみなしております。

（２） 借用金
借用金については、無利息で借入しており、同様の借入をしても利率が変わらないため、帳

簿価額を時価としております。
（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時

価情報には含まれておりません。

区 分 貸借対照表計上額
子会社株式（＊１） －
非上場株式（＊１）（＊２） ４７４
組合出資金（＊３） １７

合 計 ４９１

（単位：百万円）

（＊１）子会社株式及び非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極め
て困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

（＊２）当事業年度において、非上場株式について０百万円減損処理を行っております。
（＊３）組合出資金は、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対

象とはしておりません。

追加的な引当金７４百万円を計上しております。
感染症の収束時期等に関しては、参考となる前例や統一的見解がないため、収束時期を２０２２年４月
頃と想定する等、一定の仮定を置いた上で、入手可能な外部情報や予め定めている内部規定に則し
た経営意思決定機関の承認等に基づき、最善の見積もりを行っております。

（注）８． 賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、当事
業年度に帰属する額を計上しております。

（注）９． 退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見
込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。数理
計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。
数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理
また、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合型厚生年金基金）を
採用しております。当該企業年金制度に関する事項は次のとおりです。
（１） 制度全体の積立状況に関する事項（令和２年３月３１日現在）

年金資産の額 ３２６，１３０百万円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額 ２８２，１６９百万円
差引額 ４３，９６０百万円

（２） 制度全体に占める当組合の掛金拠出割合（自平成３１年４月１日 至令和２年３月３１日）
２．１８３％

（３） 補足説明
上記（１）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高２０，４８４百万円であ

る。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間２０年の元利均等償却であり、当組合は当
事業年度の計算書類上、特別掛金４４百万円を費用処理している。
なお、上記（２）の割合は当組合の実際の負担割合とは一致しない。

（注）１０． 役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の
支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

（注）１１． 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるた
め、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、必要と認める額を計上しております。

（注）１２． 偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に基づく負担金の将来における支出に備えるた
め、将来の負担金支出見込額を計上しております。

（注）１３． 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
（注）１４． 理事及び監事に対する金銭債権総額 ２百万円
（注）１５． 理事及び監事に対する金銭債務総額 ２１４百万円
（注）１６． 子会社の株式の総額 １０百万円
（注）１７． 子会社に対する金銭債務総額 １５百万円
（注）１８． 有形固定資産の減価償却累計額 ６，２６０百万円
（注）１９． 貸出金のうち、破綻先債権額は１，０１９百万円、延滞債権額は４，８０１百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由によ
り元本又は利息の取立又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒
償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０
年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生
じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援
を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

（注）２０． 貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権額は９２百万円であります。
なお、３ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日を起算日として３ヶ月以上
延滞している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

（注）２１． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息
の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び３ヶ月以上延滞債権に該当しないものであります。

（注）２２． 貸出金のうち、破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合
計額は５，９１３百万円であります。なお、（注）１９～２２に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

（注）２３． 手形割引により取得した商業手形の額面金額は、５５８百万円であります。
（注）２４． 担保に提供している資産は、次のとおりであります。

担保提供している資産 預 け 金 ４８，０２０百万円
有価証券 ７，５１４百万円

担保資産に対応する債務 借 用 金 ４７，９１５百万円
上記のほか、預け金１０，０７９百万円を公金取扱い２９百万円、為替決済保証金１０，０００百万円、及び仮
差押保証金５０百万円のために担保として提供しております。また、別途全信組連保障基金として１，３９９
百万円を差し入れております。

（注）２５． 出資１口当たりの純資産額１５５円１８銭
（注）２６． 金融商品の状況に関する事項

（１） 金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）

をしております。
（２） 金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事
業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒され
ております。
なお、外国証券の一部は、利子の受け取りにおいて為替の変動リスクに晒されているものがあり

ます。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。

（３） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当組合は、融資事務取扱規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金につい
て、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権へ
の対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか融資部並びに与信管理部、営業統括部により行わ
れ、また、定期的に経営陣による融資審査委員会や常務会及び理事会を開催し、審議・報告を
行っております。
さらに、与信管理の状況については、経営管理部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関し

ては、総合企画部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
② 市場リスクの管理
ⅰ 金利リスクの管理

当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
ALMに関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、
ALM小委員会及びALM委員会又は経営会議において決定されたALMに関する方針に
基づき、常務会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っています。
日常的には総合企画部及び経営管理部において金融資産及び負債の金利や期間を総
合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで

常務会に報告しております。
なお、ALMにより、金利の変動リスクをヘッジするための対応等について、ALM委員会等
で協議を行っています。
ⅱ 為替リスクの管理

当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
ⅲ 価格変動リスクの管理

有価証券を含む市場運用商品の保有については、ALM委員会等の方針に基づき、理事
会の監督の下、資金運用規程に従い行われております。
このうち、総合企画部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の
設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
総合企画部で保有している株式の多くは、事業推進目的で保有しているものであり、取引
先の市場環境や財務状況などをモニタリングしています。
これらの情報は総合企画部及び経営管理部を通じ、常務会及びALM委員会等におい
て定期的に報告されております。
ⅳ 市場リスクに係る定量的情報

当組合では、「有価証券」のうち債券、株式及び投資信託、「貸出金」、「預け金」、「預金積
金」、「借用金」の市場リスク量をVaRにより月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額
の範囲内となるよう管理しております。
当組合のVaRは「有価証券」にあたっては分散共分散法（保有期間６０日、信頼区間片
側９９％、観測期間２４０営業日）、「貸出金」、「預け金」、「預金積金」、「借用金」、「有価証券」
の内債券にあたってはモンテカルロシミュレーション法（保有期間１２０日、信頼区間片側
９９％、観測期間２５０営業日）により算出しております。
なお、当組合では、VaRによる市場リスク計測の有効性を確認するため、日々のVaRと損
益を比較するバックテストを定期的に行っています。
ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リ
スク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスク
は捕捉できない場合があります。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境

を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。
（４） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているた
め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開示

しております。
（注）２７． 金融商品の時価等に関する事項

令和３年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、
時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。
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貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

地方債 ５，８０７百万円 ６，０５４百万円 ２４７百万円
社 債 １，９９９ ２，０１５ １６
その他 － － －
小 計 ７，８０６ ８，０７０ ２６３

貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

地方債 １，７９８百万円 １，７９２百万円 △６百万円
社 債 １，３００ １，２９４ △５
その他 － － －
小 計 ３，０９８ ３，０８７ △１１
合 計 １０，９０５ １１，１５８ ２５２
（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。

貸借対照表
計 上 額 取得原価 差 額

株 式 ２１６百万円 １８６百万円 ２９百万円
債 券 ３４，０７０ ３３，７１５ ３５４
国 債 ５，１２７ ５，０４５ ８１
地方債 １１，６８１ １１，５３８ １４３
社 債 １７，２６１ １７，１３１ １３０

その他 ２，７２８ ２，３９２ ３３６
小 計 ３７，０１５ ３６，２９３ ７２１

貸借対照表
計 上 額 取得原価 差 額

株 式 ５５百万円 ７０百万円 △１５百万円
債 券 ３９，５８１ ４０，０２０ △４３８
国 債 ６，９２２ ７，００６ △８４
地方債 １３，４３３ １３，５１７ △８３
社 債 １９，２２５ １９，４９６ △２７１

その他 ２，３４３ ２，５５９ △２１５
小 計 ４１，９８０ ４２，６５０ △６６９
合 計 ７８，９９５ ７８，９４４ ５１

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

（注）１． 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計上した
ものであります。

２． その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて
著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものに
ついては、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当事業年度の
損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。当事業年度における減損処理
額はありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は以下のとおり定めております。
① 時価が取得原価に比べて５０％以上下落した場合。
② 時価が取得原価に比べて３０％以上５０％未満下落した場合は、過去の一定期間
の下落率を勘案します。

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超

債 券 １，６６４百万円 １８，１６４百万円 ４９，１１１百万円 １５，１１３百万円
国 債 ５１２ ４，１２２ － ７，４１４
地方債 １５０ ５，５７８ ２１，９３１ ５，０５９
社 債 １，０００ ８，４６３ ２７，１８０ ２，６３９

その他 － ３２０ － －
合 計 １，６６４ １８，４８５ ４９，１１１ １５，１１３

（注）２８． 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
（１） 売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（２） 満期保有目的の債券
【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】

【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】

（３） 子会社株式で時価のあるものはありません。
（４） その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

（注）２９． 当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
売却価額 売却益 売却損
８，９９９百万円 １０２百万円 -

（注）３０． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとお
りであります。

（注）３１． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場
合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約す
る契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、２０，１５４百万円であります。このうち原契約
期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが２０，１５４百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受けた
融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。また、契約時に
おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている
当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等
を講じております。

（注）３２． 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
個別貸倒引当金損金算入限度超過額 １，５６０百万円
貸出金償却損金算入限度超過額 １０６
固定資産減損損失損金算入限度超過額 ７５
減価償却損金算入限度超過額 ５７
役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 ３３
有価証券減損損失損金算入限度超過額 ２４
退職給付引当金損金算入限度超過額 ２３
その他 ７０
繰延税金資産小計 １，９５２

評価性引当額 △１，４７３
繰延税金資産合計 ４７９
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 １４
繰延税金負債合計 １４
繰延税金資産の純額 ４６４百万円

（注）３３． 表示方法の変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第３１号）を当事業年度から適用し、重要
な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

（注）３４． 会計上の見積り
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に
係る計算書類に重要な影響を与える可能性のあるものは、次のとおりです。
繰延税金資産 ４７９百万円

当組合は、当事業年度末における繰延税金資産の回収可能性の判断にあたり、会計上の見積りを
行っております。
当組合は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第２６号最終
改正平成３０年２月１６日）に基づき企業分類を（分類３）としておりますが、当事業年度末における有税
引当金の残高は５，５７４百万円あり、大口債務者の処理の状況によっては企業分類の見直しが必要と
なります。

大在支店
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（注）１．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下
「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、①会社更生法又は、金融機関等の更正手続の特例等に関する法律の規定による更正手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった
債務者、③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった債務者、④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する貸出金です。

（注）２．「延滞債権」とは、上記１及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です。
（注）３．「３ヶ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している貸出金（上記１及び２を除く）です。
（注）４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記１～３を除く）です。
（注）５．「担保・保証等（Ｂ）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。
（注）６．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。
（注）７．「保全率（Ｂ＋Ｃ）／（Ａ）」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。
（注）８． これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるものではありません。

科 目 令和元年度 令和２年度
経 常 収 益 ６，４６８，９７０ ６，０５０，３４３
資 金 運 用 収 益 ５，５６８，９９５ ５，５１８，１４０
貸 出 金 利 息 ４，５７５，３９４ ４，７９０，２８９
預 け 金 利 息 ２４４，９６０ ２３６，３３６
買入手形利息及びコールローン利息 ―― ――
買 現 先 利 息 ―― ――
債券貸借取引受入利息 ―― ――
有価証券利息配当金 ７１２，２５０ ４５２，２８０
その他の受 入 利 息 ３６，３８８ ３９，２３４
役 務 取 引 等 収 益 ３７６，１７１ ３７７，６０７
そ の 他 業 務 収 益 ４０７，６３０ ９２，５６０
そ の 他 経 常 収 益 １１６，１７３ ６２，０３５
貸倒引当金戻 入 益 ―― ――
償 却 債 権 取 立 益 ５９，６５７ ３１，９２１
持分法による投資利益 ―― ――
その他の経 常 収 益 ５６，５１５ ３０，１１４

経 常 費 用 ６，０９３，３６９ ５，４６９，５７６
資 金 調 達 費 用 １９５，３６６ １７６，４７５
預 金 利 息 １９２，１６８ １７４，５２５
譲 渡 性 預 金 利 息 ―― ――
給付補填備金繰入額 ３，１９７ １，９４９
借 用 金 利 息 ―― ――
売渡手形利息及びコールマネー利息 ―― ――
売 現 先 利 息 ―― ――
債券貸借取引支払利息 ―― ――
コマーシャル・ペーパー利息 ―― ――
その他の支 払 利 息 ―― ――
役 務 取 引 等 費 用 ５４０，１５５ ５３４，２１０
そ の 他 業 務 費 用 ４，１０３ ４，４１９
経 費 ３，７７１，９８１ ３，７４４，８０２
そ の 他 経 常 費 用 １，５８１，７６２ １，００９，６６９
貸 出 金 償 却 ―― ――
貸倒引当金繰入額 １，４０７，５８９ ６８０，９４４
その他の経 常 費 用 １７４，１７３ ３２８，７２５
持分法による投資損失 ―― ――

経 常 利 益 ３７５，６００ ５８０，７６６
特 別 利 益 ８，８４７ １，１６５
固 定 資 産 処 分 益 ―― ――
そ の 他 の 特 別 利 益 ８，８４７ １，１６５
特 別 損 失 ２７，８７５ ３４７
固 定 資 産 処 分 損 １，９８０ ２８６
減 損 損 失 １，０２０ ６１
そ の 他 の 特 別 損 失 ２４，８７４ ――

令和元年度 令和２年度
（資 本 剰 余 金 の 部）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ―― ――
資 本 剰 余 金 増 加 高 ―― ――
資 本 剰 余 金 期 末 残 高 ―― ――
（利 益 剰 余 金 の 部）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ５，７２０，８４７ ５，８０６，５４４
利 益 剰 余 金 増 加 高 ２４３，６５３ ３９１，５４６
親会社株主に帰属する当期純利益 ２４３，６５３ ３９１，５４６
そ の 他 ―― ――
利 益 剰 余 金 減 少 高 １５７，９５６ ９８，６４２
親会社株主に帰属する当期純損失 ―― ――
配 当 金 １５７，９５６ ９８，６４２
自己優先出資消却額 ―― ――
そ の 他 ―― ――
利 益 剰 余 金 期 末 残 高 ５，８０６，５４４ ６，０９９，４４７

残高
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率（％）
（B＋C）/（A）

破 綻 先 債 権
令和元年度 １，２５６ ９３３ ３２２ １００．００％
令和２年度 １，０１９ ７５３ ２６６ １００．００％

延 滞 債 権
令和元年度 ５，２２６ ２，５９６ １，０５９ ６９．９３％
令和２年度 ４，８０１ ２，２６５ １，２６２ ７３．４９％

３ヶ月 以 上 延 滞 債 権
令和元年度 ４８ ２６ ２１ １００．００％
令和２年度 ９２ ４８ ４４ １００．００％

貸 出 条 件 緩 和 債 権
令和元年度 ３２４ ３７ １４５ ５６．３６％
令和２年度 ０ ０ ０ ０．００％

合 計
令和元年度 ６，８５６ ３，５９４ １，５４９ ７５．０１％
令和２年度 ５，９１３ ３，０６８ １，５７２ ７８．４８％

科 目 令和元年度 令和２年度
税金等調整前当期純利益 ３５６，５７３ ５８１，５８５
法人税、住民税及び事業税 １１，８４８ ８７，５９６
法 人 税 等 調 整 額 １０１，０７１ １０２，４４３
当 期 純 利 益 ２４３，６５３ ３９１，５４６
非支配株主に帰属する当期純利益 ２，４８７ ４，７５３
親会社株主に帰属する当期純利益 ２４１，１６６ ３８６，７９２

連結損益計算書 （単位：千円）

（令和２年度連結損益計算書の注記事項）

（注）１． 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未満
を切り捨てて表示しております。

（注）２． 子会社との取引による収益総額 １百万円
子会社との取引による費用総額 ８６百万円

（注）３． 出資１口当たりの当期純利益 ２円９６銭

連結剰余金計算書 （単位：千円）

連結リスク管理債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）
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令和元年度 令和２年度
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 ⑴
普 通 出 資 又 は 非 累 積 的 永 久 優 先 出 資 に 係 る 組 合 員 勘 定 又 は 会 員 勘 定 の 額 １８，８００ １９，４８６
うち、出資金及び資本金剰余金の額 １３，０９２ １３，４９１
うち、利益剰余金の額 ５，８０６ ６，０９９
うち、外部流出予定額（△） ９８ １０４
うち、上記以外に該当するものの額 ―― ――

コ ア 資 本 に 算 入 さ れ る そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 又 は 評 価 ・ 換 算 差 額 等 ―― ――
うち、為替換算調整勘定 ―― ――
うち、退職給付に係るものの額 ―― ――

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 後 非 支 配 株 主 持 分 の 額 ―― ――
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額 ４６６ ３７９
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 ４６６ ３７９
うち、適格引当金コア資本算入額 ―― ――

適格旧資本調達手段の額のうち、経過措置（自己資本比率改正告示附則第３条第１２項及び第１３項）によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ―― ――
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、経過措置（自己資本比率改正告示附則第４条第６項）によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ―― ――
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５パーセントに相当する額のうち、経過措置（自己資本比率改正告示附則第５条第７項）によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ２８３ ２１２
非支配株主持分のうち、経過措置（自己資本比率改正告示附則第７条第８項又は第９項）によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ―― ――
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 イ １９，５５０ ２０，０７８
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 ⑵
無 形 固 定 資 産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合 計 額 ２９ ４２
うち、のれんに係るものの額 ―― ――
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 ２９ ４２
繰 延 税 金 資 産 （ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く 。） の 額 ―― ――
適 格 引 当 金 不 足 額 ―― ――
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 金 額 ―― ――
負 債 の 時 価 評 価 により生じた 時 価 評 価 差 額 であって 自 己 資 本 に 算 入される額 ―― ――
退 職 給 付 に 係 る 資 産 の 額 ―― ――
自 己 保 有 普 通 出 資 等（ 純 資 産 の 部 に 計 上 さ れ る も の を 除 く 。）の 額 ―― ――
意 図 的 に 保 有 し て い る 他 の 金 融 機 関 等 の 対 象 資 本 調 達 手 段 の 額 ―― ――
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ―― ――
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ―― ――
特 定 項 目 に 係 る １０ パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ―― ――
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ―― ――
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ―― ――
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ―― ――
特 定 項 目 に 係 る １５ パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ―― ――
うち、その 他 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等に該 当するものに関 連 するものの 額 ―― ――
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無 形 固 定 資 産に関 連するものの 額 ―― ――
うち 、繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 るも の に 限 る 。）に 関 連 す るも の の 額 ―― ――

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額 ロ ２９ ４２
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額 （ イ ― ロ ） ハ １９，５２０ ２０，０３６
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ⑶
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 ２０３，９１５ ２１４，００１
資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目 ２０２，７５１ ２１２，９３６
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 ６７２ △２，３２５
うち、他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る経過措置（自己資本比率改
正告示附則第１２条第８項）を用いて算出したリスク・アセットの額から経過措置を用いずに算出したリス
ク・アセットの額を控除した額 △９００ △３，８９８
うち、上記以外に該当するものの額 １，５７２ １，５７２

オフ・バランス等取引項目 １，１６３ １，０６４
CVAリスク相当額を８パーセントで除して得た額 ―― ――
中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額 ―― ――

オ ペ レ ー ショナ ル・リス ク 相 当 額 の 合 計 額 を８ パ ー セ ント で 除し て 得 た 額 ９，２５８ ９，５１７
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 ―― ――
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 ―― ――
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額 ニ ２１３，１７３ ２２３，５１８
連 結 自 己 資 本 比 率
連 結 自 己 資 本 比 率 （ ハ ／ ニ ） ９．１５％ ８．９６％

自己資本の充実の状況等～定量的な開示事項（連結）～

連結における事業年度の開示事項
（１）自己資本比率告示第６条第１項第２号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社のうち、規制上の所有
自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額
該当ありません。

（単位：百万円）（２）自己資本の構成に関する事項

（注） 自己資本比率の算出方法を定めた、「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第１４条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会が
その保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２２号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基
準により自己資本比率を算出しております。
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（注）１． 所要自己資本の額＝リスクアセット×４％
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフバランス取引及び派生商品取

引の与信相当額です。
３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅

供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっている
もの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会、漁業
信用基金協会及び農業信用基金協会のことです。

４．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に

係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向
け」においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

５． オペレーショナルリスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

÷８％

６． 連結総所要自己資本額＝連結自己資本比率の分母の額×４％

令和元年度 令和２年度
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ．信用リスクアセット・所要自己資本の合計額 ２０３，９１５ ８，１５６ ２１３，９９１ ８，５５９
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー ２０３，２４３ ８，１２９ ２１６，３１６ ８，６５２
（ⅰ）ソブリン向け １，７６３ ７０ ４，０２６ １６１
（ⅱ）金融機関向け ３１，４３７ １，２５７ ３２，７６７ １，３１０
（ⅲ）法人等向け ７６，０３１ ３，０４１ ７１，８１２ ２，８７２
（ⅳ）中小企業等・個人向け ５５，４１４ ２，２１６ ６４，９０９ ２，５９６
（ⅴ）抵当権付住宅ローン ３，０６６ １２２ ２，７１２ １０８
（ⅵ）不動産取得等事業向け ２０，８２０ ８３２ ２１，０１７ ８４０
（ⅶ）三月以上延滞等 ５，６７９ ２２７ ４，２３２ １６９
（ⅷ）出資等 ３，４６６ １３８ ２，０３６ ８１

出資等のエクスポージャー ３，４６６ １３８ ２，０３６ ８１
重要な出資のエクスポージャー ―― ―― ―― ――

（ⅸ）他の金融機関等の対象資本調達手
段のうち対象普通出資等に該当するも
の以外のものに係るエクスポージャー ―― ―― ―― ――

（ⅹ）信用協同組合連合会の対象普通出資等
であってコア資本に係る調整項目の額に算
入されなかった部分に係るエクスポージャー ―― ―― ―― ――

（ⅺ）その他 ５，５６２ ２２２ １２，８００ ５１２
②証 券 化 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー ―― ―― ―― ――
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー ０ ０ ０ ０
ルック・スルー方式 ０ ０ ０ ０
マンデート方式 ―― ―― ―― ――
蓋然性方式（２５０％） ―― ―― ―― ――
蓋然性方式（４００％） ―― ―― ―― ――
フォールバック方式（１２５０％） ―― ―― ―― ――

④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 １，５７２ ６２ １，５７２ ６２
⑤他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係
る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 △９００ △３６ △３，８９８ △１５５
⑥CVAリスク相当額を８％で除して得た額 ―― ―― ―― ――
⑦中央清算機関関連エクスポージャー ―― ―― ―― ――

ロ．オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク ９，２５８ ３７０ ９，５１７ ３８０
ハ．連 結 総 所 要 自 己 資 本 額（イ＋ロ） ２１３，１７４ ８，５２６ ２２３，５０８ ８，９４０

（３）自己資本の充実度に関する事項 （単位：百万円）
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（注）１．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。
２．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌月から３ヵ月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
３． 業種区分の「その他」は、裏付けとなる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等及び業種区分や期間区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には有形固定資産等の資産や金融機関、

学校法人、権利能力なき社団・財団等が含まれます。
４． CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
５． 当組合は、信用リスクエクスポージャーにおけるデリバティブ取引は該当ありません。

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高
三月以上延滞
エクスポージャー

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外の

オフ・バランス取引
債 券 その他

（投資信託等）

令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度
国 内 ４８８，７１５ ５３３，２８３ ２２４，６６１ ２５３，７０７ ５１，１２４ ８４，７２６ ２１２，９２９ １９４，８４９ ４，９９７ ５，２７３
国 外 ２９６ ２９８ ―― ―― ２９６ ２９８ ―― ―― ―― ――
地 域 別 合 計 ４８９，０１１ ５３３，５８１ ２２４，６６１ ２５３，７０７ ５１，４２０ ８５，０２５ ２１２，９２９ １９４，８４９ ４，９９７ ５，２７３
製 造 業 １５，０７４ １７，８７６ ７，７８７ ９，２９４ ７，１４２ ８，４３７ １４４ １４４ ２５２ ２１６
農 業 、 林 業 ２，２５８ ２，３９９ ２，２５８ ２，３９９ ―― ―― ―― ―― ―― ――
漁 業 ９６８ ９９２ ９６８ ９９２ ―― ―― ―― ―― ２１９ ２１８
鉱業、採石業、砂利採取業 １，２０７ １，１８８ ６０７ ６８９ ６００ ４９９ ―― ―― ―― ――
建 設 業 １５，２４５ １９，１７３ １４，７４５ １８，４７３ ５００ ６９９ ―― ―― ２３７ ３５９
電気、ガス、熱供給、水道業 ２，２４７ ３，３９３ １，１４５ １，２８９ １，１０１ ２，１０２ １ １ ―― ――
情 報 通 信 業 ９６０ ２，７２１ ４０４ １，１６４ ５００ １，５０１ ５５ ５５ ２４８ ――
運 輸 業 、郵 便 業 ６，５２２ ９，９６２ ４，６７５ ５，６１３ １，８０２ ４，３０４ ４４ ４４ ―― ――
卸 売 業 、小 売 業 １７，３６７ ２０，２７６ １５，６６３ １８，５７２ １，７０４ １，７０３ ―― ―― ２６５ ２８０
金 融 、 保 険 業 ２０２，３４３ １８７，２４１ １，３５５ １，４２８ ４，０００ ７，２０５ １９６，９８７ １７８，６０７ ―― ――
不 動 産 業 ３５，１６９ ４０，２８６ ３２，６６７ ３６，６０９ ２，５０２ ３，６７７ ―― ―― ４５０ ５４４
物 品 賃 貸 業 １，６９０ １，２１８ ５８９ ６１８ １，１０１ ６００ ―― ―― ―― ――
学術研究、専門・技術サービス業 １，８５３ ２，２７９ １，８５３ ２，２７９ ―― ―― ―― ―― １０ ――
宿 泊 業 １６，９２３ １７，９００ １６，９２３ １７，９００ ―― ―― ―― ―― ２，０９５ ２，４２８
飲 食 業 ４，１８６ ５，６５０ ４，１８６ ５，６５０ ―― ―― ―― ―― ２０８ ２５８
生活関連サービス業、娯楽業 ９，９３０ １１，９６２ ９，８３０ １１，３６１ １００ ６００ ―― ―― ６０９ ４８０
教 育 、学 習 支 援 業 １，９０８ １，８３４ １，９０８ １，８３４ ―― ―― ―― ―― ２３ ２４
医 療 、 福 祉 １１，３０２ １１，９１４ １１，３０２ １１，９１４ ―― ―― ―― ―― １８ ――
そ の 他 の サ ー ビ ス ７，４４２ １２，１５７ ７，４２９ １２，１４５ ―― ―― １３ １２ １１ ９３
そ の 他 の 産 業 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― ――
国・地 方 公 共 団 体 ６１，２８７ ８４，８８１ ３０，８３１ ３１，１６３ ３０，３６５ ５３，６９３ ９０ ２５ ―― ――
個 人 ５２，１８２ ５７，２９８ ５２，１８２ ５７，２９８ ―― ―― ―― ―― ３３５ ３７０
そ の 他 ２０，９３６ ２０，９７０ ５，３４２ ５，０１１ ―― ―― １５，５９３ １５，９５８ ８ ――
業 種 別 合 計 ４８９，０１１ ５３３，５８１ ２２４，６６１ ２５３，７０７ ５１，４２０ ８５，０２５ ２１２，９２９ １９４，８４９ ４，９９７ ５，２７３
１ 年 以 下 ４５，１２１ ４０，９７３ ４３，００１ ３８，７１７ ２，１２０ ２，２５６ ―― ――
１ 年 超 ３ 年 以 下 １７，６１４ ２０，９０４ １１，４０９ １２，５７１ ６，１８９ ８，３２２ １６ １０
３ 年 超 ５ 年 以 下 ２８，７８６ ２９，１５５ １９，１１２ １９，１４０ ９，６７４ １０，００８ ―― ６
５ 年 超 ７ 年 以 下 ２３，８２６ ２９，１４５ １６，０５５ １６，１２２ ７，７６５ １３，０２３ ６ ――
７ 年 超 １０ 年 以 下 ５３，６１７ ８７，４２０ ３０，２７１ ５１，２４８ ２３，３４６ ３６，１７１ ―― ――
１０ 年 超 １０６，２５５ １３０，３８４ １０３，９３１ １１５，１４２ ２，３２４ １５，２４２ ―― ――
期間の定めのないもの ２０１，８９３ １７９，５０９ ８５５ ６８２ ―― ―― ２０１，０３８ １７８，８２７
そ の 他 １１，８９２ １６，０８６ ２３ ８１ ―― ―― １１，８６９ １６，００４
残 存 期 間 別 合 計 ４８９，０１１ ５３３，５８１ ２２４，６６１ ２５３，７０７ ５１，４２０ ８５，０２５ ２１２，９２９ １９４，８４９

（４）信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高
〈地域別・業種別・残存期間別〉 （単位：百万円）

ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
５０ページ参照
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告示で定める
リスク・ウェイト区分

（％）

エクスポージャーの額
令和元年度 令和２年度

格付有り 格付無し 格付有り 格付無し
０％ ２，１３４ １１５，９９２ １，７８８ １３２，２３８
１０％ ―― １４，９１８ ―― ３７，４０２
２０％ ２，７２１ １５１，０９０ ４，６１９ １３２，１３２
３５％ ―― ８，７６０ ―― ７，７５０
５０％ １４，６４０ １，２２８ １９，４４２ ２，２１６
７５％ ―― ７３，７２０ ―― ８７，５９１
１００％ ７７９ １０１，０５７ １，１０５ １０５，８９７
１５０％ ―― ２，３９３ ―― １，３９５
２５０％ ―― ―― ―― ――
１２５０％ ―― ―― ―― ――

そ の 他 ―― ―― ―― ――
合 計 ４８９，４３７ ５３３，５８１

個別貸倒引当金 貸出金償却期末残高 期中増減額
令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度

製 造 業 ２６ １５ △３１ △１０ ―― ――
農 業 、 林 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
漁 業 ７ ８ ２ １ ―― ――
鉱業、採石業、砂利採取業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
建 設 業 ７３ ８２ △１１ ９ ―― ――
電気、ガス、熱供給、水道業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
情 報 通 信 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
運 輸 業 、郵 便 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
卸 売 業 、小 売 業 １２４ １３２ ８ ８ ―― ――
金 融 、 保 険 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
不 動 産 業 ２２９ ３５９ ４７ １２９ ―― ――
物 品 賃 貸 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
学術研究、専門・技術サービス業 ―― ―― △１１ ―― ―― ――
宿 泊 業 ６１３ ６３１ △１，０５６ １７ ―― ――
飲 食 業 ７７ ８１ △３９ ３ ―― ――
生活関連サービス業、娯楽業 １８９ ６６ ２９ △１２３ ―― ――
教 育 、学 習 支 援 業 ５３ ７１ ２０ １８ ―― ――
医 療 、 福 祉 ―― ―― ―― ―― ―― ――
そ の 他 の サ ー ビ ス １８ １０３ ８ ８５ ―― ――
そ の 他 の 産 業 ―― ―― ―― ―― ―― ――
国・地 方 公 共 団 体 ―― ―― ―― ―― ―― ――
個 人 ５３ ５８ △４ ４ ―― ――
そ の 他 ―― ―― △２ ―― ―― ――
合 計 １，４６６ １，６１１ △１，０４０ １４４ ―― ――

ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 （単位：百万円）

（注）当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等 （単位：百万円）

（注）１． 格付は適格格付機関が付与しているものに限ります。
２． エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
３． コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャー

は含まれておりません。
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信用リスク削減手法
ポートフォリオ

適格金融資産担保 保 証 クレジット・デリバティブ
令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度 令和２年度

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー ５１，４５８ ５２，４７０ １，９１５ １，７００ ―― ――
① ソ ブ リ ン 向 け ―― ―― １，８００ １，７００ ―― ――
② 金 融 機 関 向 け ４７，１７８ ４７，９１５ ０ ―― ―― ――
③ 法 人 等 向 け １，４２９ １，７４４ １ ―― ―― ――
④ 中小企業等・個人向け ２，６１５ ２，７２４ １１３ ―― ―― ――
⑤ 抵 当 権 付 住 宅ローン ―― ―― ―― ―― ―― ――
⑥ 不動産取得等事業向け ―― ３３ ―― ―― ―― ――
⑦ 三 月 以 上 延 滞 等 ―― ４２ ―― ―― ―― ――
⑧ 出 資 等 ―― ―― ―― ―― ―― ――
出資等のエクスポージャー ―― ―― ―― ―― ―― ――
重要な出資のエクスポージャー ―― ―― ―― ―― ―― ――

⑨ 他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出
資等に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー ―― ―― ―― ―― ―― ――

⑩ 信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係
る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー ―― ―― ―― ―― ―― ――
⑪ そ の 他 ―― １０ ―― ―― ―― ――

令和元年度 令和２年度
貸借対照表計上額 時 価 貸借対照表計上額 時 価

上 場 株 式 等 ８１ ８１ ２７１ ２７１
非上場株式等 １，４９９ １，４９９ １，６２４ １，６２４
合 計 １，５８０ １，５８０ １，８９５ １，８９５

令和元年度 令和２年度
売 却 益 ―― ――
売 却 損 ２ ――
償 却 ０ ０

令和元年度 令和２年度
評 価 損 益 △２１ １４

（５）信用リスク削減手法に関する事項

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー （単位：百万円）

（注）１． 当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
（注）２． 上記「保証」には、告示（平成１８年金融庁告示第２２号）第４５号（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第４６条（株式会社地域経済活性化支援機

構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。

（６）派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
当組合は、派生商品取引及び長期決済期間取引を行っておりません。

（７）証券化エクスポージャーに関する事項
当組合は、証券化取引を行っておりません。

（８）出資等エクスポージャーに関する事項
イ．貸借対照表計上額及び時価 （単位：百万円）

（注）投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式等に含めて
記載しています。

ロ．出資等エクスポージャーの売却及び
償却に伴う損益の額 （単位：百万円）

ハ．貸借対照表で確認され、かつ、損益計算書で
認識されない評価損益の額 （単位：百万円）

（注）「貸借対照表で確認され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評
価損益です。

（注）投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）にかかる売買損益は含まれ
ておりません。
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多くの皆さまにご高覧いただ
き、当組合に対するご理解を
一層深めていただければと考
えています！

友だち追加 大分県信用組合から
キャンペーンや
商品情報などを
配信します！

令和元年度 令和２年度
評 価 損 益 ―― ――

令和元年度 令和２年度
ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー ４，２５４ ４，６７１
マンデート方式を適用するエクスポージャー ―― ――
蓋然性方式（２５０％）を適用するエクスポージャー ―― ――
蓋然性方式（４００％）を適用するエクスポージャー ―― ――
フォールバック方式（１２５０％）を適用するエクスポージャー ―― ――

IRRBB１：金利リスク

項
番

イ ロ ハ ニ
⊿EVE ⊿ NII

当期末 前期末 当期末 前期末
１ 上方パラレルシフト ４，５１２ ９７６ △５７９ △５８５
２ 下方パラレルシフト － １，３７９ △３ △６
３ スティープ 化 ３，７５４ ５０５
４ フ ラ ット 化
５ 短期金利上昇
６ 短期金利低下
７ 最 大 値 ４，５１２ １，３７９ △３ △６

ホ ヘ
当期末 前期末

８ 自己資本の額 ２０，０３６ １９，５２０

ニ．貸借対照表及び損益計算書で
認識されない評価損益の額 （単位：百万円）

ホ．リスク・ウェイトのみなし計算が適用される
エクスポージャーに関する事項 （単位：百万円）

（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関連会社の評価
損益です。

（９）金利リスクに関する事項 （単位：百万円）

（注）１． 当局の開示定義に従い、⊿EVEのプラス表示は経済的価値減少、⊿NIIのプラス表示は期間収益減少を示しております。
（注）２． 金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。



各開示項目は、下記のページに記載しております。
なお、＊印は「協金法第6条で準用する銀行法第21条」「金融再生法｣、◎印は「監督指針の要請」で規定されております法定開示項目です。

概況・組織
　事業方針
＊事業の組織
＊役員一覧（理事及び監事の氏名・役員名）
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　　銀行勘定における金利リスクに関する事項
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その他の業務
　内国為替取扱実績
　外国為替取扱実績
　公共債ディーリング実績
　公共債窓販実績
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　手数料一覧
その他
　経営理念・方針
◎地域貢献（社会的・文化的）への取り組み状況
＊中小企業の経営の改善及び地域活性化への取り組み状況
　顧客保護等管理の体制
◎総代会制度
◎役員の報酬体系について
　相談窓口について
　沿革・あゆみ
当組合・子会社等の概況
　当組合・子会社等の主要事業内容・組織構成
＊子会社等の状況
子会社等の主要業務に関する事項
＊事業概況
＊経常収益
＊経常利益（損失）
＊当期純利益（損失）
＊純資産額
＊総資産額
＊連結自己資本比率
子会社等の財産の状況
＊連結貸借対照表
＊連結損益計算書
＊連結剰余金計算書
＊連結リスク管理債権及び同債権に対する保全額
＊連結自己資本の充実の状況
＊自己資本の充実の状況（連結の定量的事項）
　（1）自己資本比率告示第6条第1項第2号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社のうち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称・総額
　（2）自己資本の構成に関する事項
　（3）自己資本の充実度に関する事項
　（4）信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）
　（5）信用リスク削減手法に関する事項
　（6）派生商品取引・長期決済期間取引相手のリスクに関する事項
　（7）証券化エクスポージャーに関する事項
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＊連結セグメント（事業別経常収益等）情報
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大分県信用組合は、

これからも地域の皆さまの

豊かで活力ある暮らしをともに考え、

さらに幅広い活動を通じて

地域社会の発展に貢献することを

目指します。
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PROFILE

名　　　称

理　事　長

本店所在地

創　　　立

店　舗　数

職　員　数

組 合 員 数

預金積金残高

貸出金残高

大分県信用組合

𠮷野　一彦

大分市中島西2丁目4番1号

昭和28年11月26日

38店舗

418人

71,320人

4,592億円

2,517億円

（令和3年3月末現在）

地
域
の
た
め
に
、

お
客
さ
ま
と
と
も
に

※春：原尻の滝（豊後大野市）　夏：岳切渓谷（宇佐市）　秋：咸宜園（日田市）　冬：飯盛ヶ城（由布市）
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TEL :（097）534ｰ8200　FAX:（097）534ｰ1823
https://www.oita-kenshin.co.jp
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